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Ⅰ. 顧客の行動が変わった

失われゆく顧客接点

「店に客が来なくなった」というクライ
アントの声を数年前からよく聞くように
なった。ある銀行では、5年前と比べる
とカウンターへの来店客は2割近く減少
したという。

一方、非対面の顧客接点に目を向ける
と、インターネット・バンキングの利用
者は全顧客中20%程度にとどまっている
（出所：「金融機関業務のシステム化に
関するアンケート調査結果（FISC）」）。
対面での顧客接点の不足を非対面で補う
には、現状のインターネット・バンキン
グの利用者数はあまりに不十分である。

顧客との接触は、年に1～2回の来店ある
いはATM/ダイレクトメール。インター
ネット経由で顧客に接触しようにも大半
の顧客のメールアドレスも携帯番号も分

からない、というのが各行の抱える共通
の課題認識ではないだろうか。

変わりゆく顧客

顧客に視点を移すと、2007年以降のス
マホの普及によりその行動様式は大きく
様変わりしている。

顧客は、①銀行の統制下にあるチャネル
（ホームページ／支店等）と銀行の統制
下にないチャネル（クチコミサイト等）
を自由に行き来し、②商品を比較の上選
択し、③クチコミを投稿し、④自分の体
験を発信するようになった。⑤クチコミ
や体験はつながりを通じて拡散され、⑥
時にはアウトバウンド広告の何倍もの効
果を発揮する。⑦また時には、企業とと
もに新たなサービスを作り上げる存在と
なった。（図表1）

ビジネスの主導権は顧客へ

顧客は常にネットにつながっており、購

買の意思決定に必要な客観情報はいつで
も手に入る。もはや顧客への提供情報を
企業はコントロールできず、主導権は顧
客側に移った。「BtoCビジネス」は
「CtoBビジネス（顧客志向型ビジネ
ス）」に転換したのである。

Ⅱ. 銀行も変わらなくてはならない
～銀行をデジタル化せよ

顧客の行動が大きく変わった今、来店前
提で設計されてきた商品 /サービス・
セールス・チャネルのあり方を抜本的に
見直す必要がある。これを銀行のデジタ
ル化と呼び、その道程には大きく3つの
チャレンジ「ロケーションフリー化」
「個別化」「”脱”銀行化」が控えてい
る。（図表2）

Lv1. ロケーションフリー化

デジタルバンク化の第一のチャレンジ
は、顧客がいつでも・どこにいても・ス
トレスなくサービス提供可能なロケー

ションフリーバンクになることである。
そのために重要なのは、①スマホを中心
とした顧客デバイスを最重要チャネルと
位置付ける、②顧客の総ネット会員化を
推進する、③店舗を軽量化し改革原資を
捻出する、の3点である。

①最重要チャネルであるスマホ等の顧客
デバイスでは、あらゆる商品の申込・取
引・相談等、フルサービスでストレスな
く提供できるようにする必要がある。例
えばポーランドのmBankは、ローンの申
込から入金までも含め、あらゆる取引を
信号待ちの30秒間で完結させるコンセプ
トでスマホバンキングを刷新した。

②顧客を総ネット会員化し顧客といつで
も・どこでもつながれるようにするに
は、魅力的なスマホアプリの開発、スマ
ホアプリが発行する取引時ワンタイムパ
スワードの必須化、店舗における操作案
内体制の整備・キャンペーン等の施策を
総動員する必要がある。

③店舗を軽量化するには、「対面でのフ
ルサービス提供」を与件とせず、目的を
絞りコストを従来の1～2割に抑えた店舗
をより多く・より顧客の近くに再配置す
る、といった発想で店舗改革を進める必
要がある。

デジタル時代への対応としてのロケー
ションフリー化は、既存顧客との関係を
維持する上で必須な対応といえる。

Lv2. 個別化

第二のチャレンジは、「この銀行は自分
のことを正しく理解してくれている、大
切にしてくれている」と思われるような
パーソナルバンクになることである。

重要なのは、①行動を一にする顧客セグ
メントの確立、②個客毎マーケティング
による顧客アプローチの精緻化、③チャ
ネル横断での顧客アプローチの仕組の整
備、の3点である。

①顧客の行動様式やライフステージ/ラ
イフスタイルを加味した「行動を一にす
るマイクロセグメント」はクロスセル提
案・離反防止等のあらゆる予測モデルの
ベースとなる重要な要素である。海外で
はセグメント定義や必要となるデータモ
デルの型が確立されてきており、日本に
おいても、こうした型を輸入し、予測モ
デルの高度化を図るべき時期に来ている。

②個客毎マーケティングとは、全ての顧
客に対し「今何をどこで提案すべきか、
今提案すべきことがなくても次はいつ何
を提案すべきか」を明らかにすることで
ある。商品毎マーケティングで見込み顧
客を抽出するだけでは提案のない顧客や
複数の提案が集中する顧客が出てきてし
まい、「自分のことを理解してくれてい
る、大切にしてくれている」という評価
は得られない。全ての顧客に対し意味あ
る提案をする準備を整えておくことは顧
客志向を追求する上で極めて重要である。

③提案を顧客に伝える手段の整備も必要
である。具体的には、顧客デバイス・
ATM・渉外タブレット・店頭端末等の
チャネルにメッセージ配信する機能、詳
細説明コンテンツを提示する機能、反応
検知の機能、メッセージやコンテンツを
本部ユーザが自由に登録する機能等が考
えられる。こうした仕組みにより顧客に
適切なタイミングで提案を行うととも
に、予測モデルを低コストで高速に検証
することが可能となる。

個別化は、顧客理解・関係深化を通じて
シェア・オブ・ウォレットを獲得する上
での必須の取組みと言える。

Lv3.“脱”銀行化

第三のチャレンジは、「この銀行は自分
の真のニーズを満たしてくれる」と思わ
れるようなサービスカンパニーになるこ
とである。

重要なのは、金融ニーズの先にあるモ
ノ・コト・体験ニーズを見据え、異業種
を巻き込みながらワンストップでソ
リューションを提供することである。

例えば、住宅ローンの先にある「快適な
住環境を手に入れたい」というニーズを
見据えた場合、そこには、住む場所・物
件・内装・家具・保険・アフターメンテ
ナンス等、膨大な検討事項が控えてい
る。オーストラリアのコモンウェルス銀
行では、住まい選びに役立つ各種情報の
提供、物件紹介のスマホアプリの提供
等、ワンストップでのニーズ充足を志向
した取組を実際に行っており参考になる。

 “脱”銀行化は、圧倒的な差別化を生み出
したり、従来の顧客基盤を活かしながら
新たな収益源を獲得する上での必須の取
組みと言える。

Ⅲ. デジタル化の実現に向けて

銀行のデジタル化を実現するには、これ
までの「当たり前」をいかに打破してい
くかがカギとなる。必要なスキルも、新
技術/サービスへの理解、デジタルマー
ケティングへの理解、戦略立案／システ
ム化構想立案能力、ユーザエクスペリエ
ンス・デザイン思考・プロトタイピング
開発能力等、多様である。このような難
プログラムを実現するため、海外では、
経営直轄で内外の人材を専担組織に集約
し推進しており、是非参考にすべきであ
ろう。

海外のＩRの席上では「貴行のデジタル
戦略は何か」が必ず問われると聞く。デ
ジタルな時代・変容した顧客に対し、既
存のコアビジネスをいつまでにどのよう
に適応/高度化させていくのか。本邦に
おいても、期限ある道程を描くタイミン
グに来ている。

1. デジタルバンク
   ～変容する顧客に合わせ銀行をいかにデジタル化するか　 
   シニア・プリンシパル  　公文　貴之

2. 実用段階に入ったロボットオペレーション　
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   シニア・マネジャー  　杉山 泰之
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拝啓、秋冷の候、貴社におかれましてはますますご清栄のことと、お慶び申し上げます。 
平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

6月下旬に出版しました「フィンテック　金融維新へ」は、多くの方々にお読みいた
だき好評を得ております。ありがとうございます。
海外におけるFinTechはスタートアップやIT企業、異業種といったキーワードに関連
付けて理解されていますが、日本ではDigital Innovation全般を意味するケースが多い
ように思われます。
弊社ではDigital Innovationを「Digital Customer」と「Digital Enterprise」の2つに
分けて取り組んでいます。
「Digital Customer」はトップライン向上をテクノロジーを活用して実現することで
あり、「Digital Enterprise」は企業のコスト最適化をテクノロジーを駆使して実現す
ることです。この2年間は、「Digital Customer」の比重がどちらかというと大きかっ
たと思います。先進的な金融機関では、新商品・サービスや新エコシステム、新プ
ラットフォームなどの検討が進み、その一部は実現されています。
その一方、海外では景気後退や規制コスト増加、政治的な不安定さ等から、コスト効
率化・最適化の取組が進んでいます。その取組の主軸は「Digital Enterprise」です。
過去の取組では、オフショアを活用した労働コスト削減モデルの構築を基軸としてい
ましたが、ここ1年はRobotics（日本ではRobotic Process Automationの方が一般
的）をいかに適用するかがトレンドになりつつあります。本邦金融機関におかれまし
ても収益性予測が不透明な中、プロセスに焦点を当てたDigital Innovationが必要に
なってくるのではないでしょうか。

本号では「Digital Customer」、及び「Digital Enterprise」の双方のテーマを含んで
おります。ご一読いただけますと幸いです。
今後ともご愛顧のほどよろしくお願い申し上げます。

敬具

2016年10月吉日

アクセンチュア株式会社
金融サービス本部
統括本部長　中野　将志
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 ～変容する顧客に合わせ銀行をいかにデジタル化するか

世の中のデジタル化が進み顧客の行動様式は大きく変わった。銀行において
も、「顧客はもはや来店しない」という声を聞く。

来店しない顧客を捉えるには、デジタルな世界を前提に商品/サービス・セー
ルス・チャネルを抜本的に見直す必要がある。これを銀行のデジタル化と呼
び、グローバルでは「フィンテック」に並ぶ重要テーマとなっている。

デジタル化に向けたキーワードは「ロケーションフリー化」「個別化」
「”脱”銀行化」の3つ。

どこまで踏み込んだ取組をいつまでに行うのか。各行は銀行のデジタル化に
向け、期限ある道程を描くタイミングに来ている。

公文　貴之

2000年　アクセンチュア㈱入社
金融サービス本部　
シニア・プリンシパル
銀行グループ担当

Ⅰ. 顧客の行動が変わった

失われゆく顧客接点

「店に客が来なくなった」というクライ
アントの声を数年前からよく聞くように
なった。ある銀行では、5年前と比べる
とカウンターへの来店客は2割近く減少
したという。

一方、非対面の顧客接点に目を向ける
と、インターネット・バンキングの利用
者は全顧客中20%程度にとどまっている
（出所：「金融機関業務のシステム化に
関するアンケート調査結果（FISC）」）。
対面での顧客接点の不足を非対面で補う
には、現状のインターネット・バンキン
グの利用者数はあまりに不十分である。

顧客との接触は、年に1～2回の来店ある
いはATM/ダイレクトメール。インター
ネット経由で顧客に接触しようにも大半
の顧客のメールアドレスも携帯番号も分

からない、というのが各行の抱える共通
の課題認識ではないだろうか。

変わりゆく顧客

顧客に視点を移すと、2007年以降のス
マホの普及によりその行動様式は大きく
様変わりしている。

顧客は、①銀行の統制下にあるチャネル
（ホームページ／支店等）と銀行の統制
下にないチャネル（クチコミサイト等）
を自由に行き来し、②商品を比較の上選
択し、③クチコミを投稿し、④自分の体
験を発信するようになった。⑤クチコミ
や体験はつながりを通じて拡散され、⑥
時にはアウトバウンド広告の何倍もの効
果を発揮する。⑦また時には、企業とと
もに新たなサービスを作り上げる存在と
なった。（図表1）

ビジネスの主導権は顧客へ

顧客は常にネットにつながっており、購

買の意思決定に必要な客観情報はいつで
も手に入る。もはや顧客への提供情報を
企業はコントロールできず、主導権は顧
客側に移った。「BtoCビジネス」は
「CtoBビジネス（顧客志向型ビジネ
ス）」に転換したのである。

Ⅱ. 銀行も変わらなくてはならない
～銀行をデジタル化せよ

顧客の行動が大きく変わった今、来店前
提で設計されてきた商品 /サービス・
セールス・チャネルのあり方を抜本的に
見直す必要がある。これを銀行のデジタ
ル化と呼び、その道程には大きく3つの
チャレンジ「ロケーションフリー化」
「個別化」「”脱”銀行化」が控えてい
る。（図表2）

Lv1. ロケーションフリー化

デジタルバンク化の第一のチャレンジ
は、顧客がいつでも・どこにいても・ス
トレスなくサービス提供可能なロケー

ションフリーバンクになることである。
そのために重要なのは、①スマホを中心
とした顧客デバイスを最重要チャネルと
位置付ける、②顧客の総ネット会員化を
推進する、③店舗を軽量化し改革原資を
捻出する、の3点である。

①最重要チャネルであるスマホ等の顧客
デバイスでは、あらゆる商品の申込・取
引・相談等、フルサービスでストレスな
く提供できるようにする必要がある。例
えばポーランドのmBankは、ローンの申
込から入金までも含め、あらゆる取引を
信号待ちの30秒間で完結させるコンセプ
トでスマホバンキングを刷新した。

②顧客を総ネット会員化し顧客といつで
も・どこでもつながれるようにするに
は、魅力的なスマホアプリの開発、スマ
ホアプリが発行する取引時ワンタイムパ
スワードの必須化、店舗における操作案
内体制の整備・キャンペーン等の施策を
総動員する必要がある。

③店舗を軽量化するには、「対面でのフ
ルサービス提供」を与件とせず、目的を
絞りコストを従来の1～2割に抑えた店舗
をより多く・より顧客の近くに再配置す
る、といった発想で店舗改革を進める必
要がある。

デジタル時代への対応としてのロケー
ションフリー化は、既存顧客との関係を
維持する上で必須な対応といえる。

Lv2. 個別化

第二のチャレンジは、「この銀行は自分
のことを正しく理解してくれている、大
切にしてくれている」と思われるような
パーソナルバンクになることである。

重要なのは、①行動を一にする顧客セグ
メントの確立、②個客毎マーケティング
による顧客アプローチの精緻化、③チャ
ネル横断での顧客アプローチの仕組の整
備、の3点である。

①顧客の行動様式やライフステージ/ラ
イフスタイルを加味した「行動を一にす
るマイクロセグメント」はクロスセル提
案・離反防止等のあらゆる予測モデルの
ベースとなる重要な要素である。海外で
はセグメント定義や必要となるデータモ
デルの型が確立されてきており、日本に
おいても、こうした型を輸入し、予測モ
デルの高度化を図るべき時期に来ている。

②個客毎マーケティングとは、全ての顧
客に対し「今何をどこで提案すべきか、
今提案すべきことがなくても次はいつ何
を提案すべきか」を明らかにすることで
ある。商品毎マーケティングで見込み顧
客を抽出するだけでは提案のない顧客や
複数の提案が集中する顧客が出てきてし
まい、「自分のことを理解してくれてい
る、大切にしてくれている」という評価
は得られない。全ての顧客に対し意味あ
る提案をする準備を整えておくことは顧
客志向を追求する上で極めて重要である。

③提案を顧客に伝える手段の整備も必要
である。具体的には、顧客デバイス・
ATM・渉外タブレット・店頭端末等の
チャネルにメッセージ配信する機能、詳
細説明コンテンツを提示する機能、反応
検知の機能、メッセージやコンテンツを
本部ユーザが自由に登録する機能等が考
えられる。こうした仕組みにより顧客に
適切なタイミングで提案を行うととも
に、予測モデルを低コストで高速に検証
することが可能となる。

個別化は、顧客理解・関係深化を通じて
シェア・オブ・ウォレットを獲得する上
での必須の取組みと言える。

Lv3.“脱”銀行化

第三のチャレンジは、「この銀行は自分
の真のニーズを満たしてくれる」と思わ
れるようなサービスカンパニーになるこ
とである。

重要なのは、金融ニーズの先にあるモ
ノ・コト・体験ニーズを見据え、異業種
を巻き込みながらワンストップでソ
リューションを提供することである。

例えば、住宅ローンの先にある「快適な
住環境を手に入れたい」というニーズを
見据えた場合、そこには、住む場所・物
件・内装・家具・保険・アフターメンテ
ナンス等、膨大な検討事項が控えてい
る。オーストラリアのコモンウェルス銀
行では、住まい選びに役立つ各種情報の
提供、物件紹介のスマホアプリの提供
等、ワンストップでのニーズ充足を志向
した取組を実際に行っており参考になる。

 “脱”銀行化は、圧倒的な差別化を生み出
したり、従来の顧客基盤を活かしながら
新たな収益源を獲得する上での必須の取
組みと言える。

Ⅲ. デジタル化の実現に向けて

銀行のデジタル化を実現するには、これ
までの「当たり前」をいかに打破してい
くかがカギとなる。必要なスキルも、新
技術/サービスへの理解、デジタルマー
ケティングへの理解、戦略立案／システ
ム化構想立案能力、ユーザエクスペリエ
ンス・デザイン思考・プロトタイピング
開発能力等、多様である。このような難
プログラムを実現するため、海外では、
経営直轄で内外の人材を専担組織に集約
し推進しており、是非参考にすべきであ
ろう。

海外のＩRの席上では「貴行のデジタル
戦略は何か」が必ず問われると聞く。デ
ジタルな時代・変容した顧客に対し、既
存のコアビジネスをいつまでにどのよう
に適応/高度化させていくのか。本邦に
おいても、期限ある道程を描くタイミン
グに来ている。

デジタルバンク



4

Ⅰ. 顧客の行動が変わった

失われゆく顧客接点

「店に客が来なくなった」というクライ
アントの声を数年前からよく聞くように
なった。ある銀行では、5年前と比べる
とカウンターへの来店客は2割近く減少
したという。

一方、非対面の顧客接点に目を向ける
と、インターネット・バンキングの利用
者は全顧客中20%程度にとどまっている
（出所：「金融機関業務のシステム化に
関するアンケート調査結果（FISC）」）。
対面での顧客接点の不足を非対面で補う
には、現状のインターネット・バンキン
グの利用者数はあまりに不十分である。

顧客との接触は、年に1～2回の来店ある
いはATM/ダイレクトメール。インター
ネット経由で顧客に接触しようにも大半
の顧客のメールアドレスも携帯番号も分

からない、というのが各行の抱える共通
の課題認識ではないだろうか。

変わりゆく顧客

顧客に視点を移すと、2007年以降のス
マホの普及によりその行動様式は大きく
様変わりしている。

顧客は、①銀行の統制下にあるチャネル
（ホームページ／支店等）と銀行の統制
下にないチャネル（クチコミサイト等）
を自由に行き来し、②商品を比較の上選
択し、③クチコミを投稿し、④自分の体
験を発信するようになった。⑤クチコミ
や体験はつながりを通じて拡散され、⑥
時にはアウトバウンド広告の何倍もの効
果を発揮する。⑦また時には、企業とと
もに新たなサービスを作り上げる存在と
なった。（図表1）

ビジネスの主導権は顧客へ

顧客は常にネットにつながっており、購

買の意思決定に必要な客観情報はいつで
も手に入る。もはや顧客への提供情報を
企業はコントロールできず、主導権は顧
客側に移った。「BtoCビジネス」は
「CtoBビジネス（顧客志向型ビジネ
ス）」に転換したのである。

Ⅱ. 銀行も変わらなくてはならない
～銀行をデジタル化せよ

顧客の行動が大きく変わった今、来店前
提で設計されてきた商品 /サービス・
セールス・チャネルのあり方を抜本的に
見直す必要がある。これを銀行のデジタ
ル化と呼び、その道程には大きく3つの
チャレンジ「ロケーションフリー化」
「個別化」「”脱”銀行化」が控えてい
る。（図表2）

Lv1. ロケーションフリー化

デジタルバンク化の第一のチャレンジ
は、顧客がいつでも・どこにいても・ス
トレスなくサービス提供可能なロケー

ションフリーバンクになることである。
そのために重要なのは、①スマホを中心
とした顧客デバイスを最重要チャネルと
位置付ける、②顧客の総ネット会員化を
推進する、③店舗を軽量化し改革原資を
捻出する、の3点である。

①最重要チャネルであるスマホ等の顧客
デバイスでは、あらゆる商品の申込・取
引・相談等、フルサービスでストレスな
く提供できるようにする必要がある。例
えばポーランドのmBankは、ローンの申
込から入金までも含め、あらゆる取引を
信号待ちの30秒間で完結させるコンセプ
トでスマホバンキングを刷新した。

②顧客を総ネット会員化し顧客といつで
も・どこでもつながれるようにするに
は、魅力的なスマホアプリの開発、スマ
ホアプリが発行する取引時ワンタイムパ
スワードの必須化、店舗における操作案
内体制の整備・キャンペーン等の施策を
総動員する必要がある。

③店舗を軽量化するには、「対面でのフ
ルサービス提供」を与件とせず、目的を
絞りコストを従来の1～2割に抑えた店舗
をより多く・より顧客の近くに再配置す
る、といった発想で店舗改革を進める必
要がある。

デジタル時代への対応としてのロケー
ションフリー化は、既存顧客との関係を
維持する上で必須な対応といえる。

Lv2. 個別化

第二のチャレンジは、「この銀行は自分
のことを正しく理解してくれている、大
切にしてくれている」と思われるような
パーソナルバンクになることである。

重要なのは、①行動を一にする顧客セグ
メントの確立、②個客毎マーケティング
による顧客アプローチの精緻化、③チャ
ネル横断での顧客アプローチの仕組の整
備、の3点である。

①顧客の行動様式やライフステージ/ラ
イフスタイルを加味した「行動を一にす
るマイクロセグメント」はクロスセル提
案・離反防止等のあらゆる予測モデルの
ベースとなる重要な要素である。海外で
はセグメント定義や必要となるデータモ
デルの型が確立されてきており、日本に
おいても、こうした型を輸入し、予測モ
デルの高度化を図るべき時期に来ている。

②個客毎マーケティングとは、全ての顧
客に対し「今何をどこで提案すべきか、
今提案すべきことがなくても次はいつ何
を提案すべきか」を明らかにすることで
ある。商品毎マーケティングで見込み顧
客を抽出するだけでは提案のない顧客や
複数の提案が集中する顧客が出てきてし
まい、「自分のことを理解してくれてい
る、大切にしてくれている」という評価
は得られない。全ての顧客に対し意味あ
る提案をする準備を整えておくことは顧
客志向を追求する上で極めて重要である。

③提案を顧客に伝える手段の整備も必要
である。具体的には、顧客デバイス・
ATM・渉外タブレット・店頭端末等の
チャネルにメッセージ配信する機能、詳
細説明コンテンツを提示する機能、反応
検知の機能、メッセージやコンテンツを
本部ユーザが自由に登録する機能等が考
えられる。こうした仕組みにより顧客に
適切なタイミングで提案を行うととも
に、予測モデルを低コストで高速に検証
することが可能となる。

個別化は、顧客理解・関係深化を通じて
シェア・オブ・ウォレットを獲得する上
での必須の取組みと言える。

Lv3.“脱”銀行化

第三のチャレンジは、「この銀行は自分
の真のニーズを満たしてくれる」と思わ
れるようなサービスカンパニーになるこ
とである。

重要なのは、金融ニーズの先にあるモ
ノ・コト・体験ニーズを見据え、異業種
を巻き込みながらワンストップでソ
リューションを提供することである。

例えば、住宅ローンの先にある「快適な
住環境を手に入れたい」というニーズを
見据えた場合、そこには、住む場所・物
件・内装・家具・保険・アフターメンテ
ナンス等、膨大な検討事項が控えてい
る。オーストラリアのコモンウェルス銀
行では、住まい選びに役立つ各種情報の
提供、物件紹介のスマホアプリの提供
等、ワンストップでのニーズ充足を志向
した取組を実際に行っており参考になる。

 “脱”銀行化は、圧倒的な差別化を生み出
したり、従来の顧客基盤を活かしながら
新たな収益源を獲得する上での必須の取
組みと言える。

Ⅲ. デジタル化の実現に向けて

銀行のデジタル化を実現するには、これ
までの「当たり前」をいかに打破してい
くかがカギとなる。必要なスキルも、新
技術/サービスへの理解、デジタルマー
ケティングへの理解、戦略立案／システ
ム化構想立案能力、ユーザエクスペリエ
ンス・デザイン思考・プロトタイピング
開発能力等、多様である。このような難
プログラムを実現するため、海外では、
経営直轄で内外の人材を専担組織に集約
し推進しており、是非参考にすべきであ
ろう。

海外のＩRの席上では「貴行のデジタル
戦略は何か」が必ず問われると聞く。デ
ジタルな時代・変容した顧客に対し、既
存のコアビジネスをいつまでにどのよう
に適応/高度化させていくのか。本邦に
おいても、期限ある道程を描くタイミン
グに来ている。
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図表1  CtoBビジネス（顧客志向型ビジネス）の台頭

銀行

Customers to Business
生活密

着型のシー
ムレスなサービス提供

(オム
ニ－デ

バイス：
モバイル・住居・クルマ・ヘルス機器)

※中小企業向け融資

※民泊事業

顧客は・・・

商品を比較し、

クチコミを投稿し、

自分の体験を発信する。

時には、アウトバウンド広告の 
何倍もの力を発揮する。

時には、企業とともに 
新たなサービスも作り上げる 
(オープンイノベーションへの参加)

クチコミや体験は 
つながりを通じて拡散され、
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Ⅰ. 顧客の行動が変わった

失われゆく顧客接点

「店に客が来なくなった」というクライ
アントの声を数年前からよく聞くように
なった。ある銀行では、5年前と比べる
とカウンターへの来店客は2割近く減少
したという。

一方、非対面の顧客接点に目を向ける
と、インターネット・バンキングの利用
者は全顧客中20%程度にとどまっている
（出所：「金融機関業務のシステム化に
関するアンケート調査結果（FISC）」）。
対面での顧客接点の不足を非対面で補う
には、現状のインターネット・バンキン
グの利用者数はあまりに不十分である。

顧客との接触は、年に1～2回の来店ある
いはATM/ダイレクトメール。インター
ネット経由で顧客に接触しようにも大半
の顧客のメールアドレスも携帯番号も分

からない、というのが各行の抱える共通
の課題認識ではないだろうか。

変わりゆく顧客

顧客に視点を移すと、2007年以降のス
マホの普及によりその行動様式は大きく
様変わりしている。

顧客は、①銀行の統制下にあるチャネル
（ホームページ／支店等）と銀行の統制
下にないチャネル（クチコミサイト等）
を自由に行き来し、②商品を比較の上選
択し、③クチコミを投稿し、④自分の体
験を発信するようになった。⑤クチコミ
や体験はつながりを通じて拡散され、⑥
時にはアウトバウンド広告の何倍もの効
果を発揮する。⑦また時には、企業とと
もに新たなサービスを作り上げる存在と
なった。（図表1）

ビジネスの主導権は顧客へ

顧客は常にネットにつながっており、購

買の意思決定に必要な客観情報はいつで
も手に入る。もはや顧客への提供情報を
企業はコントロールできず、主導権は顧
客側に移った。「BtoCビジネス」は
「CtoBビジネス（顧客志向型ビジネ
ス）」に転換したのである。

Ⅱ. 銀行も変わらなくてはならない
～銀行をデジタル化せよ

顧客の行動が大きく変わった今、来店前
提で設計されてきた商品 /サービス・
セールス・チャネルのあり方を抜本的に
見直す必要がある。これを銀行のデジタ
ル化と呼び、その道程には大きく3つの
チャレンジ「ロケーションフリー化」
「個別化」「”脱”銀行化」が控えてい
る。（図表2）

Lv1. ロケーションフリー化

デジタルバンク化の第一のチャレンジ
は、顧客がいつでも・どこにいても・ス
トレスなくサービス提供可能なロケー

ションフリーバンクになることである。
そのために重要なのは、①スマホを中心
とした顧客デバイスを最重要チャネルと
位置付ける、②顧客の総ネット会員化を
推進する、③店舗を軽量化し改革原資を
捻出する、の3点である。

①最重要チャネルであるスマホ等の顧客
デバイスでは、あらゆる商品の申込・取
引・相談等、フルサービスでストレスな
く提供できるようにする必要がある。例
えばポーランドのmBankは、ローンの申
込から入金までも含め、あらゆる取引を
信号待ちの30秒間で完結させるコンセプ
トでスマホバンキングを刷新した。

②顧客を総ネット会員化し顧客といつで
も・どこでもつながれるようにするに
は、魅力的なスマホアプリの開発、スマ
ホアプリが発行する取引時ワンタイムパ
スワードの必須化、店舗における操作案
内体制の整備・キャンペーン等の施策を
総動員する必要がある。

③店舗を軽量化するには、「対面でのフ
ルサービス提供」を与件とせず、目的を
絞りコストを従来の1～2割に抑えた店舗
をより多く・より顧客の近くに再配置す
る、といった発想で店舗改革を進める必
要がある。

デジタル時代への対応としてのロケー
ションフリー化は、既存顧客との関係を
維持する上で必須な対応といえる。

Lv2. 個別化

第二のチャレンジは、「この銀行は自分
のことを正しく理解してくれている、大
切にしてくれている」と思われるような
パーソナルバンクになることである。

重要なのは、①行動を一にする顧客セグ
メントの確立、②個客毎マーケティング
による顧客アプローチの精緻化、③チャ
ネル横断での顧客アプローチの仕組の整
備、の3点である。

①顧客の行動様式やライフステージ/ラ
イフスタイルを加味した「行動を一にす
るマイクロセグメント」はクロスセル提
案・離反防止等のあらゆる予測モデルの
ベースとなる重要な要素である。海外で
はセグメント定義や必要となるデータモ
デルの型が確立されてきており、日本に
おいても、こうした型を輸入し、予測モ
デルの高度化を図るべき時期に来ている。

②個客毎マーケティングとは、全ての顧
客に対し「今何をどこで提案すべきか、
今提案すべきことがなくても次はいつ何
を提案すべきか」を明らかにすることで
ある。商品毎マーケティングで見込み顧
客を抽出するだけでは提案のない顧客や
複数の提案が集中する顧客が出てきてし
まい、「自分のことを理解してくれてい
る、大切にしてくれている」という評価
は得られない。全ての顧客に対し意味あ
る提案をする準備を整えておくことは顧
客志向を追求する上で極めて重要である。

③提案を顧客に伝える手段の整備も必要
である。具体的には、顧客デバイス・
ATM・渉外タブレット・店頭端末等の
チャネルにメッセージ配信する機能、詳
細説明コンテンツを提示する機能、反応
検知の機能、メッセージやコンテンツを
本部ユーザが自由に登録する機能等が考
えられる。こうした仕組みにより顧客に
適切なタイミングで提案を行うととも
に、予測モデルを低コストで高速に検証
することが可能となる。

個別化は、顧客理解・関係深化を通じて
シェア・オブ・ウォレットを獲得する上
での必須の取組みと言える。

Lv3.“脱”銀行化

第三のチャレンジは、「この銀行は自分
の真のニーズを満たしてくれる」と思わ
れるようなサービスカンパニーになるこ
とである。

重要なのは、金融ニーズの先にあるモ
ノ・コト・体験ニーズを見据え、異業種
を巻き込みながらワンストップでソ
リューションを提供することである。

例えば、住宅ローンの先にある「快適な
住環境を手に入れたい」というニーズを
見据えた場合、そこには、住む場所・物
件・内装・家具・保険・アフターメンテ
ナンス等、膨大な検討事項が控えてい
る。オーストラリアのコモンウェルス銀
行では、住まい選びに役立つ各種情報の
提供、物件紹介のスマホアプリの提供
等、ワンストップでのニーズ充足を志向
した取組を実際に行っており参考になる。

 “脱”銀行化は、圧倒的な差別化を生み出
したり、従来の顧客基盤を活かしながら
新たな収益源を獲得する上での必須の取
組みと言える。

Ⅲ. デジタル化の実現に向けて

銀行のデジタル化を実現するには、これ
までの「当たり前」をいかに打破してい
くかがカギとなる。必要なスキルも、新
技術/サービスへの理解、デジタルマー
ケティングへの理解、戦略立案／システ
ム化構想立案能力、ユーザエクスペリエ
ンス・デザイン思考・プロトタイピング
開発能力等、多様である。このような難
プログラムを実現するため、海外では、
経営直轄で内外の人材を専担組織に集約
し推進しており、是非参考にすべきであ
ろう。

海外のＩRの席上では「貴行のデジタル
戦略は何か」が必ず問われると聞く。デ
ジタルな時代・変容した顧客に対し、既
存のコアビジネスをいつまでにどのよう
に適応/高度化させていくのか。本邦に
おいても、期限ある道程を描くタイミン
グに来ている。

図表2   デジタルバンクの進化ロードマップ
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効果
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変革 
テーマ

概念イ
メージ

Lv0. 現在地 Lv1. ロケーションフリー化 Lv2. 個別化 Lv3.“脱”銀行化
店舗を主体とした”地”域密着型の
リージョナルバンク

銀行は、いつでも・どこでも・スト
レスなくサービス提供するロケーシ
ョンフリーバンクへ

銀行は、顧客1人1人を正しく理解し
大切にする個客志向のパーソナルバ
ンクへ

銀行は、顧客の真のニーズを満たす
サービスカンパニーへ

ためる・
ふやす

 商品/ 
サービス 金融

商品起点

金融 金融

商品起点 顧客起点（カスタマーイン）

取引先/提携先

顧客起点（カスタマーイン）

金融＋非金融（エコシステム）
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顧客 行員
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信
頼 顧客 行員
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そなえる

つかう

かりる

 ｿｰｼｬﾙ 
ﾒﾃﾞｨｱ

 ｺｰﾙ 
ｾﾝﾀｰ

 ｾﾙﾌ 
ｻｰﾋﾞｽ

 ｲﾝﾀｰ 
ﾈｯﾄ
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営業店

信
頼

• スマホを中心とした顧客デバイス
への提供機能の強化
• 顧客の総ネット会員化
• 店舗軽量化による改革原資の捻出
• 既存顧客との関係の維持

• 行動を一にする顧客セグメントの
確立
• 個客毎マーケティング
• チャネル横断での顧客アプローチ
の仕組の整備
• 顧客理解・関係深化を通じたシ
ェア・オブ・ウォレットの獲得

• 金融ニーズの先にあるモノ・
コト・体験ニーズの捕捉と異業
種を巻き込んだワンストップ
でのソリューション提供
• 圧倒的な差別化
• 新たな収益源の獲得

日常
生活

移動

つながり・ 
交流

住まい健康

教育

 旅行・ 
レジャー

金融ビジネスの追求 非金融ビジネスとの融合
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Ⅰ. 顧客の行動が変わった

失われゆく顧客接点

「店に客が来なくなった」というクライ
アントの声を数年前からよく聞くように
なった。ある銀行では、5年前と比べる
とカウンターへの来店客は2割近く減少
したという。

一方、非対面の顧客接点に目を向ける
と、インターネット・バンキングの利用
者は全顧客中20%程度にとどまっている
（出所：「金融機関業務のシステム化に
関するアンケート調査結果（FISC）」）。
対面での顧客接点の不足を非対面で補う
には、現状のインターネット・バンキン
グの利用者数はあまりに不十分である。

顧客との接触は、年に1～2回の来店ある
いはATM/ダイレクトメール。インター
ネット経由で顧客に接触しようにも大半
の顧客のメールアドレスも携帯番号も分

からない、というのが各行の抱える共通
の課題認識ではないだろうか。

変わりゆく顧客

顧客に視点を移すと、2007年以降のス
マホの普及によりその行動様式は大きく
様変わりしている。

顧客は、①銀行の統制下にあるチャネル
（ホームページ／支店等）と銀行の統制
下にないチャネル（クチコミサイト等）
を自由に行き来し、②商品を比較の上選
択し、③クチコミを投稿し、④自分の体
験を発信するようになった。⑤クチコミ
や体験はつながりを通じて拡散され、⑥
時にはアウトバウンド広告の何倍もの効
果を発揮する。⑦また時には、企業とと
もに新たなサービスを作り上げる存在と
なった。（図表1）

ビジネスの主導権は顧客へ

顧客は常にネットにつながっており、購

買の意思決定に必要な客観情報はいつで
も手に入る。もはや顧客への提供情報を
企業はコントロールできず、主導権は顧
客側に移った。「BtoCビジネス」は
「CtoBビジネス（顧客志向型ビジネ
ス）」に転換したのである。

Ⅱ. 銀行も変わらなくてはならない
～銀行をデジタル化せよ

顧客の行動が大きく変わった今、来店前
提で設計されてきた商品 /サービス・
セールス・チャネルのあり方を抜本的に
見直す必要がある。これを銀行のデジタ
ル化と呼び、その道程には大きく3つの
チャレンジ「ロケーションフリー化」
「個別化」「”脱”銀行化」が控えてい
る。（図表2）

Lv1. ロケーションフリー化

デジタルバンク化の第一のチャレンジ
は、顧客がいつでも・どこにいても・ス
トレスなくサービス提供可能なロケー

実用段階に入ったロボットオペレーション
 ～証券業界におけるパイロット事例からの示唆

Robotics Process Automation（以下RPA：ロボットオペレーション）は従来
デスクトップPCを使って人間が行ってきたオペレーションをロボット（本稿
ではコンピュータ上で動く仮想作業者を指す）に代替させることで、人的関
与を最小化する技術であり、事務コストの削減、生産性の向上、品質強化が
期待できる。RPAの技術は既に実用段階であり、効果的な導入例も出始めて
いる。

昨今の日本では言語を理解・解釈し経験を積ませることで育成させる人工知
能（AI）への注目が高い一方でRPAに対する注目度は意外にもそれほど高く
はないと感じる。

本稿では、まずRPAの定義、効果を整理しその要素技術について理解をいた
だいた上で弊社が海外の大手投資銀行にて行ったRPA導入パイロットの結果
をご紹介するとともにそこから得られた示唆についてご説明する。

早川　逸平

2008年　アクセンチュア㈱入社
テクノロジ―コンサルティング本部　
マネジング・ディレクター

RPAの定義（RPAとは）

業務ユーザが各種既存アプリケーション
を利用してPCデスクトップ上で実施し
ている既存の業務プロセスを対象にロ
ボットによる自動化を図るのがロボット
オペレーションである。

ロボットオペレーションの実現には、
RPAツールを利用することが前提となる
が、近年RPAツールにてシミュレート可
能な業務オペレーションのバリエーショ
ンが増えたことから様々な業務プロセス
への適用が可能となっている。最新の
RPAツールではPCデスクトップ上で行う
オペレーションの大半が再現可能である
（※紙帳票などの物理媒体からのデータ
インプットにはOCRソリューションとの
組み合わせが必要）。

導入に際しては、既存アプリケーション
の各種画面に対する改修が一切不要であ
ることから大規模なITシステム投資なし
に業務プロセスの自動化が可能となる。

RPAツールで出来ること

4つの主要な特徴を以下に紹介する。

1. 様々なアプリ技術要素に対応

対象となるアプリケーションはホスト
エミュレータ、O�ce製品（Word, Excel, 
Outlook等）、VBクライアントなどの
Windowsクライアントアプリ、社内、
社外のWebアプリケーションと幅広い
アプリケーション技術に対応してお
り、各システムの要素技術にとらわれ
ることなく自動化の検討を行うことが
できる。

2. アプリ間のデータ連携に対応

複数アプリケーションへの重複データ
入力（氏名、住所など顧客関連データ
の複数システムへの入力業務）やアプ
リケーション間のデータコピー操作
（CRM上の参考情報を、基幹システム
へ入力する業務）など、大量に発生す
る場合にはマニュアルオペレーション
では相当な時間を要する業務もロボッ

トにより高速かつ正確に行うことがで
きる。

3. 複雑なワークフローに対応

複数のアプリケーションをPCデスク
トップ上に表示し順々に操作するような
業務オペレーションフローもRPAツール
では一連の実行フローとして定義するこ
とが可能であり、各アプリケーションの
実行結果の連携処理や、実行結果による
分岐処理など複雑な作業を可視化しつつ
自動化することができる。

4. オペレーションの集中管理

RPAツールは集中管理されたロボットオ
ペレーションの実行基盤として提供さ
れ、複雑なプログラミングなしに既存の
業務オペレーションをロボットに覚えさ
せることができる。一度覚えさせた業務
オペレーションは再利用が可能であり、
類似の業務プロセスやより複雑な業務オ
ペレーションを自動化する際にその作成
時間を短縮することができる。
 

ションフリーバンクになることである。
そのために重要なのは、①スマホを中心
とした顧客デバイスを最重要チャネルと
位置付ける、②顧客の総ネット会員化を
推進する、③店舗を軽量化し改革原資を
捻出する、の3点である。

①最重要チャネルであるスマホ等の顧客
デバイスでは、あらゆる商品の申込・取
引・相談等、フルサービスでストレスな
く提供できるようにする必要がある。例
えばポーランドのmBankは、ローンの申
込から入金までも含め、あらゆる取引を
信号待ちの30秒間で完結させるコンセプ
トでスマホバンキングを刷新した。

②顧客を総ネット会員化し顧客といつで
も・どこでもつながれるようにするに
は、魅力的なスマホアプリの開発、スマ
ホアプリが発行する取引時ワンタイムパ
スワードの必須化、店舗における操作案
内体制の整備・キャンペーン等の施策を
総動員する必要がある。

③店舗を軽量化するには、「対面でのフ
ルサービス提供」を与件とせず、目的を
絞りコストを従来の1～2割に抑えた店舗
をより多く・より顧客の近くに再配置す
る、といった発想で店舗改革を進める必
要がある。

デジタル時代への対応としてのロケー
ションフリー化は、既存顧客との関係を
維持する上で必須な対応といえる。

Lv2. 個別化

第二のチャレンジは、「この銀行は自分
のことを正しく理解してくれている、大
切にしてくれている」と思われるような
パーソナルバンクになることである。

重要なのは、①行動を一にする顧客セグ
メントの確立、②個客毎マーケティング
による顧客アプローチの精緻化、③チャ
ネル横断での顧客アプローチの仕組の整
備、の3点である。

①顧客の行動様式やライフステージ/ラ
イフスタイルを加味した「行動を一にす
るマイクロセグメント」はクロスセル提
案・離反防止等のあらゆる予測モデルの
ベースとなる重要な要素である。海外で
はセグメント定義や必要となるデータモ
デルの型が確立されてきており、日本に
おいても、こうした型を輸入し、予測モ
デルの高度化を図るべき時期に来ている。

②個客毎マーケティングとは、全ての顧
客に対し「今何をどこで提案すべきか、
今提案すべきことがなくても次はいつ何
を提案すべきか」を明らかにすることで
ある。商品毎マーケティングで見込み顧
客を抽出するだけでは提案のない顧客や
複数の提案が集中する顧客が出てきてし
まい、「自分のことを理解してくれてい
る、大切にしてくれている」という評価
は得られない。全ての顧客に対し意味あ
る提案をする準備を整えておくことは顧
客志向を追求する上で極めて重要である。

③提案を顧客に伝える手段の整備も必要
である。具体的には、顧客デバイス・
ATM・渉外タブレット・店頭端末等の
チャネルにメッセージ配信する機能、詳
細説明コンテンツを提示する機能、反応
検知の機能、メッセージやコンテンツを
本部ユーザが自由に登録する機能等が考
えられる。こうした仕組みにより顧客に
適切なタイミングで提案を行うととも
に、予測モデルを低コストで高速に検証
することが可能となる。

個別化は、顧客理解・関係深化を通じて
シェア・オブ・ウォレットを獲得する上
での必須の取組みと言える。

Lv3.“脱”銀行化

第三のチャレンジは、「この銀行は自分
の真のニーズを満たしてくれる」と思わ
れるようなサービスカンパニーになるこ
とである。

重要なのは、金融ニーズの先にあるモ
ノ・コト・体験ニーズを見据え、異業種
を巻き込みながらワンストップでソ
リューションを提供することである。

例えば、住宅ローンの先にある「快適な
住環境を手に入れたい」というニーズを
見据えた場合、そこには、住む場所・物
件・内装・家具・保険・アフターメンテ
ナンス等、膨大な検討事項が控えてい
る。オーストラリアのコモンウェルス銀
行では、住まい選びに役立つ各種情報の
提供、物件紹介のスマホアプリの提供
等、ワンストップでのニーズ充足を志向
した取組を実際に行っており参考になる。

 “脱”銀行化は、圧倒的な差別化を生み出
したり、従来の顧客基盤を活かしながら
新たな収益源を獲得する上での必須の取
組みと言える。

Ⅲ. デジタル化の実現に向けて

銀行のデジタル化を実現するには、これ
までの「当たり前」をいかに打破してい
くかがカギとなる。必要なスキルも、新
技術/サービスへの理解、デジタルマー
ケティングへの理解、戦略立案／システ
ム化構想立案能力、ユーザエクスペリエ
ンス・デザイン思考・プロトタイピング
開発能力等、多様である。このような難
プログラムを実現するため、海外では、
経営直轄で内外の人材を専担組織に集約
し推進しており、是非参考にすべきであ
ろう。

海外のＩRの席上では「貴行のデジタル
戦略は何か」が必ず問われると聞く。デ
ジタルな時代・変容した顧客に対し、既
存のコアビジネスをいつまでにどのよう
に適応/高度化させていくのか。本邦に
おいても、期限ある道程を描くタイミン
グに来ている。

RPAの期待効果

一般的なRPA導入の期待効果としては大
きく4点が挙げられる（図表1参照）。

最も大きな効果としては、事務コストの
削減が挙げられる。これは業務プロセス
の自動化が進むことで既存のリソースを
より付加価値の高い業務へ配置転換する
ことで実現する。加えてミスのない高品
質なオペレーション、処理スピード向上
に伴う生産性の向上などロボットオペ
レーションならではの効果も期待がで
きる。

また、RPAツールは自動化したプロセス
定義やロボットを集中管理するため、事
務オペレーションの急激な増加に対して
も対象業務を行うロボットを増員するこ
とができ、繁忙期や突発的な業務量変動
に対して柔軟かつ迅速な対応が可能と
なる。

RPAパイロット導入事例

次に、弊社が大手投資銀行で実施したパ
イロット事例を紹介する。本パイロット
では　“経理処理”、“取引照合”、“ITサー
ビス”業務における3つのプロセスフロー
（全30業務プロセス）に対してRPAを適
用しその効果を検証している。（図表2
参照）

結果として、大手投資銀行側の期待値を
大きく上回る結果となり、現在は追加で
100以上の業務プロセスで自動化の検討
が進んでいる。

RPA導入効果の高い業務

RPAは全ての業務に対して有効（高い効
果を得られる）という訳でない、前述の
パイロット事例も含め先行事例を分析す
ると、導入効果の高い業務としては以下
の3つの特徴が挙げられる。

1. ルールベースの業務であること

RPAは事前に定められたルールに則り業
務オペレーションを実行するための技術
であり、例外発生時の特殊な判断業務や
ビジネス上の意思決定業務は自動化する
ことができない。その場合は人間の担当
者が業務オペレーションに介在し判断す
る必要がある。ユーザ部門の業務オペ
レーションだけでなく、近年複雑化して
いる ITサービス提供に係る ITオペレー
ションへの適用も効果的である。一般的
にITサービス実現にはルールベースの定
型オペレーションが多数介在しており、
特に“ID作成”、“アプリ別権限付与”業務
などRPA導入によりSLA改善を期待でき
る業務が多いと考える。

2. 一定の業務ボリュームがあること

RPAツールの初期導入費用や対応工数を
加味した場合、投資対効果を最大化する
ためには、現状オペレーションの作業ボ
リュームが大きい業務を選択すべきで
ある。

一般的にはバックオフィス業務を中心
に、商品サービスに対して横断的に処理
されるプロセスへの適用が効果的であ
る。一方で、フロント業務で見られるよ
うな、少量多品種の業務を1名の作業者
が効率よくこなしているような業務への
適用は効果が出にくく避けるべきである。

3. オペレーションの正確性および完全性
が求められる業務

営業部門と事務部門のデータの突合業務
（リコンサイル業務）や対外機関との照
合業務において、ロボットは100%の正
確さで、かつ素早くその業務を実行でき
ることからオペレーションリスクを最小
化しつつ、マニュアルオペレーションに
おける潜在的なフェイル発生時のリカバ
リコストを削減する。加えて、例外の発
生を早期に検知できるため問題への対応
時間をより多くとることができ、対応力
の向上が図れる。

効果的な導入体制

RPA導入は、業務プロセスのオーナーで
あるビジネス部門が主導する検討体制が
必要である。IT部門は既存アプリケー
ション画面の仕様提供やアプリケーショ
ン改修時の情報連携などサポート的な役
割となる。

特にビジネス部門では、RPA導入に伴い
余剰リソースの戦略的再配置が発生する
ため導入推進においては、経営陣の強力
なリーダシップと関与が不可欠となる。

RPA導入の派生効果
RPA導入を進めることで、複雑化、属人
化していた既存業務プロセスの可視化が
進む。結果として、現状の問題点の分析
が可能となり、既存業務プロセスの改善
点の洗い出し、将来の効率化機会の認
識、さらなるロボットオペレーションの
適用範囲が見えてくるという好循環が期
待できる。

また、RPAツールにはオペレーションの
実行結果がデータとして蓄積されていく
ため、業務オペレーションの完全な証跡
担保が行なえるだけでなく、無駄な業務
オペレーションや非効率なフローなどを
定量的に可視化することができる。

最後に

2015年に弊社が欧米を中心に実施した
銀行、保険の主要500社に対する調査に
よると、84%の企業が3年以内にロボッ
トへのトレーニングを強化する必要があ
ると回答しておりRPAに対する注目度の
高さがうかがえる。

欧米の金融機関はいち早くバックオフィ
ス系の事務サービスを集約し外部委託を
進めてきた歴史があり、RPAの台頭によ
り業務を内製化するか、アウトソーサー
を継続利用するかの選択肢を迫られるの
ではとの声もある。

本稿を通してRPA検討の足掛かりになる
ことを期待したい。
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Ⅰ. 顧客の行動が変わった

失われゆく顧客接点

「店に客が来なくなった」というクライ
アントの声を数年前からよく聞くように
なった。ある銀行では、5年前と比べる
とカウンターへの来店客は2割近く減少
したという。

一方、非対面の顧客接点に目を向ける
と、インターネット・バンキングの利用
者は全顧客中20%程度にとどまっている
（出所：「金融機関業務のシステム化に
関するアンケート調査結果（FISC）」）。
対面での顧客接点の不足を非対面で補う
には、現状のインターネット・バンキン
グの利用者数はあまりに不十分である。

顧客との接触は、年に1～2回の来店ある
いはATM/ダイレクトメール。インター
ネット経由で顧客に接触しようにも大半
の顧客のメールアドレスも携帯番号も分

からない、というのが各行の抱える共通
の課題認識ではないだろうか。

変わりゆく顧客

顧客に視点を移すと、2007年以降のス
マホの普及によりその行動様式は大きく
様変わりしている。

顧客は、①銀行の統制下にあるチャネル
（ホームページ／支店等）と銀行の統制
下にないチャネル（クチコミサイト等）
を自由に行き来し、②商品を比較の上選
択し、③クチコミを投稿し、④自分の体
験を発信するようになった。⑤クチコミ
や体験はつながりを通じて拡散され、⑥
時にはアウトバウンド広告の何倍もの効
果を発揮する。⑦また時には、企業とと
もに新たなサービスを作り上げる存在と
なった。（図表1）

ビジネスの主導権は顧客へ

顧客は常にネットにつながっており、購

買の意思決定に必要な客観情報はいつで
も手に入る。もはや顧客への提供情報を
企業はコントロールできず、主導権は顧
客側に移った。「BtoCビジネス」は
「CtoBビジネス（顧客志向型ビジネ
ス）」に転換したのである。

Ⅱ. 銀行も変わらなくてはならない
～銀行をデジタル化せよ

顧客の行動が大きく変わった今、来店前
提で設計されてきた商品 /サービス・
セールス・チャネルのあり方を抜本的に
見直す必要がある。これを銀行のデジタ
ル化と呼び、その道程には大きく3つの
チャレンジ「ロケーションフリー化」
「個別化」「”脱”銀行化」が控えてい
る。（図表2）

Lv1. ロケーションフリー化

デジタルバンク化の第一のチャレンジ
は、顧客がいつでも・どこにいても・ス
トレスなくサービス提供可能なロケー

RPAの定義（RPAとは）

業務ユーザが各種既存アプリケーション
を利用してPCデスクトップ上で実施し
ている既存の業務プロセスを対象にロ
ボットによる自動化を図るのがロボット
オペレーションである。

ロボットオペレーションの実現には、
RPAツールを利用することが前提となる
が、近年RPAツールにてシミュレート可
能な業務オペレーションのバリエーショ
ンが増えたことから様々な業務プロセス
への適用が可能となっている。最新の
RPAツールではPCデスクトップ上で行う
オペレーションの大半が再現可能である
（※紙帳票などの物理媒体からのデータ
インプットにはOCRソリューションとの
組み合わせが必要）。

導入に際しては、既存アプリケーション
の各種画面に対する改修が一切不要であ
ることから大規模なITシステム投資で
は、しに業務プロセスの自動化が可能と
なる。

RPAツールで出来ること

4つの主要な特徴を以下に紹介する。

1. 様々なアプリ技術要素に対応

対象となるアプリケーションはホスト
エミュレータ、O�ce製品（Word, Excel, 
Outlook等）、VBクライアントなどの
Windowsクライアントアプリ、社内、
社外のWebアプリケーションと幅広い
アプリケーション技術に対応してお
り、各システムの要素技術にとらわれ
ることなく自動化の検討を行うことが
できる。

2. アプリ間のデータ連携に対応

複数アプリケーションへの重複データ
入力（氏名、住所など顧客関連データ
の複数システムへの入力業務）やアプ
リケーション間のデータコピー操作
（CRM上の参考情報を、基幹システム
へ入力する業務）など、大量に発生す
る場合にはマニュアルオペレーション
では相当な時間を要する業務もロボッ

トにより高速かつ正確に行うことがで
きる。

3. 複雑なワークフローに対応

複数のアプリケーションをPCデスク
トップ上に表示し順々に操作するような
業務オペレーションフローもRPAツール
では一連の実行フローとして定義するこ
とが可能であり、各アプリケーションの
実行結果の連携処理や、実行結果による
分岐処理など複雑な作業を可視化しつつ
自動化することができる。

4. オペレーションの集中管理

RPAツールは集中管理されたロボットオ
ペレーションの実行基盤として提供さ
れ、複雑なプログラミングなしに既存の
業務オペレーションをロボットに覚えさ
せることができる。一度覚えさせた業務
オペレーションは再利用が可能であり、
類似の業務プロセスやより複雑な業務オ
ペレーションを自動化する際にその作成
時間を短縮することができる。
 

ションフリーバンクになることである。
そのために重要なのは、①スマホを中心
とした顧客デバイスを最重要チャネルと
位置付ける、②顧客の総ネット会員化を
推進する、③店舗を軽量化し改革原資を
捻出する、の3点である。

①最重要チャネルであるスマホ等の顧客
デバイスでは、あらゆる商品の申込・取
引・相談等、フルサービスでストレスな
く提供できるようにする必要がある。例
えばポーランドのmBankは、ローンの申
込から入金までも含め、あらゆる取引を
信号待ちの30秒間で完結させるコンセプ
トでスマホバンキングを刷新した。

②顧客を総ネット会員化し顧客といつで
も・どこでもつながれるようにするに
は、魅力的なスマホアプリの開発、スマ
ホアプリが発行する取引時ワンタイムパ
スワードの必須化、店舗における操作案
内体制の整備・キャンペーン等の施策を
総動員する必要がある。

③店舗を軽量化するには、「対面でのフ
ルサービス提供」を与件とせず、目的を
絞りコストを従来の1～2割に抑えた店舗
をより多く・より顧客の近くに再配置す
る、といった発想で店舗改革を進める必
要がある。

デジタル時代への対応としてのロケー
ションフリー化は、既存顧客との関係を
維持する上で必須な対応といえる。

Lv2. 個別化

第二のチャレンジは、「この銀行は自分
のことを正しく理解してくれている、大
切にしてくれている」と思われるような
パーソナルバンクになることである。

重要なのは、①行動を一にする顧客セグ
メントの確立、②個客毎マーケティング
による顧客アプローチの精緻化、③チャ
ネル横断での顧客アプローチの仕組の整
備、の3点である。

①顧客の行動様式やライフステージ/ラ
イフスタイルを加味した「行動を一にす
るマイクロセグメント」はクロスセル提
案・離反防止等のあらゆる予測モデルの
ベースとなる重要な要素である。海外で
はセグメント定義や必要となるデータモ
デルの型が確立されてきており、日本に
おいても、こうした型を輸入し、予測モ
デルの高度化を図るべき時期に来ている。

②個客毎マーケティングとは、全ての顧
客に対し「今何をどこで提案すべきか、
今提案すべきことがなくても次はいつ何
を提案すべきか」を明らかにすることで
ある。商品毎マーケティングで見込み顧
客を抽出するだけでは提案のない顧客や
複数の提案が集中する顧客が出てきてし
まい、「自分のことを理解してくれてい
る、大切にしてくれている」という評価
は得られない。全ての顧客に対し意味あ
る提案をする準備を整えておくことは顧
客志向を追求する上で極めて重要である。

③提案を顧客に伝える手段の整備も必要
である。具体的には、顧客デバイス・
ATM・渉外タブレット・店頭端末等の
チャネルにメッセージ配信する機能、詳
細説明コンテンツを提示する機能、反応
検知の機能、メッセージやコンテンツを
本部ユーザが自由に登録する機能等が考
えられる。こうした仕組みにより顧客に
適切なタイミングで提案を行うととも
に、予測モデルを低コストで高速に検証
することが可能となる。

個別化は、顧客理解・関係深化を通じて
シェア・オブ・ウォレットを獲得する上
での必須の取組みと言える。

Lv3.“脱”銀行化

第三のチャレンジは、「この銀行は自分
の真のニーズを満たしてくれる」と思わ
れるようなサービスカンパニーになるこ
とである。

重要なのは、金融ニーズの先にあるモ
ノ・コト・体験ニーズを見据え、異業種
を巻き込みながらワンストップでソ
リューションを提供することである。

例えば、住宅ローンの先にある「快適な
住環境を手に入れたい」というニーズを
見据えた場合、そこには、住む場所・物
件・内装・家具・保険・アフターメンテ
ナンス等、膨大な検討事項が控えてい
る。オーストラリアのコモンウェルス銀
行では、住まい選びに役立つ各種情報の
提供、物件紹介のスマホアプリの提供
等、ワンストップでのニーズ充足を志向
した取組を実際に行っており参考になる。

 “脱”銀行化は、圧倒的な差別化を生み出
したり、従来の顧客基盤を活かしながら
新たな収益源を獲得する上での必須の取
組みと言える。

Ⅲ. デジタル化の実現に向けて

銀行のデジタル化を実現するには、これ
までの「当たり前」をいかに打破してい
くかがカギとなる。必要なスキルも、新
技術/サービスへの理解、デジタルマー
ケティングへの理解、戦略立案／システ
ム化構想立案能力、ユーザエクスペリエ
ンス・デザイン思考・プロトタイピング
開発能力等、多様である。このような難
プログラムを実現するため、海外では、
経営直轄で内外の人材を専担組織に集約
し推進しており、是非参考にすべきであ
ろう。

海外のＩRの席上では「貴行のデジタル
戦略は何か」が必ず問われると聞く。デ
ジタルな時代・変容した顧客に対し、既
存のコアビジネスをいつまでにどのよう
に適応/高度化させていくのか。本邦に
おいても、期限ある道程を描くタイミン
グに来ている。

RPAの期待効果

一般的なRPA導入の期待効果としては大
きく4点が挙げられる（図表1参照）。

最も大きな効果としては、事務コストの
削減が挙げられる。これは業務プロセス
の自動化が進むことで既存のリソースを
より付加価値の高い業務へ配置転換する
ことで実現する。加えてミスのない高品
質なオペレーション、処理スピード向上
に伴う生産性の向上などロボットオペ
レーションならではの効果も期待がで
きる。

また、RPAツールは自動化したプロセス
定義やロボットを集中管理するため、事
務オペレーションの急激な増加に対して
も対象業務を行うロボットを増員するこ
とができ、繁忙期や突発的な業務量変動
に対して柔軟かつ迅速な対応が可能と
なる。

RPAパイロット導入事例

次に、弊社が大手投資銀行で実施したパ
イロット事例を紹介する。本パイロット
では　“経理処理”、“取引照合”、“ITサー
ビス”業務における3つのプロセスフロー
（全30業務プロセス）に対してRPAを適
用しその効果を検証している。（図表2
参照）

結果として、大手投資銀行側の期待値を
大きく上回る結果となり、現在は追加で
100以上の業務プロセスで自動化の検討
が進んでいる。

RPA導入効果の高い業務

RPAは全ての業務に対して有効（高い効
果を得られる）という訳でない、前述の
パイロット事例も含め先行事例を分析す
ると、導入効果の高い業務としては以下
の3つの特徴が挙げられる。

1. ルールベースの業務であること

RPAは事前に定められたルールに則り業
務オペレーションを実行するための技術
であり、例外発生時の特殊な判断業務や
ビジネス上の意思決定業務は自動化する
ことができない。その場合は人間の担当
者が業務オペレーションに介在し判断す
る必要がある。ユーザ部門の業務オペ
レーションだけでなく、近年複雑化して
いる ITサービス提供に係る ITオペレー
ションへの適用も効果的である。一般的
にITサービス実現にはルールベースの定
型オペレーションが多数介在しており、
特に“ID作成”、“アプリ別権限付与”業務
などRPA導入によりSLA改善を期待でき
る業務が多いと考える。

2. 一定の業務ボリュームがあること

RPAツールの初期導入費用や対応工数を
加味した場合、投資対効果を最大化する
ためには、現状オペレーションの作業ボ
リュームが大きい業務を選択すべきで
ある。

一般的にはバックオフィス業務を中心
に、商品サービスに対して横断的に処理
されるプロセスへの適用が効果的であ
る。一方で、フロント業務で見られるよ
うな、少量多品種の業務を1名の作業者
が効率よくこなしているような業務への
適用は効果が出にくく避けるべきである。

3. オペレーションの正確性および完全性
が求められる業務

営業部門と事務部門のデータの突合業務
（リコンサイル業務）や対外機関との照
合業務において、ロボットは100%の正
確さで、かつ素早くその業務を実行でき
ることからオペレーションリスクを最小
化しつつ、マニュアルオペレーションに
おける潜在的なフェイル発生時のリカバ
リコストを削減する。加えて、例外の発
生を早期に検知できるため問題への対応
時間をより多くとることができ、対応力
の向上が図れる。

効果的な導入体制

RPA導入は、業務プロセスのオーナーで
あるビジネス部門が主導する検討体制が
必要である。IT部門は既存アプリケー
ション画面の仕様提供やアプリケーショ
ン改修時の情報連携などサポート的な役
割となる。

特にビジネス部門では、RPA導入に伴い
余剰リソースの戦略的再配置が発生する
ため導入推進においては、経営陣の強力
なリーダシップと関与が不可欠となる。

RPA導入の派生効果
RPA導入を進めることで、複雑化、属人
化していた既存業務プロセスの可視化が
進む。結果として、現状の問題点の分析
が可能となり、既存業務プロセスの改善
点の洗い出し、将来の効率化機会の認
識、さらなるロボットオペレーションの
適用範囲が見えてくるという好循環が期
待できる。

また、RPAツールにはオペレーションの
実行結果がデータとして蓄積されていく
ため、業務オペレーションの完全な証跡
担保が行なえるだけでなく、無駄な業務
オペレーションや非効率なフローなどを
定量的に可視化することができる。

最後に

2015年に弊社が欧米を中心に実施した
銀行、保険の主要500社に対する調査に
よると、84%の企業が3年以内にロボッ
トへのトレーニングを強化する必要があ
ると回答しておりRPAに対する注目度の
高さがうかがえる。

欧米の金融機関はいち早くバックオフィ
ス系の事務サービスを集約し外部委託を
進めてきた歴史があり、RPAの台頭によ
り業務を内製化するか、アウトソーサー
を継続利用するかの選択肢を迫られるの
ではとの声もある。

本稿を通してRPA検討の足掛かりになる
ことを期待したい。

図表1   RPAの期待効果

© 2016 Accenture All rights reserved. 

事務コスト
削減

事務量
最大80%削減

人的エラー撲滅
オペリスク低減
コンプライアンス対応

事務プロセス所要時間
40%削減

プロセス構築作業
が極めて簡便

事務コスト
30%以上削減

スタッフを対顧客接点に
配置転換

24時間／365日
フル稼働可能

構築済みプロセスを
部品として再活用

生産性の
飛躍的向上

簡易な
システム化

高品質

80%

40% 24/7
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Ⅰ. 顧客の行動が変わった

失われゆく顧客接点

「店に客が来なくなった」というクライ
アントの声を数年前からよく聞くように
なった。ある銀行では、5年前と比べる
とカウンターへの来店客は2割近く減少
したという。

一方、非対面の顧客接点に目を向ける
と、インターネット・バンキングの利用
者は全顧客中20%程度にとどまっている
（出所：「金融機関業務のシステム化に
関するアンケート調査結果（FISC）」）。
対面での顧客接点の不足を非対面で補う
には、現状のインターネット・バンキン
グの利用者数はあまりに不十分である。

顧客との接触は、年に1～2回の来店ある
いはATM/ダイレクトメール。インター
ネット経由で顧客に接触しようにも大半
の顧客のメールアドレスも携帯番号も分

からない、というのが各行の抱える共通
の課題認識ではないだろうか。

変わりゆく顧客

顧客に視点を移すと、2007年以降のス
マホの普及によりその行動様式は大きく
様変わりしている。

顧客は、①銀行の統制下にあるチャネル
（ホームページ／支店等）と銀行の統制
下にないチャネル（クチコミサイト等）
を自由に行き来し、②商品を比較の上選
択し、③クチコミを投稿し、④自分の体
験を発信するようになった。⑤クチコミ
や体験はつながりを通じて拡散され、⑥
時にはアウトバウンド広告の何倍もの効
果を発揮する。⑦また時には、企業とと
もに新たなサービスを作り上げる存在と
なった。（図表1）

ビジネスの主導権は顧客へ

顧客は常にネットにつながっており、購

買の意思決定に必要な客観情報はいつで
も手に入る。もはや顧客への提供情報を
企業はコントロールできず、主導権は顧
客側に移った。「BtoCビジネス」は
「CtoBビジネス（顧客志向型ビジネ
ス）」に転換したのである。

Ⅱ. 銀行も変わらなくてはならない
～銀行をデジタル化せよ

顧客の行動が大きく変わった今、来店前
提で設計されてきた商品 /サービス・
セールス・チャネルのあり方を抜本的に
見直す必要がある。これを銀行のデジタ
ル化と呼び、その道程には大きく3つの
チャレンジ「ロケーションフリー化」
「個別化」「”脱”銀行化」が控えてい
る。（図表2）

Lv1. ロケーションフリー化

デジタルバンク化の第一のチャレンジ
は、顧客がいつでも・どこにいても・ス
トレスなくサービス提供可能なロケー

RPAの定義（RPAとは）

業務ユーザが各種既存アプリケーション
を利用してPCデスクトップ上で実施し
ている既存の業務プロセスを対象にロ
ボットによる自動化を図るのがロボット
オペレーションである。

ロボットオペレーションの実現には、
RPAツールを利用することが前提となる
が、近年RPAツールにてシミュレート可
能な業務オペレーションのバリエーショ
ンが増えたことから様々な業務プロセス
への適用が可能となっている。最新の
RPAツールではPCデスクトップ上で行う
オペレーションの大半が再現可能である
（※紙帳票などの物理媒体からのデータ
インプットにはOCRソリューションとの
組み合わせが必要）。

導入に際しては、既存アプリケーション
の各種画面に対する改修が一切不要であ
ることから大規模なITシステム投資で
は、しに業務プロセスの自動化が可能と
なる。

RPAツールで出来ること

4つの主要な特徴を以下に紹介する。

1. 様々なアプリ技術要素に対応

対象となるアプリケーションはホスト
エミュレータ、O�ce製品（Word, Excel, 
Outlook等）、VBクライアントなどの
Windowsクライアントアプリ、社内、
社外のWebアプリケーションと幅広い
アプリケーション技術に対応してお
り、各システムの要素技術にとらわれ
ることなく自動化の検討を行うことが
できる。

2. アプリ間のデータ連携に対応

複数アプリケーションへの重複データ
入力（氏名、住所など顧客関連データ
の複数システムへの入力業務）やアプ
リケーション間のデータコピー操作
（CRM上の参考情報を、基幹システム
へ入力する業務）など、大量に発生す
る場合にはマニュアルオペレーション
では相当な時間を要する業務もロボッ

トにより高速かつ正確に行うことがで
きる。

3. 複雑なワークフローに対応

複数のアプリケーションをPCデスク
トップ上に表示し順々に操作するような
業務オペレーションフローもRPAツール
では一連の実行フローとして定義するこ
とが可能であり、各アプリケーションの
実行結果の連携処理や、実行結果による
分岐処理など複雑な作業を可視化しつつ
自動化することができる。

4. オペレーションの集中管理

RPAツールは集中管理されたロボットオ
ペレーションの実行基盤として提供さ
れ、複雑なプログラミングなしに既存の
業務オペレーションをロボットに覚えさ
せることができる。一度覚えさせた業務
オペレーションは再利用が可能であり、
類似の業務プロセスやより複雑な業務オ
ペレーションを自動化する際にその作成
時間を短縮することができる。
 

ションフリーバンクになることである。
そのために重要なのは、①スマホを中心
とした顧客デバイスを最重要チャネルと
位置付ける、②顧客の総ネット会員化を
推進する、③店舗を軽量化し改革原資を
捻出する、の3点である。

①最重要チャネルであるスマホ等の顧客
デバイスでは、あらゆる商品の申込・取
引・相談等、フルサービスでストレスな
く提供できるようにする必要がある。例
えばポーランドのmBankは、ローンの申
込から入金までも含め、あらゆる取引を
信号待ちの30秒間で完結させるコンセプ
トでスマホバンキングを刷新した。

②顧客を総ネット会員化し顧客といつで
も・どこでもつながれるようにするに
は、魅力的なスマホアプリの開発、スマ
ホアプリが発行する取引時ワンタイムパ
スワードの必須化、店舗における操作案
内体制の整備・キャンペーン等の施策を
総動員する必要がある。

③店舗を軽量化するには、「対面でのフ
ルサービス提供」を与件とせず、目的を
絞りコストを従来の1～2割に抑えた店舗
をより多く・より顧客の近くに再配置す
る、といった発想で店舗改革を進める必
要がある。

デジタル時代への対応としてのロケー
ションフリー化は、既存顧客との関係を
維持する上で必須な対応といえる。

Lv2. 個別化

第二のチャレンジは、「この銀行は自分
のことを正しく理解してくれている、大
切にしてくれている」と思われるような
パーソナルバンクになることである。

重要なのは、①行動を一にする顧客セグ
メントの確立、②個客毎マーケティング
による顧客アプローチの精緻化、③チャ
ネル横断での顧客アプローチの仕組の整
備、の3点である。

①顧客の行動様式やライフステージ/ラ
イフスタイルを加味した「行動を一にす
るマイクロセグメント」はクロスセル提
案・離反防止等のあらゆる予測モデルの
ベースとなる重要な要素である。海外で
はセグメント定義や必要となるデータモ
デルの型が確立されてきており、日本に
おいても、こうした型を輸入し、予測モ
デルの高度化を図るべき時期に来ている。

②個客毎マーケティングとは、全ての顧
客に対し「今何をどこで提案すべきか、
今提案すべきことがなくても次はいつ何
を提案すべきか」を明らかにすることで
ある。商品毎マーケティングで見込み顧
客を抽出するだけでは提案のない顧客や
複数の提案が集中する顧客が出てきてし
まい、「自分のことを理解してくれてい
る、大切にしてくれている」という評価
は得られない。全ての顧客に対し意味あ
る提案をする準備を整えておくことは顧
客志向を追求する上で極めて重要である。

③提案を顧客に伝える手段の整備も必要
である。具体的には、顧客デバイス・
ATM・渉外タブレット・店頭端末等の
チャネルにメッセージ配信する機能、詳
細説明コンテンツを提示する機能、反応
検知の機能、メッセージやコンテンツを
本部ユーザが自由に登録する機能等が考
えられる。こうした仕組みにより顧客に
適切なタイミングで提案を行うととも
に、予測モデルを低コストで高速に検証
することが可能となる。

個別化は、顧客理解・関係深化を通じて
シェア・オブ・ウォレットを獲得する上
での必須の取組みと言える。

Lv3.“脱”銀行化

第三のチャレンジは、「この銀行は自分
の真のニーズを満たしてくれる」と思わ
れるようなサービスカンパニーになるこ
とである。

重要なのは、金融ニーズの先にあるモ
ノ・コト・体験ニーズを見据え、異業種
を巻き込みながらワンストップでソ
リューションを提供することである。

例えば、住宅ローンの先にある「快適な
住環境を手に入れたい」というニーズを
見据えた場合、そこには、住む場所・物
件・内装・家具・保険・アフターメンテ
ナンス等、膨大な検討事項が控えてい
る。オーストラリアのコモンウェルス銀
行では、住まい選びに役立つ各種情報の
提供、物件紹介のスマホアプリの提供
等、ワンストップでのニーズ充足を志向
した取組を実際に行っており参考になる。

 “脱”銀行化は、圧倒的な差別化を生み出
したり、従来の顧客基盤を活かしながら
新たな収益源を獲得する上での必須の取
組みと言える。

Ⅲ. デジタル化の実現に向けて

銀行のデジタル化を実現するには、これ
までの「当たり前」をいかに打破してい
くかがカギとなる。必要なスキルも、新
技術/サービスへの理解、デジタルマー
ケティングへの理解、戦略立案／システ
ム化構想立案能力、ユーザエクスペリエ
ンス・デザイン思考・プロトタイピング
開発能力等、多様である。このような難
プログラムを実現するため、海外では、
経営直轄で内外の人材を専担組織に集約
し推進しており、是非参考にすべきであ
ろう。

海外のＩRの席上では「貴行のデジタル
戦略は何か」が必ず問われると聞く。デ
ジタルな時代・変容した顧客に対し、既
存のコアビジネスをいつまでにどのよう
に適応/高度化させていくのか。本邦に
おいても、期限ある道程を描くタイミン
グに来ている。

RPAの期待効果

一般的なRPA導入の期待効果としては大
きく4点が挙げられる（図表1参照）。

最も大きな効果としては、事務コストの
削減が挙げられる。これは業務プロセス
の自動化が進むことで既存のリソースを
より付加価値の高い業務へ配置転換する
ことで実現する。加えてミスのない高品
質なオペレーション、処理スピード向上
に伴う生産性の向上などロボットオペ
レーションならではの効果も期待がで
きる。

また、RPAツールは自動化したプロセス
定義やロボットを集中管理するため、事
務オペレーションの急激な増加に対して
も対象業務を行うロボットを増員するこ
とができ、繁忙期や突発的な業務量変動
に対して柔軟かつ迅速な対応が可能と
なる。

RPAパイロット導入事例

次に、弊社が大手投資銀行で実施したパ
イロット事例を紹介する。本パイロット
では　“経理処理”、“取引照合”、“ITサー
ビス”業務における3つのプロセスフロー
（全30業務プロセス）に対してRPAを適
用しその効果を検証している。（図表2
参照）

結果として、大手投資銀行側の期待値を
大きく上回る結果となり、現在は追加で
100以上の業務プロセスで自動化の検討
が進んでいる。

RPA導入効果の高い業務

RPAは全ての業務に対して有効（高い効
果を得られる）という訳でない、前述の
パイロット事例も含め先行事例を分析す
ると、導入効果の高い業務としては以下
の3つの特徴が挙げられる。

1. ルールベースの業務であること

RPAは事前に定められたルールに則り業
務オペレーションを実行するための技術
であり、例外発生時の特殊な判断業務や
ビジネス上の意思決定業務は自動化する
ことができない。その場合は人間の担当
者が業務オペレーションに介在し判断す
る必要がある。ユーザ部門の業務オペ
レーションだけでなく、近年複雑化して
いる ITサービス提供に係る ITオペレー
ションへの適用も効果的である。一般的
にITサービス実現にはルールベースの定
型オペレーションが多数介在しており、
特に“ID作成”、“アプリ別権限付与”業務
などRPA導入によりSLA改善を期待でき
る業務が多いと考える。

2. 一定の業務ボリュームがあること

RPAツールの初期導入費用や対応工数を
加味した場合、投資対効果を最大化する
ためには、現状オペレーションの作業ボ
リュームが大きい業務を選択すべきで
ある。

一般的にはバックオフィス業務を中心
に、商品サービスに対して横断的に処理
されるプロセスへの適用が効果的であ
る。一方で、フロント業務で見られるよ
うな、少量多品種の業務を1名の作業者
が効率よくこなしているような業務への
適用は効果が出にくく避けるべきである。

3. オペレーションの正確性および完全性
が求められる業務

営業部門と事務部門のデータの突合業務
（リコンサイル業務）や対外機関との照
合業務において、ロボットは100%の正
確さで、かつ素早くその業務を実行でき
ることからオペレーションリスクを最小
化しつつ、マニュアルオペレーションに
おける潜在的なフェイル発生時のリカバ
リコストを削減する。加えて、例外の発
生を早期に検知できるため問題への対応
時間をより多くとることができ、対応力
の向上が図れる。

効果的な導入体制

RPA導入は、業務プロセスのオーナーで
あるビジネス部門が主導する検討体制が
必要である。IT部門は既存アプリケー
ション画面の仕様提供やアプリケーショ
ン改修時の情報連携などサポート的な役
割となる。

特にビジネス部門では、RPA導入に伴い
余剰リソースの戦略的再配置が発生する
ため導入推進においては、経営陣の強力
なリーダシップと関与が不可欠となる。

RPA導入の派生効果
RPA導入を進めることで、複雑化、属人
化していた既存業務プロセスの可視化が
進む。結果として、現状の問題点の分析
が可能となり、既存業務プロセスの改善
点の洗い出し、将来の効率化機会の認
識、さらなるロボットオペレーションの
適用範囲が見えてくるという好循環が期
待できる。

また、RPAツールにはオペレーションの
実行結果がデータとして蓄積されていく
ため、業務オペレーションの完全な証跡
担保が行なえるだけでなく、無駄な業務
オペレーションや非効率なフローなどを
定量的に可視化することができる。

最後に

2015年に弊社が欧米を中心に実施した
銀行、保険の主要500社に対する調査に
よると、84%の企業が3年以内にロボッ
トへのトレーニングを強化する必要があ
ると回答しておりRPAに対する注目度の
高さがうかがえる。

欧米の金融機関はいち早くバックオフィ
ス系の事務サービスを集約し外部委託を
進めてきた歴史があり、RPAの台頭によ
り業務を内製化するか、アウトソーサー
を継続利用するかの選択肢を迫られるの
ではとの声もある。

本稿を通してRPA検討の足掛かりになる
ことを期待したい。

図表2   パイロットにおける対象プロセスフロー 図表3   “取引照合”の自動化範囲
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削減

30%
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30%
削減
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へのEメール送付
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への連携

取引照合

取引
システム

カウンター
パーティー

MS
Outlook

マーケット 
システム
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Ⅰ. 顧客の行動が変わった

失われゆく顧客接点

「店に客が来なくなった」というクライ
アントの声を数年前からよく聞くように
なった。ある銀行では、5年前と比べる
とカウンターへの来店客は2割近く減少
したという。

一方、非対面の顧客接点に目を向ける
と、インターネット・バンキングの利用
者は全顧客中20%程度にとどまっている
（出所：「金融機関業務のシステム化に
関するアンケート調査結果（FISC）」）。
対面での顧客接点の不足を非対面で補う
には、現状のインターネット・バンキン
グの利用者数はあまりに不十分である。

顧客との接触は、年に1～2回の来店ある
いはATM/ダイレクトメール。インター
ネット経由で顧客に接触しようにも大半
の顧客のメールアドレスも携帯番号も分

からない、というのが各行の抱える共通
の課題認識ではないだろうか。

変わりゆく顧客

顧客に視点を移すと、2007年以降のス
マホの普及によりその行動様式は大きく
様変わりしている。

顧客は、①銀行の統制下にあるチャネル
（ホームページ／支店等）と銀行の統制
下にないチャネル（クチコミサイト等）
を自由に行き来し、②商品を比較の上選
択し、③クチコミを投稿し、④自分の体
験を発信するようになった。⑤クチコミ
や体験はつながりを通じて拡散され、⑥
時にはアウトバウンド広告の何倍もの効
果を発揮する。⑦また時には、企業とと
もに新たなサービスを作り上げる存在と
なった。（図表1）

ビジネスの主導権は顧客へ

顧客は常にネットにつながっており、購

買の意思決定に必要な客観情報はいつで
も手に入る。もはや顧客への提供情報を
企業はコントロールできず、主導権は顧
客側に移った。「BtoCビジネス」は
「CtoBビジネス（顧客志向型ビジネ
ス）」に転換したのである。

Ⅱ. 銀行も変わらなくてはならない
～銀行をデジタル化せよ

顧客の行動が大きく変わった今、来店前
提で設計されてきた商品 /サービス・
セールス・チャネルのあり方を抜本的に
見直す必要がある。これを銀行のデジタ
ル化と呼び、その道程には大きく3つの
チャレンジ「ロケーションフリー化」
「個別化」「”脱”銀行化」が控えてい
る。（図表2）

Lv1. ロケーションフリー化

デジタルバンク化の第一のチャレンジ
は、顧客がいつでも・どこにいても・ス
トレスなくサービス提供可能なロケー

生保業界における健康連動型商品の台頭
～熾烈な競争は既に始まっている

ションフリーバンクになることである。
そのために重要なのは、①スマホを中心
とした顧客デバイスを最重要チャネルと
位置付ける、②顧客の総ネット会員化を
推進する、③店舗を軽量化し改革原資を
捻出する、の3点である。

①最重要チャネルであるスマホ等の顧客
デバイスでは、あらゆる商品の申込・取
引・相談等、フルサービスでストレスな
く提供できるようにする必要がある。例
えばポーランドのmBankは、ローンの申
込から入金までも含め、あらゆる取引を
信号待ちの30秒間で完結させるコンセプ
トでスマホバンキングを刷新した。

②顧客を総ネット会員化し顧客といつで
も・どこでもつながれるようにするに
は、魅力的なスマホアプリの開発、スマ
ホアプリが発行する取引時ワンタイムパ
スワードの必須化、店舗における操作案
内体制の整備・キャンペーン等の施策を
総動員する必要がある。

③店舗を軽量化するには、「対面でのフ
ルサービス提供」を与件とせず、目的を
絞りコストを従来の1～2割に抑えた店舗
をより多く・より顧客の近くに再配置す
る、といった発想で店舗改革を進める必
要がある。

デジタル時代への対応としてのロケー
ションフリー化は、既存顧客との関係を
維持する上で必須な対応といえる。

Lv2. 個別化

第二のチャレンジは、「この銀行は自分
のことを正しく理解してくれている、大
切にしてくれている」と思われるような
パーソナルバンクになることである。

重要なのは、①行動を一にする顧客セグ
メントの確立、②個客毎マーケティング
による顧客アプローチの精緻化、③チャ
ネル横断での顧客アプローチの仕組の整
備、の3点である。

①顧客の行動様式やライフステージ/ラ
イフスタイルを加味した「行動を一にす
るマイクロセグメント」はクロスセル提
案・離反防止等のあらゆる予測モデルの
ベースとなる重要な要素である。海外で
はセグメント定義や必要となるデータモ
デルの型が確立されてきており、日本に
おいても、こうした型を輸入し、予測モ
デルの高度化を図るべき時期に来ている。

②個客毎マーケティングとは、全ての顧
客に対し「今何をどこで提案すべきか、
今提案すべきことがなくても次はいつ何
を提案すべきか」を明らかにすることで
ある。商品毎マーケティングで見込み顧
客を抽出するだけでは提案のない顧客や
複数の提案が集中する顧客が出てきてし
まい、「自分のことを理解してくれてい
る、大切にしてくれている」という評価
は得られない。全ての顧客に対し意味あ
る提案をする準備を整えておくことは顧
客志向を追求する上で極めて重要である。

③提案を顧客に伝える手段の整備も必要
である。具体的には、顧客デバイス・
ATM・渉外タブレット・店頭端末等の
チャネルにメッセージ配信する機能、詳
細説明コンテンツを提示する機能、反応
検知の機能、メッセージやコンテンツを
本部ユーザが自由に登録する機能等が考
えられる。こうした仕組みにより顧客に
適切なタイミングで提案を行うととも
に、予測モデルを低コストで高速に検証
することが可能となる。

個別化は、顧客理解・関係深化を通じて
シェア・オブ・ウォレットを獲得する上
での必須の取組みと言える。

Lv3.“脱”銀行化

第三のチャレンジは、「この銀行は自分
の真のニーズを満たしてくれる」と思わ
れるようなサービスカンパニーになるこ
とである。

重要なのは、金融ニーズの先にあるモ
ノ・コト・体験ニーズを見据え、異業種
を巻き込みながらワンストップでソ
リューションを提供することである。

例えば、住宅ローンの先にある「快適な
住環境を手に入れたい」というニーズを
見据えた場合、そこには、住む場所・物
件・内装・家具・保険・アフターメンテ
ナンス等、膨大な検討事項が控えてい
る。オーストラリアのコモンウェルス銀
行では、住まい選びに役立つ各種情報の
提供、物件紹介のスマホアプリの提供
等、ワンストップでのニーズ充足を志向
した取組を実際に行っており参考になる。

 “脱”銀行化は、圧倒的な差別化を生み出
したり、従来の顧客基盤を活かしながら
新たな収益源を獲得する上での必須の取
組みと言える。

Ⅲ. デジタル化の実現に向けて

銀行のデジタル化を実現するには、これ
までの「当たり前」をいかに打破してい
くかがカギとなる。必要なスキルも、新
技術/サービスへの理解、デジタルマー
ケティングへの理解、戦略立案／システ
ム化構想立案能力、ユーザエクスペリエ
ンス・デザイン思考・プロトタイピング
開発能力等、多様である。このような難
プログラムを実現するため、海外では、
経営直轄で内外の人材を専担組織に集約
し推進しており、是非参考にすべきであ
ろう。

海外のＩRの席上では「貴行のデジタル
戦略は何か」が必ず問われると聞く。デ
ジタルな時代・変容した顧客に対し、既
存のコアビジネスをいつまでにどのよう
に適応/高度化させていくのか。本邦に
おいても、期限ある道程を描くタイミン
グに来ている。

1. 健康連動型商品とは？

従来の生命保険商品では生命表に加え、
個々人の病歴、喫煙有無などの健康状態
に関するデータから発病/死亡リスクを
算定して、それに応じた保険料を設定し
ていた。健康連動型商品も健康リスクに
応じて保険料が設定される構造は変わら
ないが、大きな特徴は人々の生活習慣か
ら健康リスクを算定しようとする試み
だ。例えば週に10kmのランニングを継
続している人や、健康食品を中心とした
食生活を送っている人は、より病気にな
りにくいという仮説のもとに成り立って
いる。

従来、人々の生活習慣に係るようなパー
ソナライズされた個人情報は技術的に取
得できないか、取得できてもそのための
コストが高いことから商品化は困難だっ
た。しかし、モバイル端末やウェアラブ
ル端末などデジタルが生活に浸透してい
る中で実用化のめどがたってきており、

健康意識の高い人に対してはよりリー
ズナブルな保険料を提案できるように
なる。

もう一つの特徴として、健康増進に寄
与する活動を継続することで保険加入
者が得られるリワード（報酬）にも注
目すべきだ。人は自分が健康であると
きはその価値を低く見積もりがちであ
り、健康維持だけを目的とした活動を
続けることがいかに難しいかは言うま
でもないだろう。活動結果が魅力ある
リワードとして返ってくることで継続
のインセンティブとなり、健康を維
持、または増進した結果として解約を
減らすことにもつながるのだ。

2. 海外事例からみる差別化要素

一概に健康連動型商品といっても、海
外動向を見ると各社各様の商品・サー
ビス開発を行っていることがわかる。
さらに、これらの商品・サービスの差

別化戦略には4つのステップが存在する
と考えられる。

ここでは海外事例を中心に各社の差別化
戦略とその特徴を見ていきたい。

ステップ1：健康リスクを算定する個人
情報の収集

この保険を開発するには人々の生活習慣
から健康に影響するデータを低コストで
収集するための技術基盤が必要となる。

健康に係るパーソナルデータの例として
は、生体情報（心拍数、血糖値、BMIな
ど）に加えて、活動情報（歩数、プール
で泳いだ距離など）の活用も想定され
る。いずれのデータも手間をかけずに自
動で計測するアプリやウェアラブル端末
は既に市場に存在しているが、特定の事
業体が市場を独占できている状況ではな
い。特に保険会社としては健康リスク評
価に必要な情報の取得可否だけでなく、

データの信頼性（本人認証や計測データ
の改ざん防止）が課題となるので、必要
な信頼性を確保できる技術をもち、かつ
十分な市場シェアをもつ端末/アプリ業
者との提携が第一歩となるだろう。海外
保険会社の事例では、情報入手基盤とし
てウェアラブル端末が多く活用されて
いる。

ステップ2：パーソナライズ化された保
険商品の開発

パーソナルデータを保険会社に提供する
見返りとして従来にはない低価格な保険
を選択できることは保険加入者にとって
大きな魅力だ。一方、保険会社側として
は取得した生体情報や活動情報からどの
ように保険料を算出するかが、商品認可
の観点からも最初の関門となるだろう。
各社とも収益性を損なわずに提案できる
商品開発力が求められる。

英国 Avivaでは 2009年からRoad to 
Health社とのパートナリングにより健康

増進サービスをバンドルした保険商品
「MyHealthCounts」の販売を開始し
た。Road to Health社のウェルネスプロ
グラムは、Qscore（対象者の健康に係る
生活習慣データをインプットして、独自
のアルゴリズムによりスコア算出され
る）により、「同じ年齢、性別、人種の
人が100人いたとしたら、自分が何番目
に健康か」という指標で健康度合いを教
えてくれるものだ。保険加入者はこの
サービスを受けられるだけでなく、保険
期間9か月までのQscoreに基づき、最大
15%の保険料割引を受けることができる。

ステップ3：魅力的なリワードプログラ
ムの開発

海外の保険各社は健康状態に応じた保険
料割引だけでなく、目標の達成度合いに
応じて保険加入者に提供されるリワード
開発にも力を入れている。

南アフリカのDiscoveryが開発した健康
増進プログラム「Vitality」では、「Get 

healthy, Get rewarded（健康になって報
酬を手に入れよう）」というコンセプト
を打ち出しており、健康増進に取り組ん
だ結果として得られる報酬の魅力を前面
にだしている。Vitalityでは加入者が健
康に寄与する取組みを実施することでポ
イントを付与され、一定の数値を超える
とステージが上がってそれに応じたリ
ワードを得ることができるが、ドラッグ
ストア、スーパーマーケット、ホテル、
航空会社など、多様や業種を巻き込んだ
リワードを提供している。

また、オーストラリアのMediBankでは
保険加入者はポイントリワード会社の
flybuysにも同時加入することで一定の
flybuyポイントを獲得でき、提携する
スーパーマーケットで生鮮野菜や果物な
どを購入すると通常の3倍のポイントを
得ることができる。さらに、ウェアラブ
ル端末をつけて運動することでも1日最
大で10ポイントを獲得できる。

つまり、リワード開発とはいかに他業種
も含めた魅力あるリワードを保険加入者
に還元できるかであり、業界をまたいだ
産業体系（エコシステム）の確立が競争
優位性におけるポイントのひとつとなっ
てくるだろう。

ステップ4：リワード提供の即時性

最後のステップがリワード提供の即時性
だ。健康状態に応じた保険料割引やリ
ワードは従来商品にはない特徴であり市
場への訴求効果が期待できるが、これら
の商品は保険加入者が健康増進活動をど
の程度実施するかで後の保険料が変動す
るケースもあるため、タイムリーなリテ
ンションが重要だ。人間は飽きやすく忘
れやすいので、なにもしなければ数年後
にかえって保険料が割高となる可能性も
あり、結果ロイヤリティー低下による解
約増につながりかねない。

前述したDiscoveryでは、2015年にActive 
Rewardsの販売を開始した。リワード自

体はスムージー購入チケットなど少額な
ものが中心だが、今週の活動結果が翌週
リワードとして得られる即時性を持って
いるのが特徴だ。

また、米国Oscar Healthでは、フィット
ネスウェアラブルメーカーMisfitとの
パートナリングにより、健康アプリ
「Misfit Flash fitness tracker」と連携す
る保険商品を販売しており、保険加入者
の健康状態に合わせて設定されたゴール
（歩数）を達成できると毎日1ドルが付
与されるリワードプログラム（毎年上限
$240まで）を提供している。

リワードに即時性を持たせることは保険
加入者のリテンションを高めるだけでは
なく、保険業では難しいとされてきたカ
スタマータッチポイントの量・質強化と
も親和性があるので、よりニーズにマッ
チした商品開発や顧客体験提供への波及
効果も期待できるだろう。

3. おわりに

冒頭に述べたとおり前述は既に現実世界
の話であり、日本市場においても無縁で
はいられない。一方で、この保険商品を
中心としたプログラムは従来の業態（場
合によっては業法）の枠組みにとどまら
ず、ビジネスモデル自体の再構築を要す
るため、導入には少なからず経営リスク
が伴うともいえる。デバイス/リワード
パートナーの選定と商談、パートナーを
含めたセキュリティ対策、リワード開
発、事務設計、新商品開発と収益モデル
精査、自社ITシステムの改修とパート
ナーシステムとの接続、代理店への説明
とコミッションへの影響、監督官庁との
調整、業法との整合性、既存保険加入者
からの転換など、やるべきことは山積み
だが、今一番求められているのはなによ
りもスピードだろう。勝者はまだ見えな
いが、筆者もコンサルタントとしてこの
大きな流れの最前線に身を置き、挑戦す
る保険各社と共に成功に向けて尽力した
いと考えている。

Fintechやデジタル化による市場競争の変化は保険業界においても無縁ではな
い。既に損保業界ではテレマティクスなどデジタルを活用することによる
様々な新商品・サービスが台頭してきているが、長らく新商品開発における
差別化戦略に悩まされていた生保業界も大きな転換期を迎えている。

人々の健康に係るリスクをどのようにコントロールするか？

古今東西、この命題に対する興味は尽きることがないが、昨今海外を中心に
デジタルを活用した健康連動型の保険商品が次々と投入されており、国内で
も新たな収益源の可能性として多くの保険各社が興味を示している。

1年前であればリサーチやDue diligenceの段階にあったこのテーマは、今日
先進的な国内生保会社では既に導入フェーズに移行しつつある。
つまり、これは近い将来の話ではない。競争は既に始まっているのだ。

杉山 泰之

2000年　アクセンチュア㈱入社
金融サービス本部　　
シニア・マネジャー

Ⅰ. デジタル・イノベーション時代に
求められる提供価値

Ⅰ-1.デジタル・イノベーションがもたら
すビジネス環境の変化とインパクト

IoT（Internet of Thins / モノのインター
ネット）やAI（Artificial Intelligence / 人
工知能）に代表される、新たなテクノロ
ジーがもたらす未来について、様々な場
で議論がなされている。例えばワール
ド・エコノミック・フォーラムでは、弊
社が提唱したデジタル・イノベーション
が引き起こすビジネス環境の変化とし
て、3点を挙げている。
－Products and services to experiences
（モノから体験へ）
－Hyper-personalization（顧客に合わせ
た究極のカスタマイゼーション）
－Ownership to access（所有から利用へ）
このようなビジネス環境の変化は、実体
経済にも次の変化をもたらすであろう。
－消費行動の変容：高額なモノを「購
入」するのではなく、「レンタル」して
体験を楽しむ 

－流通における中間マージンの減少：顧
客とメーカーが直接的に結びつく
－メーカーにおける在庫の減少：注文さ
れてから製造する
こうした変化は、金融業界にも、貸出額
の減少や保険対象となるリスクプールの
減少といった影響をもたらす可能性がある。

またGAFA（Google・Amazon・Facebook・
Apple）に代表されるような、顧客の欲
求サイドに立ったプラットフォーマーや
スタートアップが勢いを増している。こ
のようなプレイヤーは、従来の供給者の
役割を越えて、消費者・顧客目線でサー
ビスを提供することで顧客基盤を拡大し
ている。そのため彼らと競争する企業に
も、より消費者・顧客目線でのサービス
提供が求められる状況になっている。

Ⅰ-2.金融機関が提供すべき価値

前述のようにビジネス環境が変化する中
では、金融機関が提供すべき価値も変化
を遂げなければならない。

従来の金融サービスは、顧客のモノ・コ
トに対する需要に紐づき、個々の需要発
生後にサービスを提供してきた。しかし
それでは、顧客の需要が減少した場合に
は金融サービスの提供機会も減少するこ
とになる。また消費者は、需要発生後の
時間がない中で意思決定を強いられるた
め、価格を重視した意思決定にならざる
を得ない。その結果、金融商品・サービ
スは価格競争に陥ることになる。このよ
うな状況を回避するためには、金融機関
はどのようなビジネスモデルを目指すべ
きなのだろうか。

Ⅱ.目指すべきビジネスモデル

Ⅱ-1.目指すべきビジネスモデル
―デジタル・ライフ・アドバイザリ―
顧客の本質的欲求を引き起こし満たすた
めには、顧客のライフデザインを理解
し、顧客が「叶えたいこと」に対して金
融領域のみならず非金融領域も含んだ商
品・サービスを提供する必要がある。そ
れをデジタル・テクノロジーで実現する

のが「デジタル・ライフ・アドバイザ
リー」の考え方である。

これまでも顧客のライフイベントを捉え
て各局面で商品・サービスを提供する手
法は存在したが、その範囲は金融に限定
されており、非金融まで含めた「叶えた
いこと」へのアドバイスは不十分であっ
た。例えば一部の富裕層には非金融まで
踏み込んだサービスがあるものの、高度
な知識・経験をもった限られたハイスキ
ルな担当者でなければサービスを提供で
きなかった。

一方、デジタル・ライフ・アドバイザ
リーは、デジタル・テクノロジーを活用
の上、顧客の人生を一連の「線」として
捉えてサービスを提供する。従来型のビ
ジネスに対し主に次の3点が異なる（図
表1）。
－提供価値の範囲：銀・信・証・保の垣
根を越えた金融サービス、さらには非金
融商品・サービス・情報まで提供するこ
と。加えて、顧客の非金融資産も取り扱
い対象とすること

－提供タイミング：非金融商品まで踏み
込んだサービス提供により、顧客が自身
の潜在ニーズに「気付く」段階から関与
すること
－提供可能な顧客対象：デジタル・テク
ノロジーを活用し、非金融商品までカ
バーする知識・経験を、従来の富裕層・
マス富裕層のみならずマスリテール層に
まで提供すること

具体的には、顧客とともにライフプラン
を設計する際、ライフイベントのみなら
ず人生全体を通じたライフニーズを踏ま
え、顧客の本質的欲求を洗い出していく
ことが必要である。

また、従来のように顧客が自身のニーズ
を「叶える」段階になってからアプロー
チするのではなく、顧客がそれに「気付
く」段階から関係性を築いていくことが
重要である。

例えば、賃貸住宅に住む顧客に対して、
賃貸 vs持家での家計シミュレーション
を提供する、同一世代で持家に住む人々

のライフスタイルを紹介して住宅購入に
関心をもたせる等。そして顧客が気付い
たニーズを「叶える」段階まで金融・非
金融商品・サービスを織り交ぜながらサ
ポートし、「快適な住環境」を叶えると
いう体験を提供するのである。（図表
2）。その後は顧客が得た非金融資産に
対し、活用・共有・売却のサポートを実
施することが必要になる。

Ⅱ-2.「金融機関ならでは」のケイパビリ
ティに基づく価値

このような価値を提供する場合に金融機
関はその中心となり得るのだろうか。
「金融機関ならでは」のケイパビリティ
として次のことが挙げられる。
a.顧客のリスクを測る力（与信力・引受力）
b.顧客のマネーフローや資産に関する情
報およびそれを推定する力
c.顧客のリスク志向を把握する力
d.顧客の消費内容を把握・推定する力
e.マーケットや企業動向を洞察する力
f. 様々な企業・顧客との取引基盤

金融機関はこのようなケイパビリティを
活用することでデジタル・ライフ・アド
バイザリーによる価値提供ができるので
はないか。一方で、非金融商品の情報は
外部連携によって取得する必要があるた
め、これからの金融機関はオープンなカ
ルチャー・業務・システム基盤をもつこ
とが求められる。

当然ながら、金融機関のタイプによりデ
ジタル・ライフ・アドバイザリーの実現
に必要な要件は異なる。メガフィナン
シャルグループに代表されるような、自
社商品だけでなく他社金融商品（証・
保）を自社チャネルにて販売する企業
は、デジタル・ライフ・アドバイザリー
に関して親和性は高いものの、今後は非
金融商品を取り込んだ上で、商品軸でな
く顧客軸でのオペレーティングモデル設
計が必要となるであろう。一方で、単一
金融商品のみを自社チャネルで販売して
いる金融機関は、そもそも金融サービス
の統合・非金融商品の取組みに踏み込む
意思決定とチャネル力の大幅な強化が必

要となる。また自社商品を他企業チャネ
ル主体で販売している企業は、「叶えた
いこと」を意識した、非金融・他金融商
品ともに組成・販売されるような商品
サービスを提供しなければならない。

Ⅱ-3.デジタル・ライフ・アドバイザ
リーを支えるテクノロジー

デジタル・ライフ・アドバイザリーを支
えるテクノロジーの要件として、3点挙
げられる。
－オープン：自社金融商品・他社金融商
品だけでなく非金融までつなげること。
また、自社金融商品については、API
（Application Program Interface）等の
技術を活用し、有力な販売業者に容易に
つながること
－コネクテッド：販売担当者や顧客が常
に情報を共有しながらライフデザインを
行うためクラウド等を活用すること
－インサイトフル：デジタル・ライフ・
アドバイザリーは販売担当者の知見をサ
ポートする必要があるため、アナリティ

クスやAI、そのインプット収集のための
センサー技術やソーシャルに取組むこと

Ⅲ. ビジネスモデルの転換に向けて

本稿では、デジタル・イノベーションが
もたらす新たな時代において求められる
価値と、その方向性の一つであるデジタ
ル・ライフ・アドバイザリーに関して言
及を行った。実際のビジネスモデルの転
換に向けては、大胆な改革が必要となる
であろう。しかし、海外金融機関を含む
ライバルはデジタル・テクノロジーに積
極投資し、その力を活用しようとしてい
る。日本では、個々のデジタル・テクノ
ロジーに関する議論が多いが、本質的に
はどのようなビジネスモデルを実現した
いのかを議論すべきである。この機会
に、デジタル・テクノロジーがもたらす
様々な恩恵と自社の強みを組み合わせた
ビジネスモデルの議論をしてはいかがだ
ろうか。弊社もその一助となれば幸いで
ある。
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Ⅰ. 顧客の行動が変わった

失われゆく顧客接点

「店に客が来なくなった」というクライ
アントの声を数年前からよく聞くように
なった。ある銀行では、5年前と比べる
とカウンターへの来店客は2割近く減少
したという。

一方、非対面の顧客接点に目を向ける
と、インターネット・バンキングの利用
者は全顧客中20%程度にとどまっている
（出所：「金融機関業務のシステム化に
関するアンケート調査結果（FISC）」）。
対面での顧客接点の不足を非対面で補う
には、現状のインターネット・バンキン
グの利用者数はあまりに不十分である。

顧客との接触は、年に1～2回の来店ある
いはATM/ダイレクトメール。インター
ネット経由で顧客に接触しようにも大半
の顧客のメールアドレスも携帯番号も分

からない、というのが各行の抱える共通
の課題認識ではないだろうか。

変わりゆく顧客

顧客に視点を移すと、2007年以降のス
マホの普及によりその行動様式は大きく
様変わりしている。

顧客は、①銀行の統制下にあるチャネル
（ホームページ／支店等）と銀行の統制
下にないチャネル（クチコミサイト等）
を自由に行き来し、②商品を比較の上選
択し、③クチコミを投稿し、④自分の体
験を発信するようになった。⑤クチコミ
や体験はつながりを通じて拡散され、⑥
時にはアウトバウンド広告の何倍もの効
果を発揮する。⑦また時には、企業とと
もに新たなサービスを作り上げる存在と
なった。（図表1）

ビジネスの主導権は顧客へ

顧客は常にネットにつながっており、購

買の意思決定に必要な客観情報はいつで
も手に入る。もはや顧客への提供情報を
企業はコントロールできず、主導権は顧
客側に移った。「BtoCビジネス」は
「CtoBビジネス（顧客志向型ビジネ
ス）」に転換したのである。

Ⅱ. 銀行も変わらなくてはならない
～銀行をデジタル化せよ

顧客の行動が大きく変わった今、来店前
提で設計されてきた商品 /サービス・
セールス・チャネルのあり方を抜本的に
見直す必要がある。これを銀行のデジタ
ル化と呼び、その道程には大きく3つの
チャレンジ「ロケーションフリー化」
「個別化」「”脱”銀行化」が控えてい
る。（図表2）

Lv1. ロケーションフリー化

デジタルバンク化の第一のチャレンジ
は、顧客がいつでも・どこにいても・ス
トレスなくサービス提供可能なロケー

ションフリーバンクになることである。
そのために重要なのは、①スマホを中心
とした顧客デバイスを最重要チャネルと
位置付ける、②顧客の総ネット会員化を
推進する、③店舗を軽量化し改革原資を
捻出する、の3点である。

①最重要チャネルであるスマホ等の顧客
デバイスでは、あらゆる商品の申込・取
引・相談等、フルサービスでストレスな
く提供できるようにする必要がある。例
えばポーランドのmBankは、ローンの申
込から入金までも含め、あらゆる取引を
信号待ちの30秒間で完結させるコンセプ
トでスマホバンキングを刷新した。

②顧客を総ネット会員化し顧客といつで
も・どこでもつながれるようにするに
は、魅力的なスマホアプリの開発、スマ
ホアプリが発行する取引時ワンタイムパ
スワードの必須化、店舗における操作案
内体制の整備・キャンペーン等の施策を
総動員する必要がある。

③店舗を軽量化するには、「対面でのフ
ルサービス提供」を与件とせず、目的を
絞りコストを従来の1～2割に抑えた店舗
をより多く・より顧客の近くに再配置す
る、といった発想で店舗改革を進める必
要がある。

デジタル時代への対応としてのロケー
ションフリー化は、既存顧客との関係を
維持する上で必須な対応といえる。

Lv2. 個別化

第二のチャレンジは、「この銀行は自分
のことを正しく理解してくれている、大
切にしてくれている」と思われるような
パーソナルバンクになることである。

重要なのは、①行動を一にする顧客セグ
メントの確立、②個客毎マーケティング
による顧客アプローチの精緻化、③チャ
ネル横断での顧客アプローチの仕組の整
備、の3点である。

①顧客の行動様式やライフステージ/ラ
イフスタイルを加味した「行動を一にす
るマイクロセグメント」はクロスセル提
案・離反防止等のあらゆる予測モデルの
ベースとなる重要な要素である。海外で
はセグメント定義や必要となるデータモ
デルの型が確立されてきており、日本に
おいても、こうした型を輸入し、予測モ
デルの高度化を図るべき時期に来ている。

②個客毎マーケティングとは、全ての顧
客に対し「今何をどこで提案すべきか、
今提案すべきことがなくても次はいつ何
を提案すべきか」を明らかにすることで
ある。商品毎マーケティングで見込み顧
客を抽出するだけでは提案のない顧客や
複数の提案が集中する顧客が出てきてし
まい、「自分のことを理解してくれてい
る、大切にしてくれている」という評価
は得られない。全ての顧客に対し意味あ
る提案をする準備を整えておくことは顧
客志向を追求する上で極めて重要である。

③提案を顧客に伝える手段の整備も必要
である。具体的には、顧客デバイス・
ATM・渉外タブレット・店頭端末等の
チャネルにメッセージ配信する機能、詳
細説明コンテンツを提示する機能、反応
検知の機能、メッセージやコンテンツを
本部ユーザが自由に登録する機能等が考
えられる。こうした仕組みにより顧客に
適切なタイミングで提案を行うととも
に、予測モデルを低コストで高速に検証
することが可能となる。

個別化は、顧客理解・関係深化を通じて
シェア・オブ・ウォレットを獲得する上
での必須の取組みと言える。

Lv3.“脱”銀行化

第三のチャレンジは、「この銀行は自分
の真のニーズを満たしてくれる」と思わ
れるようなサービスカンパニーになるこ
とである。

重要なのは、金融ニーズの先にあるモ
ノ・コト・体験ニーズを見据え、異業種
を巻き込みながらワンストップでソ
リューションを提供することである。

例えば、住宅ローンの先にある「快適な
住環境を手に入れたい」というニーズを
見据えた場合、そこには、住む場所・物
件・内装・家具・保険・アフターメンテ
ナンス等、膨大な検討事項が控えてい
る。オーストラリアのコモンウェルス銀
行では、住まい選びに役立つ各種情報の
提供、物件紹介のスマホアプリの提供
等、ワンストップでのニーズ充足を志向
した取組を実際に行っており参考になる。

 “脱”銀行化は、圧倒的な差別化を生み出
したり、従来の顧客基盤を活かしながら
新たな収益源を獲得する上での必須の取
組みと言える。

Ⅲ. デジタル化の実現に向けて

銀行のデジタル化を実現するには、これ
までの「当たり前」をいかに打破してい
くかがカギとなる。必要なスキルも、新
技術/サービスへの理解、デジタルマー
ケティングへの理解、戦略立案／システ
ム化構想立案能力、ユーザエクスペリエ
ンス・デザイン思考・プロトタイピング
開発能力等、多様である。このような難
プログラムを実現するため、海外では、
経営直轄で内外の人材を専担組織に集約
し推進しており、是非参考にすべきであ
ろう。

海外のＩRの席上では「貴行のデジタル
戦略は何か」が必ず問われると聞く。デ
ジタルな時代・変容した顧客に対し、既
存のコアビジネスをいつまでにどのよう
に適応/高度化させていくのか。本邦に
おいても、期限ある道程を描くタイミン
グに来ている。

1. 健康連動型商品とは？

従来の生命保険商品では生命表に加え、
個々人の病歴、喫煙有無などの健康状態
に関するデータから発病/死亡リスクを
算定して、それに応じた保険料を設定し
ていた。健康連動型商品も健康リスクに
応じて保険料が設定される構造は変わら
ないが、大きな特徴は人々の生活習慣か
ら健康リスクを算定しようとする試み
だ。例えば週に10kmのランニングを継
続している人や、健康食品を中心とした
食生活を送っている人は、より病気にな
りにくいという仮説のもとに成り立って
いる。

従来、人々の生活習慣に係るようなパー
ソナライズされた個人情報は技術的に取
得できないか、取得できてもそのための
コストが高いことから商品化は困難だっ
た。しかし、モバイル端末やウェアラブ
ル端末などデジタルが生活に浸透してい
る中で実用化のめどがたってきており、

健康意識の高い人に対してはよりリー
ズナブルな保険料を提案できるように
なる。

もう一つの特徴として、健康増進に寄
与する活動を継続することで保険加入
者が得られるリワード（報酬）にも注
目すべきだ。人は自分が健康であると
きはその価値を低く見積もりがちであ
り、健康維持だけを目的とした活動を
続けることがいかに難しいかは言うま
でもないだろう。活動結果が魅力ある
リワードとして返ってくることで継続
のインセンティブとなり、健康を維
持、または増進した結果として解約を
減らすことにもつながるのだ。

2. 海外事例からみる差別化要素

一概に健康連動型商品といっても、海
外動向を見ると各社各様の商品・サー
ビス開発を行っていることがわかる。
さらに、これらの商品・サービスの差

別化戦略には4つのステップが存在する
と考えられる。

ここでは海外事例を中心に各社の差別化
戦略とその特徴を見ていきたい。

ステップ1：健康リスクを算定する個人
情報の収集

この保険を開発するには人々の生活習慣
から健康に影響するデータを低コストで
収集するための技術基盤が必要となる。

健康に係るパーソナルデータの例として
は、生体情報（心拍数、血糖値、BMIな
ど）に加えて、活動情報（歩数、プール
で泳いだ距離など）の活用も想定され
る。いずれのデータも手間をかけずに自
動で計測するアプリやウェアラブル端末
は既に市場に存在しているが、特定の事
業体が市場を独占できている状況ではな
い。特に保険会社としては健康リスク評
価に必要な情報の取得可否だけでなく、

データの信頼性（本人認証や計測データ
の改ざん防止）が課題となるので、必要
な信頼性を確保できる技術をもち、かつ
十分な市場シェアをもつ端末/アプリ業
者との提携が第一歩となるだろう。海外
保険会社の事例では、情報入手基盤とし
てウェアラブル端末が多く活用されて
いる。

ステップ2：パーソナライズ化された保
険商品の開発

パーソナルデータを保険会社に提供する
見返りとして従来にはない低価格な保険
を選択できることは保険加入者にとって
大きな魅力だ。一方、保険会社側として
は取得した生体情報や活動情報からどの
ように保険料を算出するかが、商品認可
の観点からも最初の関門となるだろう。
各社とも収益性を損なわずに提案できる
商品開発力が求められる。

英国 Avivaでは 2009年からRoad to 
Health社とのパートナリングにより健康

増進サービスをバンドルした保険商品
「MyHealthCounts」の販売を開始し
た。Road to Health社のウェルネスプロ
グラムは、Qscore（対象者の健康に係る
生活習慣データをインプットして、独自
のアルゴリズムによりスコア算出され
る）により、「同じ年齢、性別、人種の
人が100人いたとしたら、自分が何番目
に健康か」という指標で健康度合いを教
えてくれるものだ。保険加入者はこの
サービスを受けられるだけでなく、保険
期間9か月までのQscoreに基づき、最大
15%の保険料割引を受けることができる。

ステップ3：魅力的なリワードプログラ
ムの開発

海外の保険各社は健康状態に応じた保険
料割引だけでなく、目標の達成度合いに
応じて保険加入者に提供されるリワード
開発にも力を入れている。

南アフリカのDiscoveryが開発した健康
増進プログラム「Vitality」では、「Get 

healthy, Get rewarded（健康になって報
酬を手に入れよう）」というコンセプト
を打ち出しており、健康増進に取り組ん
だ結果として得られる報酬の魅力を前面
にだしている。Vitalityでは加入者が健
康に寄与する取組みを実施することでポ
イントを付与され、一定の数値を超える
とステージが上がってそれに応じたリ
ワードを得ることができるが、ドラッグ
ストア、スーパーマーケット、ホテル、
航空会社など、多様や業種を巻き込んだ
リワードを提供している。

また、オーストラリアのMediBankでは
保険加入者はポイントリワード会社の
flybuysにも同時加入することで一定の
flybuyポイントを獲得でき、提携する
スーパーマーケットで生鮮野菜や果物な
どを購入すると通常の3倍のポイントを
得ることができる。さらに、ウェアラブ
ル端末をつけて運動することでも1日最
大で10ポイントを獲得できる。

つまり、リワード開発とはいかに他業種
も含めた魅力あるリワードを保険加入者
に還元できるかであり、業界をまたいだ
産業体系（エコシステム）の確立が競争
優位性におけるポイントのひとつとなっ
てくるだろう。

ステップ4：リワード提供の即時性

最後のステップがリワード提供の即時性
だ。健康状態に応じた保険料割引やリ
ワードは従来商品にはない特徴であり市
場への訴求効果が期待できるが、これら
の商品は保険加入者が健康増進活動をど
の程度実施するかで後の保険料が変動す
るケースもあるため、タイムリーなリテ
ンションが重要だ。人間は飽きやすく忘
れやすいので、なにもしなければ数年後
にかえって保険料が割高となる可能性も
あり、結果ロイヤリティー低下による解
約増につながりかねない。

前述したDiscoveryでは、2015年にActive 
Rewardsの販売を開始した。リワード自

体はスムージー購入チケットなど少額な
ものが中心だが、今週の活動結果が翌週
リワードとして得られる即時性を持って
いるのが特徴だ。

また、米国Oscar Healthでは、フィット
ネスウェアラブルメーカーMisfitとの
パートナリングにより、健康アプリ
「Misfit Flash fitness tracker」と連携す
る保険商品を販売しており、保険加入者
の健康状態に合わせて設定されたゴール
（歩数）を達成できると毎日1ドルが付
与されるリワードプログラム（毎年上限
$240まで）を提供している。

リワードに即時性を持たせることは保険
加入者のリテンションを高めるだけでは
なく、保険業では難しいとされてきたカ
スタマータッチポイントの量・質強化と
も親和性があるので、よりニーズにマッ
チした商品開発や顧客体験提供への波及
効果も期待できるだろう。

3. おわりに

冒頭に述べたとおり前述は既に現実世界
の話であり、日本市場においても無縁で
はいられない。一方で、この保険商品を
中心としたプログラムは従来の業態（場
合によっては業法）の枠組みにとどまら
ず、ビジネスモデル自体の再構築を要す
るため、導入には少なからず経営リスク
が伴うともいえる。デバイス/リワード
パートナーの選定と商談、パートナーを
含めたセキュリティ対策、リワード開
発、事務設計、新商品開発と収益モデル
精査、自社ITシステムの改修とパート
ナーシステムとの接続、代理店への説明
とコミッションへの影響、監督官庁との
調整、業法との整合性、既存保険加入者
からの転換など、やるべきことは山積み
だが、今一番求められているのはなによ
りもスピードだろう。勝者はまだ見えな
いが、筆者もコンサルタントとしてこの
大きな流れの最前線に身を置き、挑戦す
る保険各社と共に成功に向けて尽力した
いと考えている。

Ⅰ. デジタル・イノベーション時代に
求められる提供価値

Ⅰ-1.デジタル・イノベーションがもたら
すビジネス環境の変化とインパクト

IoT（Internet of Thins / モノのインター
ネット）やAI（Artificial Intelligence / 人
工知能）に代表される、新たなテクノロ
ジーがもたらす未来について、様々な場
で議論がなされている。例えばワール
ド・エコノミック・フォーラムでは、弊
社が提唱したデジタル・イノベーション
が引き起こすビジネス環境の変化とし
て、3点を挙げている。
－Products and services to experiences
（モノから体験へ）
－Hyper-personalization（顧客に合わせ
た究極のカスタマイゼーション）
－Ownership to access（所有から利用へ）
このようなビジネス環境の変化は、実体
経済にも次の変化をもたらすであろう。
－消費行動の変容：高額なモノを「購
入」するのではなく、「レンタル」して
体験を楽しむ 

－流通における中間マージンの減少：顧
客とメーカーが直接的に結びつく
－メーカーにおける在庫の減少：注文さ
れてから製造する
こうした変化は、金融業界にも、貸出額
の減少や保険対象となるリスクプールの
減少といった影響をもたらす可能性がある。

またGAFA（Google・Amazon・Facebook・
Apple）に代表されるような、顧客の欲
求サイドに立ったプラットフォーマーや
スタートアップが勢いを増している。こ
のようなプレイヤーは、従来の供給者の
役割を越えて、消費者・顧客目線でサー
ビスを提供することで顧客基盤を拡大し
ている。そのため彼らと競争する企業に
も、より消費者・顧客目線でのサービス
提供が求められる状況になっている。

Ⅰ-2.金融機関が提供すべき価値

前述のようにビジネス環境が変化する中
では、金融機関が提供すべき価値も変化
を遂げなければならない。

従来の金融サービスは、顧客のモノ・コ
トに対する需要に紐づき、個々の需要発
生後にサービスを提供してきた。しかし
それでは、顧客の需要が減少した場合に
は金融サービスの提供機会も減少するこ
とになる。また消費者は、需要発生後の
時間がない中で意思決定を強いられるた
め、価格を重視した意思決定にならざる
を得ない。その結果、金融商品・サービ
スは価格競争に陥ることになる。このよ
うな状況を回避するためには、金融機関
はどのようなビジネスモデルを目指すべ
きなのだろうか。

Ⅱ.目指すべきビジネスモデル

Ⅱ-1.目指すべきビジネスモデル
―デジタル・ライフ・アドバイザリ―
顧客の本質的欲求を引き起こし満たすた
めには、顧客のライフデザインを理解
し、顧客が「叶えたいこと」に対して金
融領域のみならず非金融領域も含んだ商
品・サービスを提供する必要がある。そ
れをデジタル・テクノロジーで実現する

図表1   健康連動型保険商品のビジネスモデル例
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のが「デジタル・ライフ・アドバイザ
リー」の考え方である。

これまでも顧客のライフイベントを捉え
て各局面で商品・サービスを提供する手
法は存在したが、その範囲は金融に限定
されており、非金融まで含めた「叶えた
いこと」へのアドバイスは不十分であっ
た。例えば一部の富裕層には非金融まで
踏み込んだサービスがあるものの、高度
な知識・経験をもった限られたハイスキ
ルな担当者でなければサービスを提供で
きなかった。

一方、デジタル・ライフ・アドバイザ
リーは、デジタル・テクノロジーを活用
の上、顧客の人生を一連の「線」として
捉えてサービスを提供する。従来型のビ
ジネスに対し主に次の3点が異なる（図
表1）。
－提供価値の範囲：銀・信・証・保の垣
根を越えた金融サービス、さらには非金
融商品・サービス・情報まで提供するこ
と。加えて、顧客の非金融資産も取り扱
い対象とすること

－提供タイミング：非金融商品まで踏み
込んだサービス提供により、顧客が自身
の潜在ニーズに「気付く」段階から関与
すること
－提供可能な顧客対象：デジタル・テク
ノロジーを活用し、非金融商品までカ
バーする知識・経験を、従来の富裕層・
マス富裕層のみならずマスリテール層に
まで提供すること

具体的には、顧客とともにライフプラン
を設計する際、ライフイベントのみなら
ず人生全体を通じたライフニーズを踏ま
え、顧客の本質的欲求を洗い出していく
ことが必要である。

また、従来のように顧客が自身のニーズ
を「叶える」段階になってからアプロー
チするのではなく、顧客がそれに「気付
く」段階から関係性を築いていくことが
重要である。

例えば、賃貸住宅に住む顧客に対して、
賃貸 vs持家での家計シミュレーション
を提供する、同一世代で持家に住む人々

のライフスタイルを紹介して住宅購入に
関心をもたせる等。そして顧客が気付い
たニーズを「叶える」段階まで金融・非
金融商品・サービスを織り交ぜながらサ
ポートし、「快適な住環境」を叶えると
いう体験を提供するのである。（図表
2）。その後は顧客が得た非金融資産に
対し、活用・共有・売却のサポートを実
施することが必要になる。

Ⅱ-2.「金融機関ならでは」のケイパビリ
ティに基づく価値

このような価値を提供する場合に金融機
関はその中心となり得るのだろうか。
「金融機関ならでは」のケイパビリティ
として次のことが挙げられる。
a.顧客のリスクを測る力（与信力・引受力）
b.顧客のマネーフローや資産に関する情
報およびそれを推定する力
c.顧客のリスク志向を把握する力
d.顧客の消費内容を把握・推定する力
e.マーケットや企業動向を洞察する力
f. 様々な企業・顧客との取引基盤

金融機関はこのようなケイパビリティを
活用することでデジタル・ライフ・アド
バイザリーによる価値提供ができるので
はないか。一方で、非金融商品の情報は
外部連携によって取得する必要があるた
め、これからの金融機関はオープンなカ
ルチャー・業務・システム基盤をもつこ
とが求められる。

当然ながら、金融機関のタイプによりデ
ジタル・ライフ・アドバイザリーの実現
に必要な要件は異なる。メガフィナン
シャルグループに代表されるような、自
社商品だけでなく他社金融商品（証・
保）を自社チャネルにて販売する企業
は、デジタル・ライフ・アドバイザリー
に関して親和性は高いものの、今後は非
金融商品を取り込んだ上で、商品軸でな
く顧客軸でのオペレーティングモデル設
計が必要となるであろう。一方で、単一
金融商品のみを自社チャネルで販売して
いる金融機関は、そもそも金融サービス
の統合・非金融商品の取組みに踏み込む
意思決定とチャネル力の大幅な強化が必

要となる。また自社商品を他企業チャネ
ル主体で販売している企業は、「叶えた
いこと」を意識した、非金融・他金融商
品ともに組成・販売されるような商品
サービスを提供しなければならない。

Ⅱ-3.デジタル・ライフ・アドバイザ
リーを支えるテクノロジー

デジタル・ライフ・アドバイザリーを支
えるテクノロジーの要件として、3点挙
げられる。
－オープン：自社金融商品・他社金融商
品だけでなく非金融までつなげること。
また、自社金融商品については、API
（Application Program Interface）等の
技術を活用し、有力な販売業者に容易に
つながること
－コネクテッド：販売担当者や顧客が常
に情報を共有しながらライフデザインを
行うためクラウド等を活用すること
－インサイトフル：デジタル・ライフ・
アドバイザリーは販売担当者の知見をサ
ポートする必要があるため、アナリティ

クスやAI、そのインプット収集のための
センサー技術やソーシャルに取組むこと

Ⅲ. ビジネスモデルの転換に向けて

本稿では、デジタル・イノベーションが
もたらす新たな時代において求められる
価値と、その方向性の一つであるデジタ
ル・ライフ・アドバイザリーに関して言
及を行った。実際のビジネスモデルの転
換に向けては、大胆な改革が必要となる
であろう。しかし、海外金融機関を含む
ライバルはデジタル・テクノロジーに積
極投資し、その力を活用しようとしてい
る。日本では、個々のデジタル・テクノ
ロジーに関する議論が多いが、本質的に
はどのようなビジネスモデルを実現した
いのかを議論すべきである。この機会
に、デジタル・テクノロジーがもたらす
様々な恩恵と自社の強みを組み合わせた
ビジネスモデルの議論をしてはいかがだ
ろうか。弊社もその一助となれば幸いで
ある。

従来の保険商品 健康連動型保険商品

保険加入者

保険加入者
加入申込、保険料

保険金・給付金

加入申込、保険料・
健康サービス利用料

ウェラブル端末など 保険金・給付金

生体情報、活動情報（歩数など）

健康リスク評価に必要な個人情報

リワード（報酬）

業務提携

業務提携

リワード原資

保険会社

リワードパートナー

保険会社

端末/アプリ業者
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Ⅰ. 顧客の行動が変わった

失われゆく顧客接点

「店に客が来なくなった」というクライ
アントの声を数年前からよく聞くように
なった。ある銀行では、5年前と比べる
とカウンターへの来店客は2割近く減少
したという。

一方、非対面の顧客接点に目を向ける
と、インターネット・バンキングの利用
者は全顧客中20%程度にとどまっている
（出所：「金融機関業務のシステム化に
関するアンケート調査結果（FISC）」）。
対面での顧客接点の不足を非対面で補う
には、現状のインターネット・バンキン
グの利用者数はあまりに不十分である。

顧客との接触は、年に1～2回の来店ある
いはATM/ダイレクトメール。インター
ネット経由で顧客に接触しようにも大半
の顧客のメールアドレスも携帯番号も分

からない、というのが各行の抱える共通
の課題認識ではないだろうか。

変わりゆく顧客

顧客に視点を移すと、2007年以降のス
マホの普及によりその行動様式は大きく
様変わりしている。

顧客は、①銀行の統制下にあるチャネル
（ホームページ／支店等）と銀行の統制
下にないチャネル（クチコミサイト等）
を自由に行き来し、②商品を比較の上選
択し、③クチコミを投稿し、④自分の体
験を発信するようになった。⑤クチコミ
や体験はつながりを通じて拡散され、⑥
時にはアウトバウンド広告の何倍もの効
果を発揮する。⑦また時には、企業とと
もに新たなサービスを作り上げる存在と
なった。（図表1）

ビジネスの主導権は顧客へ

顧客は常にネットにつながっており、購

買の意思決定に必要な客観情報はいつで
も手に入る。もはや顧客への提供情報を
企業はコントロールできず、主導権は顧
客側に移った。「BtoCビジネス」は
「CtoBビジネス（顧客志向型ビジネ
ス）」に転換したのである。

Ⅱ. 銀行も変わらなくてはならない
～銀行をデジタル化せよ

顧客の行動が大きく変わった今、来店前
提で設計されてきた商品 /サービス・
セールス・チャネルのあり方を抜本的に
見直す必要がある。これを銀行のデジタ
ル化と呼び、その道程には大きく3つの
チャレンジ「ロケーションフリー化」
「個別化」「”脱”銀行化」が控えてい
る。（図表2）

Lv1. ロケーションフリー化

デジタルバンク化の第一のチャレンジ
は、顧客がいつでも・どこにいても・ス
トレスなくサービス提供可能なロケー

ションフリーバンクになることである。
そのために重要なのは、①スマホを中心
とした顧客デバイスを最重要チャネルと
位置付ける、②顧客の総ネット会員化を
推進する、③店舗を軽量化し改革原資を
捻出する、の3点である。

①最重要チャネルであるスマホ等の顧客
デバイスでは、あらゆる商品の申込・取
引・相談等、フルサービスでストレスな
く提供できるようにする必要がある。例
えばポーランドのmBankは、ローンの申
込から入金までも含め、あらゆる取引を
信号待ちの30秒間で完結させるコンセプ
トでスマホバンキングを刷新した。

②顧客を総ネット会員化し顧客といつで
も・どこでもつながれるようにするに
は、魅力的なスマホアプリの開発、スマ
ホアプリが発行する取引時ワンタイムパ
スワードの必須化、店舗における操作案
内体制の整備・キャンペーン等の施策を
総動員する必要がある。

③店舗を軽量化するには、「対面でのフ
ルサービス提供」を与件とせず、目的を
絞りコストを従来の1～2割に抑えた店舗
をより多く・より顧客の近くに再配置す
る、といった発想で店舗改革を進める必
要がある。

デジタル時代への対応としてのロケー
ションフリー化は、既存顧客との関係を
維持する上で必須な対応といえる。

Lv2. 個別化

第二のチャレンジは、「この銀行は自分
のことを正しく理解してくれている、大
切にしてくれている」と思われるような
パーソナルバンクになることである。

重要なのは、①行動を一にする顧客セグ
メントの確立、②個客毎マーケティング
による顧客アプローチの精緻化、③チャ
ネル横断での顧客アプローチの仕組の整
備、の3点である。

①顧客の行動様式やライフステージ/ラ
イフスタイルを加味した「行動を一にす
るマイクロセグメント」はクロスセル提
案・離反防止等のあらゆる予測モデルの
ベースとなる重要な要素である。海外で
はセグメント定義や必要となるデータモ
デルの型が確立されてきており、日本に
おいても、こうした型を輸入し、予測モ
デルの高度化を図るべき時期に来ている。

②個客毎マーケティングとは、全ての顧
客に対し「今何をどこで提案すべきか、
今提案すべきことがなくても次はいつ何
を提案すべきか」を明らかにすることで
ある。商品毎マーケティングで見込み顧
客を抽出するだけでは提案のない顧客や
複数の提案が集中する顧客が出てきてし
まい、「自分のことを理解してくれてい
る、大切にしてくれている」という評価
は得られない。全ての顧客に対し意味あ
る提案をする準備を整えておくことは顧
客志向を追求する上で極めて重要である。

③提案を顧客に伝える手段の整備も必要
である。具体的には、顧客デバイス・
ATM・渉外タブレット・店頭端末等の
チャネルにメッセージ配信する機能、詳
細説明コンテンツを提示する機能、反応
検知の機能、メッセージやコンテンツを
本部ユーザが自由に登録する機能等が考
えられる。こうした仕組みにより顧客に
適切なタイミングで提案を行うととも
に、予測モデルを低コストで高速に検証
することが可能となる。

個別化は、顧客理解・関係深化を通じて
シェア・オブ・ウォレットを獲得する上
での必須の取組みと言える。

Lv3.“脱”銀行化

第三のチャレンジは、「この銀行は自分
の真のニーズを満たしてくれる」と思わ
れるようなサービスカンパニーになるこ
とである。

重要なのは、金融ニーズの先にあるモ
ノ・コト・体験ニーズを見据え、異業種
を巻き込みながらワンストップでソ
リューションを提供することである。

例えば、住宅ローンの先にある「快適な
住環境を手に入れたい」というニーズを
見据えた場合、そこには、住む場所・物
件・内装・家具・保険・アフターメンテ
ナンス等、膨大な検討事項が控えてい
る。オーストラリアのコモンウェルス銀
行では、住まい選びに役立つ各種情報の
提供、物件紹介のスマホアプリの提供
等、ワンストップでのニーズ充足を志向
した取組を実際に行っており参考になる。

 “脱”銀行化は、圧倒的な差別化を生み出
したり、従来の顧客基盤を活かしながら
新たな収益源を獲得する上での必須の取
組みと言える。

Ⅲ. デジタル化の実現に向けて

銀行のデジタル化を実現するには、これ
までの「当たり前」をいかに打破してい
くかがカギとなる。必要なスキルも、新
技術/サービスへの理解、デジタルマー
ケティングへの理解、戦略立案／システ
ム化構想立案能力、ユーザエクスペリエ
ンス・デザイン思考・プロトタイピング
開発能力等、多様である。このような難
プログラムを実現するため、海外では、
経営直轄で内外の人材を専担組織に集約
し推進しており、是非参考にすべきであ
ろう。

海外のＩRの席上では「貴行のデジタル
戦略は何か」が必ず問われると聞く。デ
ジタルな時代・変容した顧客に対し、既
存のコアビジネスをいつまでにどのよう
に適応/高度化させていくのか。本邦に
おいても、期限ある道程を描くタイミン
グに来ている。

1. 健康連動型商品とは？

従来の生命保険商品では生命表に加え、
個々人の病歴、喫煙有無などの健康状態
に関するデータから発病/死亡リスクを
算定して、それに応じた保険料を設定し
ていた。健康連動型商品も健康リスクに
応じて保険料が設定される構造は変わら
ないが、大きな特徴は人々の生活習慣か
ら健康リスクを算定しようとする試み
だ。例えば週に10kmのランニングを継
続している人や、健康食品を中心とした
食生活を送っている人は、より病気にな
りにくいという仮説のもとに成り立って
いる。

従来、人々の生活習慣に係るようなパー
ソナライズされた個人情報は技術的に取
得できないか、取得できてもそのための
コストが高いことから商品化は困難だっ
た。しかし、モバイル端末やウェアラブ
ル端末などデジタルが生活に浸透してい
る中で実用化のめどがたってきており、

健康意識の高い人に対してはよりリー
ズナブルな保険料を提案できるように
なる。

もう一つの特徴として、健康増進に寄
与する活動を継続することで保険加入
者が得られるリワード（報酬）にも注
目すべきだ。人は自分が健康であると
きはその価値を低く見積もりがちであ
り、健康維持だけを目的とした活動を
続けることがいかに難しいかは言うま
でもないだろう。活動結果が魅力ある
リワードとして返ってくることで継続
のインセンティブとなり、健康を維
持、または増進した結果として解約を
減らすことにもつながるのだ。

2. 海外事例からみる差別化要素

一概に健康連動型商品といっても、海
外動向を見ると各社各様の商品・サー
ビス開発を行っていることがわかる。
さらに、これらの商品・サービスの差

別化戦略には4つのステップが存在する
と考えられる。

ここでは海外事例を中心に各社の差別化
戦略とその特徴を見ていきたい。

ステップ1：健康リスクを算定する個人
情報の収集

この保険を開発するには人々の生活習慣
から健康に影響するデータを低コストで
収集するための技術基盤が必要となる。

健康に係るパーソナルデータの例として
は、生体情報（心拍数、血糖値、BMIな
ど）に加えて、活動情報（歩数、プール
で泳いだ距離など）の活用も想定され
る。いずれのデータも手間をかけずに自
動で計測するアプリやウェアラブル端末
は既に市場に存在しているが、特定の事
業体が市場を独占できている状況ではな
い。特に保険会社としては健康リスク評
価に必要な情報の取得可否だけでなく、

データの信頼性（本人認証や計測データ
の改ざん防止）が課題となるので、必要
な信頼性を確保できる技術をもち、かつ
十分な市場シェアをもつ端末/アプリ業
者との提携が第一歩となるだろう。海外
保険会社の事例では、情報入手基盤とし
てウェアラブル端末が多く活用されて
いる。

ステップ2：パーソナライズ化された保
険商品の開発

パーソナルデータを保険会社に提供する
見返りとして従来にはない低価格な保険
を選択できることは保険加入者にとって
大きな魅力だ。一方、保険会社側として
は取得した生体情報や活動情報からどの
ように保険料を算出するかが、商品認可
の観点からも最初の関門となるだろう。
各社とも収益性を損なわずに提案できる
商品開発力が求められる。

英国 Avivaでは 2009年からRoad to 
Health社とのパートナリングにより健康

増進サービスをバンドルした保険商品
「MyHealthCounts」の販売を開始し
た。Road to Health社のウェルネスプロ
グラムは、Qscore（対象者の健康に係る
生活習慣データをインプットして、独自
のアルゴリズムによりスコア算出され
る）により、「同じ年齢、性別、人種の
人が100人いたとしたら、自分が何番目
に健康か」という指標で健康度合いを教
えてくれるものだ。保険加入者はこの
サービスを受けられるだけでなく、保険
期間9か月までのQscoreに基づき、最大
15%の保険料割引を受けることができる。

ステップ3：魅力的なリワードプログラ
ムの開発

海外の保険各社は健康状態に応じた保険
料割引だけでなく、目標の達成度合いに
応じて保険加入者に提供されるリワード
開発にも力を入れている。

南アフリカのDiscoveryが開発した健康
増進プログラム「Vitality」では、「Get 

healthy, Get rewarded（健康になって報
酬を手に入れよう）」というコンセプト
を打ち出しており、健康増進に取り組ん
だ結果として得られる報酬の魅力を前面
にだしている。Vitalityでは加入者が健
康に寄与する取組みを実施することでポ
イントを付与され、一定の数値を超える
とステージが上がってそれに応じたリ
ワードを得ることができるが、ドラッグ
ストア、スーパーマーケット、ホテル、
航空会社など、多様や業種を巻き込んだ
リワードを提供している。

また、オーストラリアのMediBankでは
保険加入者はポイントリワード会社の
flybuysにも同時加入することで一定の
flybuyポイントを獲得でき、提携する
スーパーマーケットで生鮮野菜や果物な
どを購入すると通常の3倍のポイントを
得ることができる。さらに、ウェアラブ
ル端末をつけて運動することでも1日最
大で10ポイントを獲得できる。

つまり、リワード開発とはいかに他業種
も含めた魅力あるリワードを保険加入者
に還元できるかであり、業界をまたいだ
産業体系（エコシステム）の確立が競争
優位性におけるポイントのひとつとなっ
てくるだろう。

ステップ4：リワード提供の即時性

最後のステップがリワード提供の即時性
だ。健康状態に応じた保険料割引やリ
ワードは従来商品にはない特徴であり市
場への訴求効果が期待できるが、これら
の商品は保険加入者が健康増進活動をど
の程度実施するかで後の保険料が変動す
るケースもあるため、タイムリーなリテ
ンションが重要だ。人間は飽きやすく忘
れやすいので、なにもしなければ数年後
にかえって保険料が割高となる可能性も
あり、結果ロイヤリティー低下による解
約増につながりかねない。

前述したDiscoveryでは、2015年にActive 
Rewardsの販売を開始した。リワード自

体はスムージー購入チケットなど少額な
ものが中心だが、今週の活動結果が翌週
リワードとして得られる即時性を持って
いるのが特徴だ。

また、米国Oscar Healthでは、フィット
ネスウェアラブルメーカーMisfitとの
パートナリングにより、健康アプリ
「Misfit Flash fitness tracker」と連携す
る保険商品を販売しており、保険加入者
の健康状態に合わせて設定されたゴール
（歩数）を達成できると毎日1ドルが付
与されるリワードプログラム（毎年上限
$240まで）を提供している。

リワードに即時性を持たせることは保険
加入者のリテンションを高めるだけでは
なく、保険業では難しいとされてきたカ
スタマータッチポイントの量・質強化と
も親和性があるので、よりニーズにマッ
チした商品開発や顧客体験提供への波及
効果も期待できるだろう。

3. おわりに

冒頭に述べたとおり前述は既に現実世界
の話であり、日本市場においても無縁で
はいられない。一方で、この保険商品を
中心としたプログラムは従来の業態（場
合によっては業法）の枠組みにとどまら
ず、ビジネスモデル自体の再構築を要す
るため、導入には少なからず経営リスク
が伴うともいえる。デバイス/リワード
パートナーの選定と商談、パートナーを
含めたセキュリティ対策、リワード開
発、事務設計、新商品開発と収益モデル
精査、自社ITシステムの改修とパート
ナーシステムとの接続、代理店への説明
とコミッションへの影響、監督官庁との
調整、業法との整合性、既存保険加入者
からの転換など、やるべきことは山積み
だが、今一番求められているのはなによ
りもスピードだろう。勝者はまだ見えな
いが、筆者もコンサルタントとしてこの
大きな流れの最前線に身を置き、挑戦す
る保険各社と共に成功に向けて尽力した
いと考えている。

Ⅰ. デジタル・イノベーション時代に
求められる提供価値

Ⅰ-1.デジタル・イノベーションがもたら
すビジネス環境の変化とインパクト

IoT（Internet of Thins / モノのインター
ネット）やAI（Artificial Intelligence / 人
工知能）に代表される、新たなテクノロ
ジーがもたらす未来について、様々な場
で議論がなされている。例えばワール
ド・エコノミック・フォーラムでは、弊
社が提唱したデジタル・イノベーション
が引き起こすビジネス環境の変化とし
て、3点を挙げている。
－Products and services to experiences
（モノから体験へ）
－Hyper-personalization（顧客に合わせ
た究極のカスタマイゼーション）
－Ownership to access（所有から利用へ）
このようなビジネス環境の変化は、実体
経済にも次の変化をもたらすであろう。
－消費行動の変容：高額なモノを「購
入」するのではなく、「レンタル」して
体験を楽しむ 

－流通における中間マージンの減少：顧
客とメーカーが直接的に結びつく
－メーカーにおける在庫の減少：注文さ
れてから製造する
こうした変化は、金融業界にも、貸出額
の減少や保険対象となるリスクプールの
減少といった影響をもたらす可能性がある。

またGAFA（Google・Amazon・Facebook・
Apple）に代表されるような、顧客の欲
求サイドに立ったプラットフォーマーや
スタートアップが勢いを増している。こ
のようなプレイヤーは、従来の供給者の
役割を越えて、消費者・顧客目線でサー
ビスを提供することで顧客基盤を拡大し
ている。そのため彼らと競争する企業に
も、より消費者・顧客目線でのサービス
提供が求められる状況になっている。

Ⅰ-2.金融機関が提供すべき価値

前述のようにビジネス環境が変化する中
では、金融機関が提供すべき価値も変化
を遂げなければならない。

従来の金融サービスは、顧客のモノ・コ
トに対する需要に紐づき、個々の需要発
生後にサービスを提供してきた。しかし
それでは、顧客の需要が減少した場合に
は金融サービスの提供機会も減少するこ
とになる。また消費者は、需要発生後の
時間がない中で意思決定を強いられるた
め、価格を重視した意思決定にならざる
を得ない。その結果、金融商品・サービ
スは価格競争に陥ることになる。このよ
うな状況を回避するためには、金融機関
はどのようなビジネスモデルを目指すべ
きなのだろうか。

Ⅱ.目指すべきビジネスモデル

Ⅱ-1.目指すべきビジネスモデル
―デジタル・ライフ・アドバイザリ―
顧客の本質的欲求を引き起こし満たすた
めには、顧客のライフデザインを理解
し、顧客が「叶えたいこと」に対して金
融領域のみならず非金融領域も含んだ商
品・サービスを提供する必要がある。そ
れをデジタル・テクノロジーで実現する

図表2   差別化要素と成熟度
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のが「デジタル・ライフ・アドバイザ
リー」の考え方である。

これまでも顧客のライフイベントを捉え
て各局面で商品・サービスを提供する手
法は存在したが、その範囲は金融に限定
されており、非金融まで含めた「叶えた
いこと」へのアドバイスは不十分であっ
た。例えば一部の富裕層には非金融まで
踏み込んだサービスがあるものの、高度
な知識・経験をもった限られたハイスキ
ルな担当者でなければサービスを提供で
きなかった。

一方、デジタル・ライフ・アドバイザ
リーは、デジタル・テクノロジーを活用
の上、顧客の人生を一連の「線」として
捉えてサービスを提供する。従来型のビ
ジネスに対し主に次の3点が異なる（図
表1）。
－提供価値の範囲：銀・信・証・保の垣
根を越えた金融サービス、さらには非金
融商品・サービス・情報まで提供するこ
と。加えて、顧客の非金融資産も取り扱
い対象とすること

－提供タイミング：非金融商品まで踏み
込んだサービス提供により、顧客が自身
の潜在ニーズに「気付く」段階から関与
すること
－提供可能な顧客対象：デジタル・テク
ノロジーを活用し、非金融商品までカ
バーする知識・経験を、従来の富裕層・
マス富裕層のみならずマスリテール層に
まで提供すること

具体的には、顧客とともにライフプラン
を設計する際、ライフイベントのみなら
ず人生全体を通じたライフニーズを踏ま
え、顧客の本質的欲求を洗い出していく
ことが必要である。

また、従来のように顧客が自身のニーズ
を「叶える」段階になってからアプロー
チするのではなく、顧客がそれに「気付
く」段階から関係性を築いていくことが
重要である。

例えば、賃貸住宅に住む顧客に対して、
賃貸 vs持家での家計シミュレーション
を提供する、同一世代で持家に住む人々

のライフスタイルを紹介して住宅購入に
関心をもたせる等。そして顧客が気付い
たニーズを「叶える」段階まで金融・非
金融商品・サービスを織り交ぜながらサ
ポートし、「快適な住環境」を叶えると
いう体験を提供するのである。（図表
2）。その後は顧客が得た非金融資産に
対し、活用・共有・売却のサポートを実
施することが必要になる。

Ⅱ-2.「金融機関ならでは」のケイパビリ
ティに基づく価値

このような価値を提供する場合に金融機
関はその中心となり得るのだろうか。
「金融機関ならでは」のケイパビリティ
として次のことが挙げられる。
a.顧客のリスクを測る力（与信力・引受力）
b.顧客のマネーフローや資産に関する情
報およびそれを推定する力
c.顧客のリスク志向を把握する力
d.顧客の消費内容を把握・推定する力
e.マーケットや企業動向を洞察する力
f. 様々な企業・顧客との取引基盤

金融機関はこのようなケイパビリティを
活用することでデジタル・ライフ・アド
バイザリーによる価値提供ができるので
はないか。一方で、非金融商品の情報は
外部連携によって取得する必要があるた
め、これからの金融機関はオープンなカ
ルチャー・業務・システム基盤をもつこ
とが求められる。

当然ながら、金融機関のタイプによりデ
ジタル・ライフ・アドバイザリーの実現
に必要な要件は異なる。メガフィナン
シャルグループに代表されるような、自
社商品だけでなく他社金融商品（証・
保）を自社チャネルにて販売する企業
は、デジタル・ライフ・アドバイザリー
に関して親和性は高いものの、今後は非
金融商品を取り込んだ上で、商品軸でな
く顧客軸でのオペレーティングモデル設
計が必要となるであろう。一方で、単一
金融商品のみを自社チャネルで販売して
いる金融機関は、そもそも金融サービス
の統合・非金融商品の取組みに踏み込む
意思決定とチャネル力の大幅な強化が必

要となる。また自社商品を他企業チャネ
ル主体で販売している企業は、「叶えた
いこと」を意識した、非金融・他金融商
品ともに組成・販売されるような商品
サービスを提供しなければならない。

Ⅱ-3.デジタル・ライフ・アドバイザ
リーを支えるテクノロジー

デジタル・ライフ・アドバイザリーを支
えるテクノロジーの要件として、3点挙
げられる。
－オープン：自社金融商品・他社金融商
品だけでなく非金融までつなげること。
また、自社金融商品については、API
（Application Program Interface）等の
技術を活用し、有力な販売業者に容易に
つながること
－コネクテッド：販売担当者や顧客が常
に情報を共有しながらライフデザインを
行うためクラウド等を活用すること
－インサイトフル：デジタル・ライフ・
アドバイザリーは販売担当者の知見をサ
ポートする必要があるため、アナリティ

クスやAI、そのインプット収集のための
センサー技術やソーシャルに取組むこと

Ⅲ. ビジネスモデルの転換に向けて

本稿では、デジタル・イノベーションが
もたらす新たな時代において求められる
価値と、その方向性の一つであるデジタ
ル・ライフ・アドバイザリーに関して言
及を行った。実際のビジネスモデルの転
換に向けては、大胆な改革が必要となる
であろう。しかし、海外金融機関を含む
ライバルはデジタル・テクノロジーに積
極投資し、その力を活用しようとしてい
る。日本では、個々のデジタル・テクノ
ロジーに関する議論が多いが、本質的に
はどのようなビジネスモデルを実現した
いのかを議論すべきである。この機会
に、デジタル・テクノロジーがもたらす
様々な恩恵と自社の強みを組み合わせた
ビジネスモデルの議論をしてはいかがだ
ろうか。弊社もその一助となれば幸いで
ある。

• Momentum（南ア）: フィットネススコアのレベルに応じて、多種多
様な商品の割引を受けられる。
• AXA（仏）: 実施したアクティビティに応じて、ポイントを付与され、
健康増進に資するサービス（ジム利用料金割引サービスなど）を受ける。

• Aviva（英）: 健康スコア（Qscore）に応じて保険料の割引を適用
• Accordia Life（米）: 最低2年に1回以上の健康診断受診と体重によ
って保険料の割引を適用 

• 各種ウェアラブル端末
• 各種スマートアプリ

• Discovery（南ア）: 今週の活動結果が翌週リワードとして還元される。
• Oscar Health（米）：目標を達成すると毎日1ドル付与される。

ステップ4
リワード提供の即時性

事例

ステップ3
魅力的なリワードプログラムの開発

ステップ2
パーソナライズ化された保険商品の開発

ステップ1
健康リスクを算定する個人情報の収集
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Ⅰ. 顧客の行動が変わった

失われゆく顧客接点

「店に客が来なくなった」というクライ
アントの声を数年前からよく聞くように
なった。ある銀行では、5年前と比べる
とカウンターへの来店客は2割近く減少
したという。

一方、非対面の顧客接点に目を向ける
と、インターネット・バンキングの利用
者は全顧客中20%程度にとどまっている
（出所：「金融機関業務のシステム化に
関するアンケート調査結果（FISC）」）。
対面での顧客接点の不足を非対面で補う
には、現状のインターネット・バンキン
グの利用者数はあまりに不十分である。

顧客との接触は、年に1～2回の来店ある
いはATM/ダイレクトメール。インター
ネット経由で顧客に接触しようにも大半
の顧客のメールアドレスも携帯番号も分

からない、というのが各行の抱える共通
の課題認識ではないだろうか。

変わりゆく顧客

顧客に視点を移すと、2007年以降のス
マホの普及によりその行動様式は大きく
様変わりしている。

顧客は、①銀行の統制下にあるチャネル
（ホームページ／支店等）と銀行の統制
下にないチャネル（クチコミサイト等）
を自由に行き来し、②商品を比較の上選
択し、③クチコミを投稿し、④自分の体
験を発信するようになった。⑤クチコミ
や体験はつながりを通じて拡散され、⑥
時にはアウトバウンド広告の何倍もの効
果を発揮する。⑦また時には、企業とと
もに新たなサービスを作り上げる存在と
なった。（図表1）

ビジネスの主導権は顧客へ

顧客は常にネットにつながっており、購

買の意思決定に必要な客観情報はいつで
も手に入る。もはや顧客への提供情報を
企業はコントロールできず、主導権は顧
客側に移った。「BtoCビジネス」は
「CtoBビジネス（顧客志向型ビジネ
ス）」に転換したのである。

Ⅱ. 銀行も変わらなくてはならない
～銀行をデジタル化せよ

顧客の行動が大きく変わった今、来店前
提で設計されてきた商品 /サービス・
セールス・チャネルのあり方を抜本的に
見直す必要がある。これを銀行のデジタ
ル化と呼び、その道程には大きく3つの
チャレンジ「ロケーションフリー化」
「個別化」「”脱”銀行化」が控えてい
る。（図表2）

Lv1. ロケーションフリー化

デジタルバンク化の第一のチャレンジ
は、顧客がいつでも・どこにいても・ス
トレスなくサービス提供可能なロケー

ションフリーバンクになることである。
そのために重要なのは、①スマホを中心
とした顧客デバイスを最重要チャネルと
位置付ける、②顧客の総ネット会員化を
推進する、③店舗を軽量化し改革原資を
捻出する、の3点である。

①最重要チャネルであるスマホ等の顧客
デバイスでは、あらゆる商品の申込・取
引・相談等、フルサービスでストレスな
く提供できるようにする必要がある。例
えばポーランドのmBankは、ローンの申
込から入金までも含め、あらゆる取引を
信号待ちの30秒間で完結させるコンセプ
トでスマホバンキングを刷新した。

②顧客を総ネット会員化し顧客といつで
も・どこでもつながれるようにするに
は、魅力的なスマホアプリの開発、スマ
ホアプリが発行する取引時ワンタイムパ
スワードの必須化、店舗における操作案
内体制の整備・キャンペーン等の施策を
総動員する必要がある。

③店舗を軽量化するには、「対面でのフ
ルサービス提供」を与件とせず、目的を
絞りコストを従来の1～2割に抑えた店舗
をより多く・より顧客の近くに再配置す
る、といった発想で店舗改革を進める必
要がある。

デジタル時代への対応としてのロケー
ションフリー化は、既存顧客との関係を
維持する上で必須な対応といえる。

Lv2. 個別化

第二のチャレンジは、「この銀行は自分
のことを正しく理解してくれている、大
切にしてくれている」と思われるような
パーソナルバンクになることである。

重要なのは、①行動を一にする顧客セグ
メントの確立、②個客毎マーケティング
による顧客アプローチの精緻化、③チャ
ネル横断での顧客アプローチの仕組の整
備、の3点である。

①顧客の行動様式やライフステージ/ラ
イフスタイルを加味した「行動を一にす
るマイクロセグメント」はクロスセル提
案・離反防止等のあらゆる予測モデルの
ベースとなる重要な要素である。海外で
はセグメント定義や必要となるデータモ
デルの型が確立されてきており、日本に
おいても、こうした型を輸入し、予測モ
デルの高度化を図るべき時期に来ている。

②個客毎マーケティングとは、全ての顧
客に対し「今何をどこで提案すべきか、
今提案すべきことがなくても次はいつ何
を提案すべきか」を明らかにすることで
ある。商品毎マーケティングで見込み顧
客を抽出するだけでは提案のない顧客や
複数の提案が集中する顧客が出てきてし
まい、「自分のことを理解してくれてい
る、大切にしてくれている」という評価
は得られない。全ての顧客に対し意味あ
る提案をする準備を整えておくことは顧
客志向を追求する上で極めて重要である。

③提案を顧客に伝える手段の整備も必要
である。具体的には、顧客デバイス・
ATM・渉外タブレット・店頭端末等の
チャネルにメッセージ配信する機能、詳
細説明コンテンツを提示する機能、反応
検知の機能、メッセージやコンテンツを
本部ユーザが自由に登録する機能等が考
えられる。こうした仕組みにより顧客に
適切なタイミングで提案を行うととも
に、予測モデルを低コストで高速に検証
することが可能となる。

個別化は、顧客理解・関係深化を通じて
シェア・オブ・ウォレットを獲得する上
での必須の取組みと言える。

Lv3.“脱”銀行化

第三のチャレンジは、「この銀行は自分
の真のニーズを満たしてくれる」と思わ
れるようなサービスカンパニーになるこ
とである。

重要なのは、金融ニーズの先にあるモ
ノ・コト・体験ニーズを見据え、異業種
を巻き込みながらワンストップでソ
リューションを提供することである。

例えば、住宅ローンの先にある「快適な
住環境を手に入れたい」というニーズを
見据えた場合、そこには、住む場所・物
件・内装・家具・保険・アフターメンテ
ナンス等、膨大な検討事項が控えてい
る。オーストラリアのコモンウェルス銀
行では、住まい選びに役立つ各種情報の
提供、物件紹介のスマホアプリの提供
等、ワンストップでのニーズ充足を志向
した取組を実際に行っており参考になる。

 “脱”銀行化は、圧倒的な差別化を生み出
したり、従来の顧客基盤を活かしながら
新たな収益源を獲得する上での必須の取
組みと言える。

Ⅲ. デジタル化の実現に向けて

銀行のデジタル化を実現するには、これ
までの「当たり前」をいかに打破してい
くかがカギとなる。必要なスキルも、新
技術/サービスへの理解、デジタルマー
ケティングへの理解、戦略立案／システ
ム化構想立案能力、ユーザエクスペリエ
ンス・デザイン思考・プロトタイピング
開発能力等、多様である。このような難
プログラムを実現するため、海外では、
経営直轄で内外の人材を専担組織に集約
し推進しており、是非参考にすべきであ
ろう。

海外のＩRの席上では「貴行のデジタル
戦略は何か」が必ず問われると聞く。デ
ジタルな時代・変容した顧客に対し、既
存のコアビジネスをいつまでにどのよう
に適応/高度化させていくのか。本邦に
おいても、期限ある道程を描くタイミン
グに来ている。

デジタル時代に求められる金融機関の新たな価値
～デジタル・ライフ・アドバイザリー

Ⅰ. デジタル・イノベーション時代に
求められる提供価値

Ⅰ-1.デジタル・イノベーションがもたら
すビジネス環境の変化とインパクト

IoT（Internet of Thins / モノのインター
ネット）やAI（Artificial Intelligence / 人
工知能）に代表される、新たなテクノロ
ジーがもたらす未来について、様々な場
で議論がなされている。例えばワール
ド・エコノミック・フォーラムでは、弊
社が提唱したデジタル・イノベーション
が引き起こすビジネス環境の変化とし
て、3点を挙げている。
－Products and services to experiences
（モノから体験へ）
－Hyper-personalization（顧客に合わせ
た究極のカスタマイゼーション）
－Ownership to access（所有から利用へ）
このようなビジネス環境の変化は、実体
経済にも次の変化をもたらすであろう。
－消費行動の変容：高額なモノを「購
入」するのではなく、「レンタル」して
体験を楽しむ 

－流通における中間マージンの減少：顧
客とメーカーが直接的に結びつく
－メーカーにおける在庫の減少：注文さ
れてから製造する
こうした変化は、金融業界にも、貸出額
の減少や保険対象となるリスクプールの
減少といった影響をもたらす可能性がある。

またGAFA（Google・Amazon・Facebook・
Apple）に代表されるような、顧客の欲
求サイドに立ったプラットフォーマーや
スタートアップが勢いを増している。こ
のようなプレイヤーは、従来の供給者の
役割を越えて、消費者・顧客目線でサー
ビスを提供することで顧客基盤を拡大し
ている。そのため彼らと競争する企業に
も、より消費者・顧客目線でのサービス
提供が求められる状況になっている。

Ⅰ-2.金融機関が提供すべき価値

前述のようにビジネス環境が変化する中
では、金融機関が提供すべき価値も変化
を遂げなければならない。

従来の金融サービスは、顧客のモノ・コ
トに対する需要に紐づき、個々の需要発
生後にサービスを提供してきた。しかし
それでは、顧客の需要が減少した場合に
は金融サービスの提供機会も減少するこ
とになる。また消費者は、需要発生後の
時間がない中で意思決定を強いられるた
め、価格を重視した意思決定にならざる
を得ない。その結果、金融商品・サービ
スは価格競争に陥ることになる。このよ
うな状況を回避するためには、金融機関
はどのようなビジネスモデルを目指すべ
きなのだろうか。

Ⅱ.目指すべきビジネスモデル

Ⅱ-1.目指すべきビジネスモデル
―デジタル・ライフ・アドバイザリ―
顧客の本質的欲求を引き起こし満たすた
めには、顧客のライフデザインを理解
し、顧客が「叶えたいこと」に対して金
融領域のみならず非金融領域も含んだ商
品・サービスを提供する必要がある。そ
れをデジタル・テクノロジーで実現する

「フィンテック」を始めとするデジタル・イノベーションが
金融業界を賑わしている。個々のデジタル・テクノロジーの
活用に関する議論は活発であるが、今後は金融機関のビジネ
ス自体がどのように変わるべきかという本質的な議論に焦点
をあてる必要がある。

デジタル・イノベーション時代には、消費行動や企業行動な
ど経済の在り方が変貌する可能性があり、それに合わせた新
たな金融ビジネスを構築する必要がある。まさに、新たな時
代に即した金融サービスの「文明開化」が求められている。

本稿では、デジタル・イノベーション時代における、金融機
関が提供すべき新たな価値について考察を行い、その一つの
形として「デジタル・ライフ・アドバイザリー」というビジ
ネスの在り方を提案したい。

近藤　龍司

2006年　アクセンチュア㈱入社
金融サービス本部　　
シニア・マネジャー

小林　啓倫

2016年　アクセンチュア㈱入社
金融サービス本部　　
マネジャー

のが「デジタル・ライフ・アドバイザ
リー」の考え方である。

これまでも顧客のライフイベントを捉え
て各局面で商品・サービスを提供する手
法は存在したが、その範囲は金融に限定
されており、非金融まで含めた「叶えた
いこと」へのアドバイスは不十分であっ
た。例えば一部の富裕層には非金融まで
踏み込んだサービスがあるものの、高度
な知識・経験をもった限られたハイスキ
ルな担当者でなければサービスを提供で
きなかった。

一方、デジタル・ライフ・アドバイザ
リーは、デジタル・テクノロジーを活用
の上、顧客の人生を一連の「線」として
捉えてサービスを提供する。従来型のビ
ジネスに対し主に次の3点が異なる（図
表1）。
－提供価値の範囲：銀・信・証・保の垣
根を越えた金融サービス、さらには非金
融商品・サービス・情報まで提供するこ
と。加えて、顧客の非金融資産も取り扱
い対象とすること

－提供タイミング：非金融商品まで踏み
込んだサービス提供により、顧客が自身
の潜在ニーズに「気付く」段階から関与
すること
－提供可能な顧客対象：デジタル・テク
ノロジーを活用し、非金融商品までカ
バーする知識・経験を、従来の富裕層・
マス富裕層のみならずマスリテール層に
まで提供すること

具体的には、顧客とともにライフプラン
を設計する際、ライフイベントのみなら
ず人生全体を通じたライフニーズを踏ま
え、顧客の本質的欲求を洗い出していく
ことが必要である。

また、従来のように顧客が自身のニーズ
を「叶える」段階になってからアプロー
チするのではなく、顧客がそれに「気付
く」段階から関係性を築いていくことが
重要である。

例えば、賃貸住宅に住む顧客に対して、
賃貸 vs持家での家計シミュレーション
を提供する、同一世代で持家に住む人々

のライフスタイルを紹介して住宅購入に
関心をもたせる等。そして顧客が気付い
たニーズを「叶える」段階まで金融・非
金融商品・サービスを織り交ぜながらサ
ポートし、「快適な住環境」を叶えると
いう体験を提供するのである。（図表
2）。その後は顧客が得た非金融資産に
対し、活用・共有・売却のサポートを実
施することが必要になる。

Ⅱ-2.「金融機関ならでは」のケイパビリ
ティに基づく価値

このような価値を提供する場合に金融機
関はその中心となり得るのだろうか。
「金融機関ならでは」のケイパビリティ
として次のことが挙げられる。
a.顧客のリスクを測る力（与信力・引受力）
b.顧客のマネーフローや資産に関する情
報およびそれを推定する力
c.顧客のリスク志向を把握する力
d.顧客の消費内容を把握・推定する力
e.マーケットや企業動向を洞察する力
f. 様々な企業・顧客との取引基盤

金融機関はこのようなケイパビリティを
活用することでデジタル・ライフ・アド
バイザリーによる価値提供ができるので
はないか。一方で、非金融商品の情報は
外部連携によって取得する必要があるた
め、これからの金融機関はオープンなカ
ルチャー・業務・システム基盤をもつこ
とが求められる。

当然ながら、金融機関のタイプによりデ
ジタル・ライフ・アドバイザリーの実現
に必要な要件は異なる。メガフィナン
シャルグループに代表されるような、自
社商品だけでなく他社金融商品（証・
保）を自社チャネルにて販売する企業
は、デジタル・ライフ・アドバイザリー
に関して親和性は高いものの、今後は非
金融商品を取り込んだ上で、商品軸でな
く顧客軸でのオペレーティングモデル設
計が必要となるであろう。一方で、単一
金融商品のみを自社チャネルで販売して
いる金融機関は、そもそも金融サービス
の統合・非金融商品の取組みに踏み込む
意思決定とチャネル力の大幅な強化が必

要となる。また自社商品を他企業チャネ
ル主体で販売している企業は、「叶えた
いこと」を意識した、非金融・他金融商
品ともに組成・販売されるような商品
サービスを提供しなければならない。

Ⅱ-3.デジタル・ライフ・アドバイザ
リーを支えるテクノロジー

デジタル・ライフ・アドバイザリーを支
えるテクノロジーの要件として、3点挙
げられる。
－オープン：自社金融商品・他社金融商
品だけでなく非金融までつなげること。
また、自社金融商品については、API
（Application Program Interface）等の
技術を活用し、有力な販売業者に容易に
つながること
－コネクテッド：販売担当者や顧客が常
に情報を共有しながらライフデザインを
行うためクラウド等を活用すること
－インサイトフル：デジタル・ライフ・
アドバイザリーは販売担当者の知見をサ
ポートする必要があるため、アナリティ

クスやAI、そのインプット収集のための
センサー技術やソーシャルに取組むこと

Ⅲ. ビジネスモデルの転換に向けて

本稿では、デジタル・イノベーションが
もたらす新たな時代において求められる
価値と、その方向性の一つであるデジタ
ル・ライフ・アドバイザリーに関して言
及を行った。実際のビジネスモデルの転
換に向けては、大胆な改革が必要となる
であろう。しかし、海外金融機関を含む
ライバルはデジタル・テクノロジーに積
極投資し、その力を活用しようとしてい
る。日本では、個々のデジタル・テクノ
ロジーに関する議論が多いが、本質的に
はどのようなビジネスモデルを実現した
いのかを議論すべきである。この機会
に、デジタル・テクノロジーがもたらす
様々な恩恵と自社の強みを組み合わせた
ビジネスモデルの議論をしてはいかがだ
ろうか。弊社もその一助となれば幸いで
ある。
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が引き起こすビジネス環境の変化とし
て、3点を挙げている。
－Products and services to experiences
（モノから体験へ）
－Hyper-personalization（顧客に合わせ
た究極のカスタマイゼーション）
－Ownership to access（所有から利用へ）
このようなビジネス環境の変化は、実体
経済にも次の変化をもたらすであろう。
－消費行動の変容：高額なモノを「購
入」するのではなく、「レンタル」して
体験を楽しむ 

－流通における中間マージンの減少：顧
客とメーカーが直接的に結びつく
－メーカーにおける在庫の減少：注文さ
れてから製造する
こうした変化は、金融業界にも、貸出額
の減少や保険対象となるリスクプールの
減少といった影響をもたらす可能性がある。

またGAFA（Google・Amazon・Facebook・
Apple）に代表されるような、顧客の欲
求サイドに立ったプラットフォーマーや
スタートアップが勢いを増している。こ
のようなプレイヤーは、従来の供給者の
役割を越えて、消費者・顧客目線でサー
ビスを提供することで顧客基盤を拡大し
ている。そのため彼らと競争する企業に
も、より消費者・顧客目線でのサービス
提供が求められる状況になっている。

Ⅰ-2.金融機関が提供すべき価値

前述のようにビジネス環境が変化する中
では、金融機関が提供すべき価値も変化
を遂げなければならない。

従来の金融サービスは、顧客のモノ・コ
トに対する需要に紐づき、個々の需要発
生後にサービスを提供してきた。しかし
それでは、顧客の需要が減少した場合に
は金融サービスの提供機会も減少するこ
とになる。また消費者は、需要発生後の
時間がない中で意思決定を強いられるた
め、価格を重視した意思決定にならざる
を得ない。その結果、金融商品・サービ
スは価格競争に陥ることになる。このよ
うな状況を回避するためには、金融機関
はどのようなビジネスモデルを目指すべ
きなのだろうか。

Ⅱ.目指すべきビジネスモデル

Ⅱ-1.目指すべきビジネスモデル
―デジタル・ライフ・アドバイザリ―
顧客の本質的欲求を引き起こし満たすた
めには、顧客のライフデザインを理解
し、顧客が「叶えたいこと」に対して金
融領域のみならず非金融領域も含んだ商
品・サービスを提供する必要がある。そ
れをデジタル・テクノロジーで実現する
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のが「デジタル・ライフ・アドバイザ
リー」の考え方である。

これまでも顧客のライフイベントを捉え
て各局面で商品・サービスを提供する手
法は存在したが、その範囲は金融に限定
されており、非金融まで含めた「叶えた
いこと」へのアドバイスは不十分であっ
た。例えば一部の富裕層には非金融まで
踏み込んだサービスがあるものの、高度
な知識・経験をもった限られたハイスキ
ルな担当者でなければサービスを提供で
きなかった。

一方、デジタル・ライフ・アドバイザ
リーは、デジタル・テクノロジーを活用
の上、顧客の人生を一連の「線」として
捉えてサービスを提供する。従来型のビ
ジネスに対し主に次の3点が異なる（図
表1）。
－提供価値の範囲：銀・信・証・保の垣
根を越えた金融サービス、さらには非金
融商品・サービス・情報まで提供するこ
と。加えて、顧客の非金融資産も取り扱
い対象とすること

－提供タイミング：非金融商品まで踏み
込んだサービス提供により、顧客が自身
の潜在ニーズに「気付く」段階から関与
すること
－提供可能な顧客対象：デジタル・テク
ノロジーを活用し、非金融商品までカ
バーする知識・経験を、従来の富裕層・
マス富裕層のみならずマスリテール層に
まで提供すること

具体的には、顧客とともにライフプラン
を設計する際、ライフイベントのみなら
ず人生全体を通じたライフニーズを踏ま
え、顧客の本質的欲求を洗い出していく
ことが必要である。

また、従来のように顧客が自身のニーズ
を「叶える」段階になってからアプロー
チするのではなく、顧客がそれに「気付
く」段階から関係性を築いていくことが
重要である。

例えば、賃貸住宅に住む顧客に対して、
賃貸 vs持家での家計シミュレーション
を提供する、同一世代で持家に住む人々

のライフスタイルを紹介して住宅購入に
関心をもたせる等。そして顧客が気付い
たニーズを「叶える」段階まで金融・非
金融商品・サービスを織り交ぜながらサ
ポートし、「快適な住環境」を叶えると
いう体験を提供するのである。（図表
2）。その後は顧客が得た非金融資産に
対し、活用・共有・売却のサポートを実
施することが必要になる。

Ⅱ-2.「金融機関ならでは」のケイパビリ
ティに基づく価値

このような価値を提供する場合に金融機
関はその中心となり得るのだろうか。
「金融機関ならでは」のケイパビリティ
として次のことが挙げられる。
a.顧客のリスクを測る力（与信力・引受力）
b.顧客のマネーフローや資産に関する情
報およびそれを推定する力
c.顧客のリスク志向を把握する力
d.顧客の消費内容を把握・推定する力
e.マーケットや企業動向を洞察する力
f. 様々な企業・顧客との取引基盤

金融機関はこのようなケイパビリティを
活用することでデジタル・ライフ・アド
バイザリーによる価値提供ができるので
はないか。一方で、非金融商品の情報は
外部連携によって取得する必要があるた
め、これからの金融機関はオープンなカ
ルチャー・業務・システム基盤をもつこ
とが求められる。

当然ながら、金融機関のタイプによりデ
ジタル・ライフ・アドバイザリーの実現
に必要な要件は異なる。メガフィナン
シャルグループに代表されるような、自
社商品だけでなく他社金融商品（証・
保）を自社チャネルにて販売する企業
は、デジタル・ライフ・アドバイザリー
に関して親和性は高いものの、今後は非
金融商品を取り込んだ上で、商品軸でな
く顧客軸でのオペレーティングモデル設
計が必要となるであろう。一方で、単一
金融商品のみを自社チャネルで販売して
いる金融機関は、そもそも金融サービス
の統合・非金融商品の取組みに踏み込む
意思決定とチャネル力の大幅な強化が必

要となる。また自社商品を他企業チャネ
ル主体で販売している企業は、「叶えた
いこと」を意識した、非金融・他金融商
品ともに組成・販売されるような商品
サービスを提供しなければならない。

Ⅱ-3.デジタル・ライフ・アドバイザ
リーを支えるテクノロジー

デジタル・ライフ・アドバイザリーを支
えるテクノロジーの要件として、3点挙
げられる。
－オープン：自社金融商品・他社金融商
品だけでなく非金融までつなげること。
また、自社金融商品については、API
（Application Program Interface）等の
技術を活用し、有力な販売業者に容易に
つながること
－コネクテッド：販売担当者や顧客が常
に情報を共有しながらライフデザインを
行うためクラウド等を活用すること
－インサイトフル：デジタル・ライフ・
アドバイザリーは販売担当者の知見をサ
ポートする必要があるため、アナリティ

クスやAI、そのインプット収集のための
センサー技術やソーシャルに取組むこと

Ⅲ. ビジネスモデルの転換に向けて

本稿では、デジタル・イノベーションが
もたらす新たな時代において求められる
価値と、その方向性の一つであるデジタ
ル・ライフ・アドバイザリーに関して言
及を行った。実際のビジネスモデルの転
換に向けては、大胆な改革が必要となる
であろう。しかし、海外金融機関を含む
ライバルはデジタル・テクノロジーに積
極投資し、その力を活用しようとしてい
る。日本では、個々のデジタル・テクノ
ロジーに関する議論が多いが、本質的に
はどのようなビジネスモデルを実現した
いのかを議論すべきである。この機会
に、デジタル・テクノロジーがもたらす
様々な恩恵と自社の強みを組み合わせた
ビジネスモデルの議論をしてはいかがだ
ろうか。弊社もその一助となれば幸いで
ある。

図表1. デジタル・イノベーション時代に金融機関に求められる戦い方

従来の金融機関の戦い方 これからの金融機関に求められる戦い方

考え方

提供価値の
範囲

提供
タイミング

提供可能な
顧客対象

デジタル・イノベーション時代におけるエコノミーの変化
• Products and services to experiences（モノから体験へ）
• Hyper-personalization（顧客ニーズに合わせたカスタマイゼーション）
• Ownership to access（所有から利用へ）

デジタル・イノベーションを体現するプレイヤーの隆盛
• GAFAをはじめとしたプラットフォーマーやスタートアップの勃興

• 顧客が自らニーズに気付き、金融商品・サービスを検討
• 顧客の個々の需要発生直後の局面でのみ商品・サービス
を提供

• 顧客とのライフデザインと本質的欲求への理解によって、
金融機関がニーズを喚起
• 顧客の人生を線で捉え、都度ニーズを顕在化させながら、価
値を提供

• 銀・信・証・保の垣根を越えた金融コンバージェンス
• 「叶えたいこと」をサポートする非金融商品・ 
  サービス・情報の提供

• 顧客が自身の潜在ニーズに「気付く」段階から
  継続的に関与

• 富裕層・マス富裕層に加えマスリテール層も対象
（デジタル・テクノロジーの活用により、 
  広範囲に対象拡大）

• 個別の金融サービス（銀・信・証・保）を 
  バラバラに提供

• ライフプランニング・コンサルティングは
  富裕層・マス富裕層を中心に実施 
（コスト面・人材面での制約から）

• 顧客ニーズ発露後の局面のみ関与
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Ⅰ. デジタル・イノベーション時代に
求められる提供価値

Ⅰ-1.デジタル・イノベーションがもたら
すビジネス環境の変化とインパクト

IoT（Internet of Thins / モノのインター
ネット）やAI（Artificial Intelligence / 人
工知能）に代表される、新たなテクノロ
ジーがもたらす未来について、様々な場
で議論がなされている。例えばワール
ド・エコノミック・フォーラムでは、弊
社が提唱したデジタル・イノベーション
が引き起こすビジネス環境の変化とし
て、3点を挙げている。
－Products and services to experiences
（モノから体験へ）
－Hyper-personalization（顧客に合わせ
た究極のカスタマイゼーション）
－Ownership to access（所有から利用へ）
このようなビジネス環境の変化は、実体
経済にも次の変化をもたらすであろう。
－消費行動の変容：高額なモノを「購
入」するのではなく、「レンタル」して
体験を楽しむ 

－流通における中間マージンの減少：顧
客とメーカーが直接的に結びつく
－メーカーにおける在庫の減少：注文さ
れてから製造する
こうした変化は、金融業界にも、貸出額
の減少や保険対象となるリスクプールの
減少といった影響をもたらす可能性がある。

またGAFA（Google・Amazon・Facebook・
Apple）に代表されるような、顧客の欲
求サイドに立ったプラットフォーマーや
スタートアップが勢いを増している。こ
のようなプレイヤーは、従来の供給者の
役割を越えて、消費者・顧客目線でサー
ビスを提供することで顧客基盤を拡大し
ている。そのため彼らと競争する企業に
も、より消費者・顧客目線でのサービス
提供が求められる状況になっている。

Ⅰ-2.金融機関が提供すべき価値

前述のようにビジネス環境が変化する中
では、金融機関が提供すべき価値も変化
を遂げなければならない。

従来の金融サービスは、顧客のモノ・コ
トに対する需要に紐づき、個々の需要発
生後にサービスを提供してきた。しかし
それでは、顧客の需要が減少した場合に
は金融サービスの提供機会も減少するこ
とになる。また消費者は、需要発生後の
時間がない中で意思決定を強いられるた
め、価格を重視した意思決定にならざる
を得ない。その結果、金融商品・サービ
スは価格競争に陥ることになる。このよ
うな状況を回避するためには、金融機関
はどのようなビジネスモデルを目指すべ
きなのだろうか。

Ⅱ.目指すべきビジネスモデル

Ⅱ-1.目指すべきビジネスモデル
―デジタル・ライフ・アドバイザリ―
顧客の本質的欲求を引き起こし満たすた
めには、顧客のライフデザインを理解
し、顧客が「叶えたいこと」に対して金
融領域のみならず非金融領域も含んだ商
品・サービスを提供する必要がある。そ
れをデジタル・テクノロジーで実現する

© 2016 Accenture All rights reserved. 

のが「デジタル・ライフ・アドバイザ
リー」の考え方である。

これまでも顧客のライフイベントを捉え
て各局面で商品・サービスを提供する手
法は存在したが、その範囲は金融に限定
されており、非金融まで含めた「叶えた
いこと」へのアドバイスは不十分であっ
た。例えば一部の富裕層には非金融まで
踏み込んだサービスがあるものの、高度
な知識・経験をもった限られたハイスキ
ルな担当者でなければサービスを提供で
きなかった。

一方、デジタル・ライフ・アドバイザ
リーは、デジタル・テクノロジーを活用
の上、顧客の人生を一連の「線」として
捉えてサービスを提供する。従来型のビ
ジネスに対し主に次の3点が異なる（図
表1）。
－提供価値の範囲：銀・信・証・保の垣
根を越えた金融サービス、さらには非金
融商品・サービス・情報まで提供するこ
と。加えて、顧客の非金融資産も取り扱
い対象とすること

－提供タイミング：非金融商品まで踏み
込んだサービス提供により、顧客が自身
の潜在ニーズに「気付く」段階から関与
すること
－提供可能な顧客対象：デジタル・テク
ノロジーを活用し、非金融商品までカ
バーする知識・経験を、従来の富裕層・
マス富裕層のみならずマスリテール層に
まで提供すること

具体的には、顧客とともにライフプラン
を設計する際、ライフイベントのみなら
ず人生全体を通じたライフニーズを踏ま
え、顧客の本質的欲求を洗い出していく
ことが必要である。

また、従来のように顧客が自身のニーズ
を「叶える」段階になってからアプロー
チするのではなく、顧客がそれに「気付
く」段階から関係性を築いていくことが
重要である。

例えば、賃貸住宅に住む顧客に対して、
賃貸 vs持家での家計シミュレーション
を提供する、同一世代で持家に住む人々

のライフスタイルを紹介して住宅購入に
関心をもたせる等。そして顧客が気付い
たニーズを「叶える」段階まで金融・非
金融商品・サービスを織り交ぜながらサ
ポートし、「快適な住環境」を叶えると
いう体験を提供するのである。（図表
2）。その後は顧客が得た非金融資産に
対し、活用・共有・売却のサポートを実
施することが必要になる。

Ⅱ-2.「金融機関ならでは」のケイパビリ
ティに基づく価値

このような価値を提供する場合に金融機
関はその中心となり得るのだろうか。
「金融機関ならでは」のケイパビリティ
として次のことが挙げられる。
a.顧客のリスクを測る力（与信力・引受力）
b.顧客のマネーフローや資産に関する情
報およびそれを推定する力
c.顧客のリスク志向を把握する力
d.顧客の消費内容を把握・推定する力
e.マーケットや企業動向を洞察する力
f. 様々な企業・顧客との取引基盤

金融機関はこのようなケイパビリティを
活用することでデジタル・ライフ・アド
バイザリーによる価値提供ができるので
はないか。一方で、非金融商品の情報は
外部連携によって取得する必要があるた
め、これからの金融機関はオープンなカ
ルチャー・業務・システム基盤をもつこ
とが求められる。

当然ながら、金融機関のタイプによりデ
ジタル・ライフ・アドバイザリーの実現
に必要な要件は異なる。メガフィナン
シャルグループに代表されるような、自
社商品だけでなく他社金融商品（証・
保）を自社チャネルにて販売する企業
は、デジタル・ライフ・アドバイザリー
に関して親和性は高いものの、今後は非
金融商品を取り込んだ上で、商品軸でな
く顧客軸でのオペレーティングモデル設
計が必要となるであろう。一方で、単一
金融商品のみを自社チャネルで販売して
いる金融機関は、そもそも金融サービス
の統合・非金融商品の取組みに踏み込む
意思決定とチャネル力の大幅な強化が必

要となる。また自社商品を他企業チャネ
ル主体で販売している企業は、「叶えた
いこと」を意識した、非金融・他金融商
品ともに組成・販売されるような商品
サービスを提供しなければならない。

Ⅱ-3.デジタル・ライフ・アドバイザ
リーを支えるテクノロジー

デジタル・ライフ・アドバイザリーを支
えるテクノロジーの要件として、3点挙
げられる。
－オープン：自社金融商品・他社金融商
品だけでなく非金融までつなげること。
また、自社金融商品については、API
（Application Program Interface）等の
技術を活用し、有力な販売業者に容易に
つながること
－コネクテッド：販売担当者や顧客が常
に情報を共有しながらライフデザインを
行うためクラウド等を活用すること
－インサイトフル：デジタル・ライフ・
アドバイザリーは販売担当者の知見をサ
ポートする必要があるため、アナリティ

クスやAI、そのインプット収集のための
センサー技術やソーシャルに取組むこと

Ⅲ. ビジネスモデルの転換に向けて

本稿では、デジタル・イノベーションが
もたらす新たな時代において求められる
価値と、その方向性の一つであるデジタ
ル・ライフ・アドバイザリーに関して言
及を行った。実際のビジネスモデルの転
換に向けては、大胆な改革が必要となる
であろう。しかし、海外金融機関を含む
ライバルはデジタル・テクノロジーに積
極投資し、その力を活用しようとしてい
る。日本では、個々のデジタル・テクノ
ロジーに関する議論が多いが、本質的に
はどのようなビジネスモデルを実現した
いのかを議論すべきである。この機会
に、デジタル・テクノロジーがもたらす
様々な恩恵と自社の強みを組み合わせた
ビジネスモデルの議論をしてはいかがだ
ろうか。弊社もその一助となれば幸いで
ある。

図表2. デジタル・ライフ・アドバイザリーの一例（快適な住環境）

顧
客
の

本
質
的
欲
求
例

（「
叶
え
た
い
こ
と
」）

本人

快適な住環境

愛情ある子育て

心豊かな毎日

妻

子

結婚・出産

結婚・出産

定年退職

誕生 小学校入学 中学校入学 大学入学

60才55才47才41才35才

30才 36才 42才 50才 55才

25才18才12才6才0才

賃貸住居

カーライフ 家族旅行 文化・芸術 の嗜み 孫との生活

塾・受験 私立中高進学 大学・ 留学

都心マンション 郊外一戸建て住替 バリアフリー住居 老人ホーム

ライフプラン

快適な住環境 - 都心マンション購入

「叶える」までのステップ 顧客心理の変化 金融商品・サービス 非金融商品・サービス

本質的欲求を満たすために提供すべきもの

変化前 変化後

気付く

計画する

準備する

叶える

なんとなく賃貸

子供が小さい間は
勤務先に近い
都心の物件がいい

家賃を払い続けることは 
もったいないと
気付いた

XXエリアで購入するには
XX万円程度必要なことが

分かった

購入したい物件の
目星がついた / 

XX万円を準備できた

インテリアまで含めて
お得に購入できた

購入のために
X年後までに
XX万円貯めたい

お得に購入したい

• 賃貸 vs 持家での
  家計・資産ライフシミュレーション
• 持家物件案内

• 似たような属性（家族構成・年収・勤務先）
購入者の購入エリア
• 現在・将来年収・将来資産性
  から見た購入すべき物件

• 収入アップのためのスキルアップ・転職情報
• 頭金形成のための節約術

• お得なインテリアオプション
• 物件価格・金利含めた最適購入時期案内

• 頭金形成のための財形商品

• －

• －

• 次のライフイベントに備えた 
  家計・資産設計（保険見直し等）

幼児 教育
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最近話題のプロジェクト

（略）　ST：ストラテジー、CS：コンサルティング、DG：デジタル、TC：テクノロジー

案件概要 CS DG TCST

○

○ ○

○○ ○

○ ○

○

○

○

○

○○

○○

○○

○

○

○

○

○

○

○

業態

銀行

証券

保険

その他

デジタル技術革新は金融業界に大きなインパクトをもたらしており、
顧客接点改革、オペレーションの合理化、新しいサービス開発等の企
画や実行支援について、多岐にわたるご支援を実施しております。ま
た、デジタルイノベーションは、「人」の役割の再定義を促す側面も
あり、新たな人材像の定義や、採用・育成にかかる支援も増えており
ます。業界を問わず、部門横断の大規模プログラムを複数推進する必
要性が高まっています。弊社は、グローバルワイドの経験に基づく知
見を最大活用し、お客様のパートナーとして、より一層のご支援を行
いたいと考えております。

リテール顧客向けの商品・サービスイノベーション創出支援

デジタル技術を活用したマーケティングモデルの再構築・高度化

デジタルバンク化に向けた新セールス支援システムの導入・活用推進

B2Cアプリの非金融データ分析によるマーケティング高度化

バーゼル等規制対応に関する計画策定・IT整備支援

グローバル人事ソリューション刷新の調査・計画立案支援

misysを活用したエクイティ・デリバティブスの新規システム構築支援

パフォーマンス発揮を促し、評価や処遇の適正化を図る人事制度改革

情報系基盤を活用したリテール営業推進レポートの企画・開発・定着
化支援

生命保険会社におけるイノベーション戦略の立案

新規ビジネス・サービスに関するCXに基づいたマーケティング全体戦
略の構想立案

海外子会社のタレントマネジメントシステムの導入・共通化

損害保険会社における情報系システム（DWH・BI）の導入計画立案

タレントマネジメント機能拡充・グローバル展開の計画立案支援

カード 日本のカード決済端末インフラの整備に関する方針検討

法人カード事業成長戦略・足元改革計画策定

財務省向け外債取引等管理システム更改支援

Ⅰ. デジタル・イノベーション時代に
求められる提供価値

Ⅰ-1.デジタル・イノベーションがもたら
すビジネス環境の変化とインパクト

IoT（Internet of Thins / モノのインター
ネット）やAI（Artificial Intelligence / 人
工知能）に代表される、新たなテクノロ
ジーがもたらす未来について、様々な場
で議論がなされている。例えばワール
ド・エコノミック・フォーラムでは、弊
社が提唱したデジタル・イノベーション
が引き起こすビジネス環境の変化とし
て、3点を挙げている。
－Products and services to experiences
（モノから体験へ）
－Hyper-personalization（顧客に合わせ
た究極のカスタマイゼーション）
－Ownership to access（所有から利用へ）
このようなビジネス環境の変化は、実体
経済にも次の変化をもたらすであろう。
－消費行動の変容：高額なモノを「購
入」するのではなく、「レンタル」して
体験を楽しむ 

－流通における中間マージンの減少：顧
客とメーカーが直接的に結びつく
－メーカーにおける在庫の減少：注文さ
れてから製造する
こうした変化は、金融業界にも、貸出額
の減少や保険対象となるリスクプールの
減少といった影響をもたらす可能性がある。

またGAFA（Google・Amazon・Facebook・
Apple）に代表されるような、顧客の欲
求サイドに立ったプラットフォーマーや
スタートアップが勢いを増している。こ
のようなプレイヤーは、従来の供給者の
役割を越えて、消費者・顧客目線でサー
ビスを提供することで顧客基盤を拡大し
ている。そのため彼らと競争する企業に
も、より消費者・顧客目線でのサービス
提供が求められる状況になっている。

Ⅰ-2.金融機関が提供すべき価値

前述のようにビジネス環境が変化する中
では、金融機関が提供すべき価値も変化
を遂げなければならない。

従来の金融サービスは、顧客のモノ・コ
トに対する需要に紐づき、個々の需要発
生後にサービスを提供してきた。しかし
それでは、顧客の需要が減少した場合に
は金融サービスの提供機会も減少するこ
とになる。また消費者は、需要発生後の
時間がない中で意思決定を強いられるた
め、価格を重視した意思決定にならざる
を得ない。その結果、金融商品・サービ
スは価格競争に陥ることになる。このよ
うな状況を回避するためには、金融機関
はどのようなビジネスモデルを目指すべ
きなのだろうか。

Ⅱ.目指すべきビジネスモデル

Ⅱ-1.目指すべきビジネスモデル
―デジタル・ライフ・アドバイザリ―
顧客の本質的欲求を引き起こし満たすた
めには、顧客のライフデザインを理解
し、顧客が「叶えたいこと」に対して金
融領域のみならず非金融領域も含んだ商
品・サービスを提供する必要がある。そ
れをデジタル・テクノロジーで実現する

のが「デジタル・ライフ・アドバイザ
リー」の考え方である。

これまでも顧客のライフイベントを捉え
て各局面で商品・サービスを提供する手
法は存在したが、その範囲は金融に限定
されており、非金融まで含めた「叶えた
いこと」へのアドバイスは不十分であっ
た。例えば一部の富裕層には非金融まで
踏み込んだサービスがあるものの、高度
な知識・経験をもった限られたハイスキ
ルな担当者でなければサービスを提供で
きなかった。

一方、デジタル・ライフ・アドバイザ
リーは、デジタル・テクノロジーを活用
の上、顧客の人生を一連の「線」として
捉えてサービスを提供する。従来型のビ
ジネスに対し主に次の3点が異なる（図
表1）。
－提供価値の範囲：銀・信・証・保の垣
根を越えた金融サービス、さらには非金
融商品・サービス・情報まで提供するこ
と。加えて、顧客の非金融資産も取り扱
い対象とすること

－提供タイミング：非金融商品まで踏み
込んだサービス提供により、顧客が自身
の潜在ニーズに「気付く」段階から関与
すること
－提供可能な顧客対象：デジタル・テク
ノロジーを活用し、非金融商品までカ
バーする知識・経験を、従来の富裕層・
マス富裕層のみならずマスリテール層に
まで提供すること

具体的には、顧客とともにライフプラン
を設計する際、ライフイベントのみなら
ず人生全体を通じたライフニーズを踏ま
え、顧客の本質的欲求を洗い出していく
ことが必要である。

また、従来のように顧客が自身のニーズ
を「叶える」段階になってからアプロー
チするのではなく、顧客がそれに「気付
く」段階から関係性を築いていくことが
重要である。

例えば、賃貸住宅に住む顧客に対して、
賃貸 vs持家での家計シミュレーション
を提供する、同一世代で持家に住む人々

のライフスタイルを紹介して住宅購入に
関心をもたせる等。そして顧客が気付い
たニーズを「叶える」段階まで金融・非
金融商品・サービスを織り交ぜながらサ
ポートし、「快適な住環境」を叶えると
いう体験を提供するのである。（図表
2）。その後は顧客が得た非金融資産に
対し、活用・共有・売却のサポートを実
施することが必要になる。

Ⅱ-2.「金融機関ならでは」のケイパビリ
ティに基づく価値

このような価値を提供する場合に金融機
関はその中心となり得るのだろうか。
「金融機関ならでは」のケイパビリティ
として次のことが挙げられる。
a.顧客のリスクを測る力（与信力・引受力）
b.顧客のマネーフローや資産に関する情
報およびそれを推定する力
c.顧客のリスク志向を把握する力
d.顧客の消費内容を把握・推定する力
e.マーケットや企業動向を洞察する力
f. 様々な企業・顧客との取引基盤

金融機関はこのようなケイパビリティを
活用することでデジタル・ライフ・アド
バイザリーによる価値提供ができるので
はないか。一方で、非金融商品の情報は
外部連携によって取得する必要があるた
め、これからの金融機関はオープンなカ
ルチャー・業務・システム基盤をもつこ
とが求められる。

当然ながら、金融機関のタイプによりデ
ジタル・ライフ・アドバイザリーの実現
に必要な要件は異なる。メガフィナン
シャルグループに代表されるような、自
社商品だけでなく他社金融商品（証・
保）を自社チャネルにて販売する企業
は、デジタル・ライフ・アドバイザリー
に関して親和性は高いものの、今後は非
金融商品を取り込んだ上で、商品軸でな
く顧客軸でのオペレーティングモデル設
計が必要となるであろう。一方で、単一
金融商品のみを自社チャネルで販売して
いる金融機関は、そもそも金融サービス
の統合・非金融商品の取組みに踏み込む
意思決定とチャネル力の大幅な強化が必

要となる。また自社商品を他企業チャネ
ル主体で販売している企業は、「叶えた
いこと」を意識した、非金融・他金融商
品ともに組成・販売されるような商品
サービスを提供しなければならない。

Ⅱ-3.デジタル・ライフ・アドバイザ
リーを支えるテクノロジー

デジタル・ライフ・アドバイザリーを支
えるテクノロジーの要件として、3点挙
げられる。
－オープン：自社金融商品・他社金融商
品だけでなく非金融までつなげること。
また、自社金融商品については、API
（Application Program Interface）等の
技術を活用し、有力な販売業者に容易に
つながること
－コネクテッド：販売担当者や顧客が常
に情報を共有しながらライフデザインを
行うためクラウド等を活用すること
－インサイトフル：デジタル・ライフ・
アドバイザリーは販売担当者の知見をサ
ポートする必要があるため、アナリティ

クスやAI、そのインプット収集のための
センサー技術やソーシャルに取組むこと

Ⅲ. ビジネスモデルの転換に向けて

本稿では、デジタル・イノベーションが
もたらす新たな時代において求められる
価値と、その方向性の一つであるデジタ
ル・ライフ・アドバイザリーに関して言
及を行った。実際のビジネスモデルの転
換に向けては、大胆な改革が必要となる
であろう。しかし、海外金融機関を含む
ライバルはデジタル・テクノロジーに積
極投資し、その力を活用しようとしてい
る。日本では、個々のデジタル・テクノ
ロジーに関する議論が多いが、本質的に
はどのようなビジネスモデルを実現した
いのかを議論すべきである。この機会
に、デジタル・テクノロジーがもたらす
様々な恩恵と自社の強みを組み合わせた
ビジネスモデルの議論をしてはいかがだ
ろうか。弊社もその一助となれば幸いで
ある。
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Ⅰ. デジタル・イノベーション時代に
求められる提供価値

Ⅰ-1.デジタル・イノベーションがもたら
すビジネス環境の変化とインパクト

IoT（Internet of Thins / モノのインター
ネット）やAI（Artificial Intelligence / 人
工知能）に代表される、新たなテクノロ
ジーがもたらす未来について、様々な場
で議論がなされている。例えばワール
ド・エコノミック・フォーラムでは、弊
社が提唱したデジタル・イノベーション
が引き起こすビジネス環境の変化とし
て、3点を挙げている。
－Products and services to experiences
（モノから体験へ）
－Hyper-personalization（顧客に合わせ
た究極のカスタマイゼーション）
－Ownership to access（所有から利用へ）
このようなビジネス環境の変化は、実体
経済にも次の変化をもたらすであろう。
－消費行動の変容：高額なモノを「購
入」するのではなく、「レンタル」して
体験を楽しむ 

－流通における中間マージンの減少：顧
客とメーカーが直接的に結びつく
－メーカーにおける在庫の減少：注文さ
れてから製造する
こうした変化は、金融業界にも、貸出額
の減少や保険対象となるリスクプールの
減少といった影響をもたらす可能性がある。

またGAFA（Google・Amazon・Facebook・
Apple）に代表されるような、顧客の欲
求サイドに立ったプラットフォーマーや
スタートアップが勢いを増している。こ
のようなプレイヤーは、従来の供給者の
役割を越えて、消費者・顧客目線でサー
ビスを提供することで顧客基盤を拡大し
ている。そのため彼らと競争する企業に
も、より消費者・顧客目線でのサービス
提供が求められる状況になっている。

Ⅰ-2.金融機関が提供すべき価値

前述のようにビジネス環境が変化する中
では、金融機関が提供すべき価値も変化
を遂げなければならない。

従来の金融サービスは、顧客のモノ・コ
トに対する需要に紐づき、個々の需要発
生後にサービスを提供してきた。しかし
それでは、顧客の需要が減少した場合に
は金融サービスの提供機会も減少するこ
とになる。また消費者は、需要発生後の
時間がない中で意思決定を強いられるた
め、価格を重視した意思決定にならざる
を得ない。その結果、金融商品・サービ
スは価格競争に陥ることになる。このよ
うな状況を回避するためには、金融機関
はどのようなビジネスモデルを目指すべ
きなのだろうか。

Ⅱ.目指すべきビジネスモデル

Ⅱ-1.目指すべきビジネスモデル
―デジタル・ライフ・アドバイザリ―
顧客の本質的欲求を引き起こし満たすた
めには、顧客のライフデザインを理解
し、顧客が「叶えたいこと」に対して金
融領域のみならず非金融領域も含んだ商
品・サービスを提供する必要がある。そ
れをデジタル・テクノロジーで実現する
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のが「デジタル・ライフ・アドバイザ
リー」の考え方である。

これまでも顧客のライフイベントを捉え
て各局面で商品・サービスを提供する手
法は存在したが、その範囲は金融に限定
されており、非金融まで含めた「叶えた
いこと」へのアドバイスは不十分であっ
た。例えば一部の富裕層には非金融まで
踏み込んだサービスがあるものの、高度
な知識・経験をもった限られたハイスキ
ルな担当者でなければサービスを提供で
きなかった。

一方、デジタル・ライフ・アドバイザ
リーは、デジタル・テクノロジーを活用
の上、顧客の人生を一連の「線」として
捉えてサービスを提供する。従来型のビ
ジネスに対し主に次の3点が異なる（図
表1）。
－提供価値の範囲：銀・信・証・保の垣
根を越えた金融サービス、さらには非金
融商品・サービス・情報まで提供するこ
と。加えて、顧客の非金融資産も取り扱
い対象とすること

－提供タイミング：非金融商品まで踏み
込んだサービス提供により、顧客が自身
の潜在ニーズに「気付く」段階から関与
すること
－提供可能な顧客対象：デジタル・テク
ノロジーを活用し、非金融商品までカ
バーする知識・経験を、従来の富裕層・
マス富裕層のみならずマスリテール層に
まで提供すること

具体的には、顧客とともにライフプラン
を設計する際、ライフイベントのみなら
ず人生全体を通じたライフニーズを踏ま
え、顧客の本質的欲求を洗い出していく
ことが必要である。

また、従来のように顧客が自身のニーズ
を「叶える」段階になってからアプロー
チするのではなく、顧客がそれに「気付
く」段階から関係性を築いていくことが
重要である。

例えば、賃貸住宅に住む顧客に対して、
賃貸 vs持家での家計シミュレーション
を提供する、同一世代で持家に住む人々

のライフスタイルを紹介して住宅購入に
関心をもたせる等。そして顧客が気付い
たニーズを「叶える」段階まで金融・非
金融商品・サービスを織り交ぜながらサ
ポートし、「快適な住環境」を叶えると
いう体験を提供するのである。（図表
2）。その後は顧客が得た非金融資産に
対し、活用・共有・売却のサポートを実
施することが必要になる。

Ⅱ-2.「金融機関ならでは」のケイパビリ
ティに基づく価値

このような価値を提供する場合に金融機
関はその中心となり得るのだろうか。
「金融機関ならでは」のケイパビリティ
として次のことが挙げられる。
a.顧客のリスクを測る力（与信力・引受力）
b.顧客のマネーフローや資産に関する情
報およびそれを推定する力
c.顧客のリスク志向を把握する力
d.顧客の消費内容を把握・推定する力
e.マーケットや企業動向を洞察する力
f. 様々な企業・顧客との取引基盤

金融機関はこのようなケイパビリティを
活用することでデジタル・ライフ・アド
バイザリーによる価値提供ができるので
はないか。一方で、非金融商品の情報は
外部連携によって取得する必要があるた
め、これからの金融機関はオープンなカ
ルチャー・業務・システム基盤をもつこ
とが求められる。

当然ながら、金融機関のタイプによりデ
ジタル・ライフ・アドバイザリーの実現
に必要な要件は異なる。メガフィナン
シャルグループに代表されるような、自
社商品だけでなく他社金融商品（証・
保）を自社チャネルにて販売する企業
は、デジタル・ライフ・アドバイザリー
に関して親和性は高いものの、今後は非
金融商品を取り込んだ上で、商品軸でな
く顧客軸でのオペレーティングモデル設
計が必要となるであろう。一方で、単一
金融商品のみを自社チャネルで販売して
いる金融機関は、そもそも金融サービス
の統合・非金融商品の取組みに踏み込む
意思決定とチャネル力の大幅な強化が必

要となる。また自社商品を他企業チャネ
ル主体で販売している企業は、「叶えた
いこと」を意識した、非金融・他金融商
品ともに組成・販売されるような商品
サービスを提供しなければならない。

Ⅱ-3.デジタル・ライフ・アドバイザ
リーを支えるテクノロジー

デジタル・ライフ・アドバイザリーを支
えるテクノロジーの要件として、3点挙
げられる。
－オープン：自社金融商品・他社金融商
品だけでなく非金融までつなげること。
また、自社金融商品については、API
（Application Program Interface）等の
技術を活用し、有力な販売業者に容易に
つながること
－コネクテッド：販売担当者や顧客が常
に情報を共有しながらライフデザインを
行うためクラウド等を活用すること
－インサイトフル：デジタル・ライフ・
アドバイザリーは販売担当者の知見をサ
ポートする必要があるため、アナリティ

クスやAI、そのインプット収集のための
センサー技術やソーシャルに取組むこと

Ⅲ. ビジネスモデルの転換に向けて

本稿では、デジタル・イノベーションが
もたらす新たな時代において求められる
価値と、その方向性の一つであるデジタ
ル・ライフ・アドバイザリーに関して言
及を行った。実際のビジネスモデルの転
換に向けては、大胆な改革が必要となる
であろう。しかし、海外金融機関を含む
ライバルはデジタル・テクノロジーに積
極投資し、その力を活用しようとしてい
る。日本では、個々のデジタル・テクノ
ロジーに関する議論が多いが、本質的に
はどのようなビジネスモデルを実現した
いのかを議論すべきである。この機会
に、デジタル・テクノロジーがもたらす
様々な恩恵と自社の強みを組み合わせた
ビジネスモデルの議論をしてはいかがだ
ろうか。弊社もその一助となれば幸いで
ある。

グローバルも含めた銀行業経験と先進トレンドを反映した次世代ハブソリューション。フロントエンドとバック
エンドを分離し、商品・サービスの多様化や顧客志向のクロスセル営業プロセスをマルチチャネルで実現す
る。顧客チャネル追加やバックエンドシステム統廃合を想定したSOA2.0型の柔軟なシステム間連携機能や、マ
ルチチャネルでの顧客情報統合管理、複数商品を跨るバンドル商品も含めた新商品・サービス生成、先進の
チャネルフロント構築機能をベースに、あるべき銀行のシステム全体像構築を効率的かつ強力に支援。

モバイルコマースのサービスデリバリープラットフォーム。モバイルバンキング・ポイント管理・ペイメント（NFC
含む）・クーポン・マーケティングなどのモバイルマネー系のコンポーネントを有する。従来、携帯キャリアが提
供していたモバイルマネー系のサービスを金融プレイヤーが主導で構築できるため、スマートデバイスを新
たな攻めのチャネルとして活用することが可能。欧米において多数の導入実績を有する。

生命保険・年金保険の契約管理(サイクル)業務を包括的に支援する基幹系パッケージシステム。コンポーネン
ト単位の組み合わせによって、最適な機能のみの導入が可能。北米を中心に60社以上に提供中。2006年8月
アクセンチュアがNaviSys社を買収後、ソリューション名をアクセンチュア生命保険プラットフォーム(Accenture 
Life Insurance Platform–ALIP)に改称。

損害サービス業務全般をカバーするグローバルNo.1のソリューション。北米トップ三社のうち二社が導入して
おり、約7万人の事案担当者が日々CCSを使用、米国個人保険損害全事案中36%はCCSで処理されている。初
期導入は1998年で、16社に導入済。個人保険、企業保険といった全商品に対応。業務分析ツール等変革に必
要となる要素を包括的に含む。

アカウント管理、リスクセグメンテーション、外部データとの統合、指標管理といった機能に強みをもつ全商品
に対応し、引受業務全般をカバー。より迅速かつ適切な見積・引受を可能にし新たなリスクセグメントの開拓、
コンバインド・レシオの改善に大きな効果をもたらす。英RSAや米Allstate,Travelersといった欧米トップ企業9社
が既に採用済。

Webサイトのランディングページ、E-mail、DM、リスティング広告、コールセンター等ダイレクトマーケティング
手段の活用を最適化し、売上増加、口座開設率の向上等、ROIの最大化を科学的かつ自動的に実現。2007年
12月アクセンチュアがMemetrics社を買収したことにより、コンサルティングを含めたより総合的なソリュー
ションとして提供可能。

業務プロセス・ルールベースのシステムを構築するための統合開発プラットフォームで、Pegaの活用によりビ
ジネスプロセスとシステムは一体となり、整合性のある柔軟なシステム構築を実現。Next-Best-Action 
Marketingにより、市場・消費者動向に応じた機動性の高い柔軟な対応ができ、クロスセル・アップセルの強化、
営業推進の強化が行える。弊社はPlatinum Partnerとして、多くの海外事例に基づいた銀行、保険などの金融
機関へのシステム提供が可能。

デリバティブ（株式、金利、コモデティ、クレジット）、外為関連のディーリングフロントオフィス・リスク管理やバッ
クオフィス業務を行うための市場系システムの導入支援。欧州を中心に世界で200名以上のエンジニア（国
内では約20名）と多数の導入経験により培った方法論を最大活用。

銀行、証券、投信投資顧問等を主要顧客として、総合証券システム、オンライントレーディングシステム、投信
窓販システム、投信経理システム等を、ASP型のシステムサービスとして提供。また、豊富な実務・運用経験に
基づく、業務・システム・技術コンサルティングを展開。2005年、より高度で幅広いサービスをワンストップで提
供すべく、アクセンチュアとアライアンスを締結。

コア・バンキングパッケージとして、新規顧客獲得数4年連続世界第一位にランキング（2002～2005年、IBS
誌）。現在の顧客数500以上、115ヵ国以上でサービスを提供している「Oracle FLEXCUBE」。モジュール・アーキテク
チャとして、機能が部品化されており、必要な機能のみの導入が可能。また、商品をパラメータで設定可能な
ため、新商品の導入が容易。

高品質・高付加価値な導入コンサルテーション、豊富な成功事例に裏づけされた安全・確実なシステム導入、
およびSAP社とのグローバルアライアンスに基づく手厚いサポートを提供。SAP社が提供する次世代ERPの
SAP S/4HANAにおいては、グローバルレベルで豊富な導入実績があり、且つ調達ソリューション（Ariba）や人事ソ
リューション（SuccessFactors）、経費管理ソリューション（Concur）などのクラウドソリューションの導入も可能。
また導入だけではなく、弊社が得意とするアウトソーシングとの組み合わせも可能。

CRM、リスクマネジメント、サステナビリティ等同社ソフトウェア・コンポーネントにより、金融業界では、個人・法
人向け顧客営業支援、クレジットカード与信分析、BaselⅡAMA分析、カーボンモデリング等のCSR環境アプロー
チ等、様々な分野における高度データ分析をリードするソフトウェア。

バンキング・システムとして、世界120カ国、600顧客サイトで利用されている「Temenos」。「T24」は、オープン・
アーキテクチャに基づき、カスタマイズ性と拡張性を提供し、リアルタイム対応を可能とするモジュラー構
造。ハイ・パフォーマンスをリードするコア・バンキング・ソフトウェア。
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弊社外部講演及び寄稿・書籍のご紹介

 

Ⅰ. デジタル・イノベーション時代に
求められる提供価値

Ⅰ-1.デジタル・イノベーションがもたら
すビジネス環境の変化とインパクト

IoT（Internet of Thins / モノのインター
ネット）やAI（Artificial Intelligence / 人
工知能）に代表される、新たなテクノロ
ジーがもたらす未来について、様々な場
で議論がなされている。例えばワール
ド・エコノミック・フォーラムでは、弊
社が提唱したデジタル・イノベーション
が引き起こすビジネス環境の変化とし
て、3点を挙げている。
－Products and services to experiences
（モノから体験へ）
－Hyper-personalization（顧客に合わせ
た究極のカスタマイゼーション）
－Ownership to access（所有から利用へ）
このようなビジネス環境の変化は、実体
経済にも次の変化をもたらすであろう。
－消費行動の変容：高額なモノを「購
入」するのではなく、「レンタル」して
体験を楽しむ 

－流通における中間マージンの減少：顧
客とメーカーが直接的に結びつく
－メーカーにおける在庫の減少：注文さ
れてから製造する
こうした変化は、金融業界にも、貸出額
の減少や保険対象となるリスクプールの
減少といった影響をもたらす可能性がある。

またGAFA（Google・Amazon・Facebook・
Apple）に代表されるような、顧客の欲
求サイドに立ったプラットフォーマーや
スタートアップが勢いを増している。こ
のようなプレイヤーは、従来の供給者の
役割を越えて、消費者・顧客目線でサー
ビスを提供することで顧客基盤を拡大し
ている。そのため彼らと競争する企業に
も、より消費者・顧客目線でのサービス
提供が求められる状況になっている。

Ⅰ-2.金融機関が提供すべき価値

前述のようにビジネス環境が変化する中
では、金融機関が提供すべき価値も変化
を遂げなければならない。

従来の金融サービスは、顧客のモノ・コ
トに対する需要に紐づき、個々の需要発
生後にサービスを提供してきた。しかし
それでは、顧客の需要が減少した場合に
は金融サービスの提供機会も減少するこ
とになる。また消費者は、需要発生後の
時間がない中で意思決定を強いられるた
め、価格を重視した意思決定にならざる
を得ない。その結果、金融商品・サービ
スは価格競争に陥ることになる。このよ
うな状況を回避するためには、金融機関
はどのようなビジネスモデルを目指すべ
きなのだろうか。

Ⅱ.目指すべきビジネスモデル

Ⅱ-1.目指すべきビジネスモデル
―デジタル・ライフ・アドバイザリ―
顧客の本質的欲求を引き起こし満たすた
めには、顧客のライフデザインを理解
し、顧客が「叶えたいこと」に対して金
融領域のみならず非金融領域も含んだ商
品・サービスを提供する必要がある。そ
れをデジタル・テクノロジーで実現する

のが「デジタル・ライフ・アドバイザ
リー」の考え方である。

これまでも顧客のライフイベントを捉え
て各局面で商品・サービスを提供する手
法は存在したが、その範囲は金融に限定
されており、非金融まで含めた「叶えた
いこと」へのアドバイスは不十分であっ
た。例えば一部の富裕層には非金融まで
踏み込んだサービスがあるものの、高度
な知識・経験をもった限られたハイスキ
ルな担当者でなければサービスを提供で
きなかった。

一方、デジタル・ライフ・アドバイザ
リーは、デジタル・テクノロジーを活用
の上、顧客の人生を一連の「線」として
捉えてサービスを提供する。従来型のビ
ジネスに対し主に次の3点が異なる（図
表1）。
－提供価値の範囲：銀・信・証・保の垣
根を越えた金融サービス、さらには非金
融商品・サービス・情報まで提供するこ
と。加えて、顧客の非金融資産も取り扱
い対象とすること

－提供タイミング：非金融商品まで踏み
込んだサービス提供により、顧客が自身
の潜在ニーズに「気付く」段階から関与
すること
－提供可能な顧客対象：デジタル・テク
ノロジーを活用し、非金融商品までカ
バーする知識・経験を、従来の富裕層・
マス富裕層のみならずマスリテール層に
まで提供すること

具体的には、顧客とともにライフプラン
を設計する際、ライフイベントのみなら
ず人生全体を通じたライフニーズを踏ま
え、顧客の本質的欲求を洗い出していく
ことが必要である。

また、従来のように顧客が自身のニーズ
を「叶える」段階になってからアプロー
チするのではなく、顧客がそれに「気付
く」段階から関係性を築いていくことが
重要である。

例えば、賃貸住宅に住む顧客に対して、
賃貸 vs持家での家計シミュレーション
を提供する、同一世代で持家に住む人々

のライフスタイルを紹介して住宅購入に
関心をもたせる等。そして顧客が気付い
たニーズを「叶える」段階まで金融・非
金融商品・サービスを織り交ぜながらサ
ポートし、「快適な住環境」を叶えると
いう体験を提供するのである。（図表
2）。その後は顧客が得た非金融資産に
対し、活用・共有・売却のサポートを実
施することが必要になる。

Ⅱ-2.「金融機関ならでは」のケイパビリ
ティに基づく価値

このような価値を提供する場合に金融機
関はその中心となり得るのだろうか。
「金融機関ならでは」のケイパビリティ
として次のことが挙げられる。
a.顧客のリスクを測る力（与信力・引受力）
b.顧客のマネーフローや資産に関する情
報およびそれを推定する力
c.顧客のリスク志向を把握する力
d.顧客の消費内容を把握・推定する力
e.マーケットや企業動向を洞察する力
f. 様々な企業・顧客との取引基盤

金融機関はこのようなケイパビリティを
活用することでデジタル・ライフ・アド
バイザリーによる価値提供ができるので
はないか。一方で、非金融商品の情報は
外部連携によって取得する必要があるた
め、これからの金融機関はオープンなカ
ルチャー・業務・システム基盤をもつこ
とが求められる。

当然ながら、金融機関のタイプによりデ
ジタル・ライフ・アドバイザリーの実現
に必要な要件は異なる。メガフィナン
シャルグループに代表されるような、自
社商品だけでなく他社金融商品（証・
保）を自社チャネルにて販売する企業
は、デジタル・ライフ・アドバイザリー
に関して親和性は高いものの、今後は非
金融商品を取り込んだ上で、商品軸でな
く顧客軸でのオペレーティングモデル設
計が必要となるであろう。一方で、単一
金融商品のみを自社チャネルで販売して
いる金融機関は、そもそも金融サービス
の統合・非金融商品の取組みに踏み込む
意思決定とチャネル力の大幅な強化が必

要となる。また自社商品を他企業チャネ
ル主体で販売している企業は、「叶えた
いこと」を意識した、非金融・他金融商
品ともに組成・販売されるような商品
サービスを提供しなければならない。

Ⅱ-3.デジタル・ライフ・アドバイザ
リーを支えるテクノロジー

デジタル・ライフ・アドバイザリーを支
えるテクノロジーの要件として、3点挙
げられる。
－オープン：自社金融商品・他社金融商
品だけでなく非金融までつなげること。
また、自社金融商品については、API
（Application Program Interface）等の
技術を活用し、有力な販売業者に容易に
つながること
－コネクテッド：販売担当者や顧客が常
に情報を共有しながらライフデザインを
行うためクラウド等を活用すること
－インサイトフル：デジタル・ライフ・
アドバイザリーは販売担当者の知見をサ
ポートする必要があるため、アナリティ

クスやAI、そのインプット収集のための
センサー技術やソーシャルに取組むこと

Ⅲ. ビジネスモデルの転換に向けて

本稿では、デジタル・イノベーションが
もたらす新たな時代において求められる
価値と、その方向性の一つであるデジタ
ル・ライフ・アドバイザリーに関して言
及を行った。実際のビジネスモデルの転
換に向けては、大胆な改革が必要となる
であろう。しかし、海外金融機関を含む
ライバルはデジタル・テクノロジーに積
極投資し、その力を活用しようとしてい
る。日本では、個々のデジタル・テクノ
ロジーに関する議論が多いが、本質的に
はどのようなビジネスモデルを実現した
いのかを議論すべきである。この機会
に、デジタル・テクノロジーがもたらす
様々な恩恵と自社の強みを組み合わせた
ビジネスモデルの議論をしてはいかがだ
ろうか。弊社もその一助となれば幸いで
ある。

外部講演のご案内

「デジタル時代における金融機関のタレントマネジメント戦略」 

11月9日（水）13:30-16:30開催　　　　　　　　　　　　　　　
（アクセンチュア 金融グループの単独セミナー / セミナーインフォ社共催）
金融サービス本部　マネジメント・コンサルティンググループ
マネジング・ディレクター　原　仁志

「保険フォーラム2016」
11月25日（金）9:00-17:00開催
（セミナーインフォ社共催）　保険版FinTech大検証
金融サービス本部　マネジメント・コンサルティンググループ
マネジング・ディレクター　大喜多　雄志

「金融機関におけるロボット/人工知能の活用」
12月1日（木）9:30-12:30開催
（アクセンチュア 金融グループの単独セミナー / セミナーインフォ社共催）　
金融サービス本部　マネジング・ディレクター　下野　崇

※いずれのセミナーもセミナーインフォ社HPより、お申込いただけます
https://www.seminar-info.jp/

寄稿のご案内

「生保・損保特集」　～保険版FinTech大検証
東洋経済出版社　10月発売(予定)

金融サービス本部　保険業統括　マネジング・ディレクター　林 岳郎

「週刊金融財政事情」　～金融機関におけるロボット/人工知能の活用
一般社団法人 金融財政事情研究会　11月発売(予定)

金融サービス本部　マネジング・ディレクター　下野　崇

書籍のご案内

「フィンテック 金融維新へ」　
アクセンチュア著　日本経済新聞出版社　2016年6月
【監修】
宮良　浩二　金融サービス本部　マネジング・ディレクター　銀行グループ統括
森　健太郎　戦略コンサルティング本部　マネジング・ディレクター

フィンテックを金融イノベーションの視座から紐解いた解説書。
金融機関に求められる対応や論点を整理。



18

Ⅰ. デジタル・イノベーション時代に
求められる提供価値

Ⅰ-1.デジタル・イノベーションがもたら
すビジネス環境の変化とインパクト

IoT（Internet of Thins / モノのインター
ネット）やAI（Artificial Intelligence / 人
工知能）に代表される、新たなテクノロ
ジーがもたらす未来について、様々な場
で議論がなされている。例えばワール
ド・エコノミック・フォーラムでは、弊
社が提唱したデジタル・イノベーション
が引き起こすビジネス環境の変化とし
て、3点を挙げている。
－Products and services to experiences
（モノから体験へ）
－Hyper-personalization（顧客に合わせ
た究極のカスタマイゼーション）
－Ownership to access（所有から利用へ）
このようなビジネス環境の変化は、実体
経済にも次の変化をもたらすであろう。
－消費行動の変容：高額なモノを「購
入」するのではなく、「レンタル」して
体験を楽しむ 

－流通における中間マージンの減少：顧
客とメーカーが直接的に結びつく
－メーカーにおける在庫の減少：注文さ
れてから製造する
こうした変化は、金融業界にも、貸出額
の減少や保険対象となるリスクプールの
減少といった影響をもたらす可能性がある。

またGAFA（Google・Amazon・Facebook・
Apple）に代表されるような、顧客の欲
求サイドに立ったプラットフォーマーや
スタートアップが勢いを増している。こ
のようなプレイヤーは、従来の供給者の
役割を越えて、消費者・顧客目線でサー
ビスを提供することで顧客基盤を拡大し
ている。そのため彼らと競争する企業に
も、より消費者・顧客目線でのサービス
提供が求められる状況になっている。

Ⅰ-2.金融機関が提供すべき価値

前述のようにビジネス環境が変化する中
では、金融機関が提供すべき価値も変化
を遂げなければならない。

従来の金融サービスは、顧客のモノ・コ
トに対する需要に紐づき、個々の需要発
生後にサービスを提供してきた。しかし
それでは、顧客の需要が減少した場合に
は金融サービスの提供機会も減少するこ
とになる。また消費者は、需要発生後の
時間がない中で意思決定を強いられるた
め、価格を重視した意思決定にならざる
を得ない。その結果、金融商品・サービ
スは価格競争に陥ることになる。このよ
うな状況を回避するためには、金融機関
はどのようなビジネスモデルを目指すべ
きなのだろうか。

Ⅱ.目指すべきビジネスモデル

Ⅱ-1.目指すべきビジネスモデル
―デジタル・ライフ・アドバイザリ―
顧客の本質的欲求を引き起こし満たすた
めには、顧客のライフデザインを理解
し、顧客が「叶えたいこと」に対して金
融領域のみならず非金融領域も含んだ商
品・サービスを提供する必要がある。そ
れをデジタル・テクノロジーで実現する

のが「デジタル・ライフ・アドバイザ
リー」の考え方である。

これまでも顧客のライフイベントを捉え
て各局面で商品・サービスを提供する手
法は存在したが、その範囲は金融に限定
されており、非金融まで含めた「叶えた
いこと」へのアドバイスは不十分であっ
た。例えば一部の富裕層には非金融まで
踏み込んだサービスがあるものの、高度
な知識・経験をもった限られたハイスキ
ルな担当者でなければサービスを提供で
きなかった。

一方、デジタル・ライフ・アドバイザ
リーは、デジタル・テクノロジーを活用
の上、顧客の人生を一連の「線」として
捉えてサービスを提供する。従来型のビ
ジネスに対し主に次の3点が異なる（図
表1）。
－提供価値の範囲：銀・信・証・保の垣
根を越えた金融サービス、さらには非金
融商品・サービス・情報まで提供するこ
と。加えて、顧客の非金融資産も取り扱
い対象とすること

－提供タイミング：非金融商品まで踏み
込んだサービス提供により、顧客が自身
の潜在ニーズに「気付く」段階から関与
すること
－提供可能な顧客対象：デジタル・テク
ノロジーを活用し、非金融商品までカ
バーする知識・経験を、従来の富裕層・
マス富裕層のみならずマスリテール層に
まで提供すること

具体的には、顧客とともにライフプラン
を設計する際、ライフイベントのみなら
ず人生全体を通じたライフニーズを踏ま
え、顧客の本質的欲求を洗い出していく
ことが必要である。

また、従来のように顧客が自身のニーズ
を「叶える」段階になってからアプロー
チするのではなく、顧客がそれに「気付
く」段階から関係性を築いていくことが
重要である。

例えば、賃貸住宅に住む顧客に対して、
賃貸 vs持家での家計シミュレーション
を提供する、同一世代で持家に住む人々

のライフスタイルを紹介して住宅購入に
関心をもたせる等。そして顧客が気付い
たニーズを「叶える」段階まで金融・非
金融商品・サービスを織り交ぜながらサ
ポートし、「快適な住環境」を叶えると
いう体験を提供するのである。（図表
2）。その後は顧客が得た非金融資産に
対し、活用・共有・売却のサポートを実
施することが必要になる。

Ⅱ-2.「金融機関ならでは」のケイパビリ
ティに基づく価値

このような価値を提供する場合に金融機
関はその中心となり得るのだろうか。
「金融機関ならでは」のケイパビリティ
として次のことが挙げられる。
a.顧客のリスクを測る力（与信力・引受力）
b.顧客のマネーフローや資産に関する情
報およびそれを推定する力
c.顧客のリスク志向を把握する力
d.顧客の消費内容を把握・推定する力
e.マーケットや企業動向を洞察する力
f. 様々な企業・顧客との取引基盤

金融機関はこのようなケイパビリティを
活用することでデジタル・ライフ・アド
バイザリーによる価値提供ができるので
はないか。一方で、非金融商品の情報は
外部連携によって取得する必要があるた
め、これからの金融機関はオープンなカ
ルチャー・業務・システム基盤をもつこ
とが求められる。

当然ながら、金融機関のタイプによりデ
ジタル・ライフ・アドバイザリーの実現
に必要な要件は異なる。メガフィナン
シャルグループに代表されるような、自
社商品だけでなく他社金融商品（証・
保）を自社チャネルにて販売する企業
は、デジタル・ライフ・アドバイザリー
に関して親和性は高いものの、今後は非
金融商品を取り込んだ上で、商品軸でな
く顧客軸でのオペレーティングモデル設
計が必要となるであろう。一方で、単一
金融商品のみを自社チャネルで販売して
いる金融機関は、そもそも金融サービス
の統合・非金融商品の取組みに踏み込む
意思決定とチャネル力の大幅な強化が必

要となる。また自社商品を他企業チャネ
ル主体で販売している企業は、「叶えた
いこと」を意識した、非金融・他金融商
品ともに組成・販売されるような商品
サービスを提供しなければならない。

Ⅱ-3.デジタル・ライフ・アドバイザ
リーを支えるテクノロジー

デジタル・ライフ・アドバイザリーを支
えるテクノロジーの要件として、3点挙
げられる。
－オープン：自社金融商品・他社金融商
品だけでなく非金融までつなげること。
また、自社金融商品については、API
（Application Program Interface）等の
技術を活用し、有力な販売業者に容易に
つながること
－コネクテッド：販売担当者や顧客が常
に情報を共有しながらライフデザインを
行うためクラウド等を活用すること
－インサイトフル：デジタル・ライフ・
アドバイザリーは販売担当者の知見をサ
ポートする必要があるため、アナリティ

クスやAI、そのインプット収集のための
センサー技術やソーシャルに取組むこと

Ⅲ. ビジネスモデルの転換に向けて

本稿では、デジタル・イノベーションが
もたらす新たな時代において求められる
価値と、その方向性の一つであるデジタ
ル・ライフ・アドバイザリーに関して言
及を行った。実際のビジネスモデルの転
換に向けては、大胆な改革が必要となる
であろう。しかし、海外金融機関を含む
ライバルはデジタル・テクノロジーに積
極投資し、その力を活用しようとしてい
る。日本では、個々のデジタル・テクノ
ロジーに関する議論が多いが、本質的に
はどのようなビジネスモデルを実現した
いのかを議論すべきである。この機会
に、デジタル・テクノロジーがもたらす
様々な恩恵と自社の強みを組み合わせた
ビジネスモデルの議論をしてはいかがだ
ろうか。弊社もその一助となれば幸いで
ある。
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アクセンチュア金融サービスに
ついて
アクセンチュア金融サービスは、バンキング、 

キャピタル・マーケットおよび保険の3セクタ
ーにおける様々な金融機関に対し、世界各
国で「ストラテジー」「コンサルティング」
「デジタル」「テクノロジー」「オペレー
ションズ」の5つの領域で幅広いサービス
とソリューションを提供しています。

国内外の金融業界の変化をいち早くとらえ、
金融機関の中核戦略およびオペレーション
に重要な役割を果たすことで、企業のみなら
ず業界全体の成長に貢献したいと考えています。

クライアント企業のトップラインの拡大、コス 

ト削減、高まる規制やリスクへの対応、合併・ 

買収に伴う統合作業、新しいテクノロジーや
複数チャネルサービスの導入等、支援領域は
多岐に亘ります。

3つのセクターにおける主な金融機関は以下
の通りです。

• バンキング：リテール銀行、商業銀行、総合 

金融機関、政府系金融機関、クレジット・
信販会社、リース会社

• キャピタル・マーケット：証券会社、信託銀行、 

投資/  投資顧問会社、資産運用会社、証券
保管機関、各種金融商品取引所、清算およ
び決済機関

• 保険：損害保険会社、生命保険会社、年金
保険会社、再保険会社、保険ブローカー

アクセンチュアについて
 
 
 

 
 

 
 
 

アクセンチュアは「ストラテジー」「コンサ
ルティング」「デジタル」「テクノロジー」
「オペレーションズ」の5つの領域で幅広い
サービスとソリューションを提供する世界
最大級の総合コンサルティング企業です。
世界最大の規模を誇るデリバリーネット
ワークに裏打ちされた、40を超す業界とあ
らゆる業務に対応可能な豊富な経験と専門
スキルなどの強みを生かし、ビジネスとテ
クノロジーを融合させて、お客様のハイパ
フォーマンス実現と、持続可能な価値創出
を支援しています。世界120カ国以上のお
客様にサービスを提供する37万5,000人以
上の社員が、イノベーションの創出と世界
中の人々のより豊かな生活の実現に取り組
んでいます。

アクセンチュアの詳細は
www.accenture.comを、
アクセンチュア株式会社の詳細は
www.accenture.com/jp
をご覧ください。

フォーチュン100社にランキングされてい
る92%の金融機関に対しサービスを提供し
ています。また、グローバルのトップ顧客
10社のうち9社と、20年以上継続してサー
ビスを提供しています。

Ⅰ. デジタル・イノベーション時代に
求められる提供価値

Ⅰ-1.デジタル・イノベーションがもたら
すビジネス環境の変化とインパクト

IoT（Internet of Thins / モノのインター
ネット）やAI（Artificial Intelligence / 人
工知能）に代表される、新たなテクノロ
ジーがもたらす未来について、様々な場
で議論がなされている。例えばワール
ド・エコノミック・フォーラムでは、弊
社が提唱したデジタル・イノベーション
が引き起こすビジネス環境の変化とし
て、3点を挙げている。
－Products and services to experiences
（モノから体験へ）
－Hyper-personalization（顧客に合わせ
た究極のカスタマイゼーション）
－Ownership to access（所有から利用へ）
このようなビジネス環境の変化は、実体
経済にも次の変化をもたらすであろう。
－消費行動の変容：高額なモノを「購
入」するのではなく、「レンタル」して
体験を楽しむ 

－流通における中間マージンの減少：顧
客とメーカーが直接的に結びつく
－メーカーにおける在庫の減少：注文さ
れてから製造する
こうした変化は、金融業界にも、貸出額
の減少や保険対象となるリスクプールの
減少といった影響をもたらす可能性がある。

またGAFA（Google・Amazon・Facebook・
Apple）に代表されるような、顧客の欲
求サイドに立ったプラットフォーマーや
スタートアップが勢いを増している。こ
のようなプレイヤーは、従来の供給者の
役割を越えて、消費者・顧客目線でサー
ビスを提供することで顧客基盤を拡大し
ている。そのため彼らと競争する企業に
も、より消費者・顧客目線でのサービス
提供が求められる状況になっている。

Ⅰ-2.金融機関が提供すべき価値

前述のようにビジネス環境が変化する中
では、金融機関が提供すべき価値も変化
を遂げなければならない。

従来の金融サービスは、顧客のモノ・コ
トに対する需要に紐づき、個々の需要発
生後にサービスを提供してきた。しかし
それでは、顧客の需要が減少した場合に
は金融サービスの提供機会も減少するこ
とになる。また消費者は、需要発生後の
時間がない中で意思決定を強いられるた
め、価格を重視した意思決定にならざる
を得ない。その結果、金融商品・サービ
スは価格競争に陥ることになる。このよ
うな状況を回避するためには、金融機関
はどのようなビジネスモデルを目指すべ
きなのだろうか。

Ⅱ.目指すべきビジネスモデル

Ⅱ-1.目指すべきビジネスモデル
―デジタル・ライフ・アドバイザリ―
顧客の本質的欲求を引き起こし満たすた
めには、顧客のライフデザインを理解
し、顧客が「叶えたいこと」に対して金
融領域のみならず非金融領域も含んだ商
品・サービスを提供する必要がある。そ
れをデジタル・テクノロジーで実現する

のが「デジタル・ライフ・アドバイザ
リー」の考え方である。

これまでも顧客のライフイベントを捉え
て各局面で商品・サービスを提供する手
法は存在したが、その範囲は金融に限定
されており、非金融まで含めた「叶えた
いこと」へのアドバイスは不十分であっ
た。例えば一部の富裕層には非金融まで
踏み込んだサービスがあるものの、高度
な知識・経験をもった限られたハイスキ
ルな担当者でなければサービスを提供で
きなかった。

一方、デジタル・ライフ・アドバイザ
リーは、デジタル・テクノロジーを活用
の上、顧客の人生を一連の「線」として
捉えてサービスを提供する。従来型のビ
ジネスに対し主に次の3点が異なる（図
表1）。
－提供価値の範囲：銀・信・証・保の垣
根を越えた金融サービス、さらには非金
融商品・サービス・情報まで提供するこ
と。加えて、顧客の非金融資産も取り扱
い対象とすること

－提供タイミング：非金融商品まで踏み
込んだサービス提供により、顧客が自身
の潜在ニーズに「気付く」段階から関与
すること
－提供可能な顧客対象：デジタル・テク
ノロジーを活用し、非金融商品までカ
バーする知識・経験を、従来の富裕層・
マス富裕層のみならずマスリテール層に
まで提供すること

具体的には、顧客とともにライフプラン
を設計する際、ライフイベントのみなら
ず人生全体を通じたライフニーズを踏ま
え、顧客の本質的欲求を洗い出していく
ことが必要である。

また、従来のように顧客が自身のニーズ
を「叶える」段階になってからアプロー
チするのではなく、顧客がそれに「気付
く」段階から関係性を築いていくことが
重要である。

例えば、賃貸住宅に住む顧客に対して、
賃貸 vs持家での家計シミュレーション
を提供する、同一世代で持家に住む人々

のライフスタイルを紹介して住宅購入に
関心をもたせる等。そして顧客が気付い
たニーズを「叶える」段階まで金融・非
金融商品・サービスを織り交ぜながらサ
ポートし、「快適な住環境」を叶えると
いう体験を提供するのである。（図表
2）。その後は顧客が得た非金融資産に
対し、活用・共有・売却のサポートを実
施することが必要になる。

Ⅱ-2.「金融機関ならでは」のケイパビリ
ティに基づく価値

このような価値を提供する場合に金融機
関はその中心となり得るのだろうか。
「金融機関ならでは」のケイパビリティ
として次のことが挙げられる。
a.顧客のリスクを測る力（与信力・引受力）
b.顧客のマネーフローや資産に関する情
報およびそれを推定する力
c.顧客のリスク志向を把握する力
d.顧客の消費内容を把握・推定する力
e.マーケットや企業動向を洞察する力
f. 様々な企業・顧客との取引基盤

金融機関はこのようなケイパビリティを
活用することでデジタル・ライフ・アド
バイザリーによる価値提供ができるので
はないか。一方で、非金融商品の情報は
外部連携によって取得する必要があるた
め、これからの金融機関はオープンなカ
ルチャー・業務・システム基盤をもつこ
とが求められる。

当然ながら、金融機関のタイプによりデ
ジタル・ライフ・アドバイザリーの実現
に必要な要件は異なる。メガフィナン
シャルグループに代表されるような、自
社商品だけでなく他社金融商品（証・
保）を自社チャネルにて販売する企業
は、デジタル・ライフ・アドバイザリー
に関して親和性は高いものの、今後は非
金融商品を取り込んだ上で、商品軸でな
く顧客軸でのオペレーティングモデル設
計が必要となるであろう。一方で、単一
金融商品のみを自社チャネルで販売して
いる金融機関は、そもそも金融サービス
の統合・非金融商品の取組みに踏み込む
意思決定とチャネル力の大幅な強化が必

要となる。また自社商品を他企業チャネ
ル主体で販売している企業は、「叶えた
いこと」を意識した、非金融・他金融商
品ともに組成・販売されるような商品
サービスを提供しなければならない。

Ⅱ-3.デジタル・ライフ・アドバイザ
リーを支えるテクノロジー

デジタル・ライフ・アドバイザリーを支
えるテクノロジーの要件として、3点挙
げられる。
－オープン：自社金融商品・他社金融商
品だけでなく非金融までつなげること。
また、自社金融商品については、API
（Application Program Interface）等の
技術を活用し、有力な販売業者に容易に
つながること
－コネクテッド：販売担当者や顧客が常
に情報を共有しながらライフデザインを
行うためクラウド等を活用すること
－インサイトフル：デジタル・ライフ・
アドバイザリーは販売担当者の知見をサ
ポートする必要があるため、アナリティ

クスやAI、そのインプット収集のための
センサー技術やソーシャルに取組むこと

Ⅲ. ビジネスモデルの転換に向けて

本稿では、デジタル・イノベーションが
もたらす新たな時代において求められる
価値と、その方向性の一つであるデジタ
ル・ライフ・アドバイザリーに関して言
及を行った。実際のビジネスモデルの転
換に向けては、大胆な改革が必要となる
であろう。しかし、海外金融機関を含む
ライバルはデジタル・テクノロジーに積
極投資し、その力を活用しようとしてい
る。日本では、個々のデジタル・テクノ
ロジーに関する議論が多いが、本質的に
はどのようなビジネスモデルを実現した
いのかを議論すべきである。この機会
に、デジタル・テクノロジーがもたらす
様々な恩恵と自社の強みを組み合わせた
ビジネスモデルの議論をしてはいかがだ
ろうか。弊社もその一助となれば幸いで
ある。
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